


 

全国の自殺者数は、平成１０年に急増して以降、年間３万人を超

える深刻な状況が続いていました。平成１８年に自殺対策基本法が

施行され、国を挙げて自殺対策が総合的に推進された結果、自殺者

数は減少を続け、令和元年には約２万人に減少しましたが、令和３

年には約２万１千人になっています。 

岡山市においても、「岡山市自殺対策連絡協議会」の設置や、「自

殺対策推進センター」における相談支援の実施、そして、平成３０年３月の「岡山市自殺対

策計画」策定等により、すべての市民がかけがえのない個人として尊重され、誰もが自殺に

追い込まれることのない社会の実現に向けて取り組んでまいりました。 

こうした取組の結果、本市における自殺者数は平成３０年まで減少傾向にありましたが、

その後、新型コロナウイルス感染症の影響等により増加に転じており、更なる取組の推進が

求められています。 

この度、第１次計画における取り組みの成果や課題、近年の社会環境の変化等を踏まえ、

引き続き総合的に自殺対策を推進していくため、「第２次岡山市自殺対策計画」を策定しま

した。 

自殺はその多くが個人の自由な意思や選択の結果ではなく、追い込まれた末の死であり、

その背景には経済・生活問題や健康問題、過労、生活困窮、いじめや孤立などさまざまな社

会的要因が複雑に絡み合っていると言われています。 

自殺を社会全体の問題として捉え、その対策は、保健・医療・福祉・教育・労働その他の

関連施策と有機的に連携を図りながら総合的に推進していく必要があります。 

第２次岡山市自殺対策計画では、第１次計画の基本理念を引き継ぎつつ、「子ども・若者

への対策の充実」「メンタルヘルス対策の充実」「自殺未遂者等ハイリスク者対策の充実」の

３つを重点対策としています。 

各関係機関・団体等と協働し、生きることへの包括的な支援を実施することで、全ての人

がかけがえのない個人として尊重され、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現

を目指します。 

最後になりましたが、本計画の策定にあたり、貴重なご意見をいただきました岡山市自殺

対策連絡協議会委員の皆様をはじめ、ご協力をいただきました関係機関の皆様方に、心から

感謝申し上げます。 

 

令和５年３月 

岡山市長 大森 雅夫 
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１ 計画策定の趣旨  

全国の年間自殺者数は、平成１０年に急増して以来、１４年連続して３万人を超えると

いう深刻な状況が続いていましたが、平成１８年１０月に自殺対策基本法（以下「基本法」

という。）が施行されて以降、国を挙げて自殺対策が総合的に推進された結果、自殺者数は

減少傾向にあり、令和３年で約２万１千人まで減少しています。 

また、本市においては、平成２２年の１５０人をピークに、平成３０年には８２人まで

減少しましたが、近年は新型コロナウイルス感染拡大等の影響もあり、自殺者数は増加傾

向にあります。 

これまで、国を挙げての総合的な自殺対策の推進により自殺者数は減少してきましたが、

依然として、全国では２万人を超える方々が、岡山市では年間１００人近くの方が自ら尊

い命を絶たれている事実に変わりはなく、引き続き、誰も自殺に追い込まれることのない

社会の実現に向けて取り組んでいく必要があります。 

本市では、平成２１年に「岡山市自殺対策連絡協議会」を設置し、各関係機関や関係部署

とのネットワーク強化や市民に対する普及啓発に取り組んできました。また、国の強化基

金を活用し、こころの健康センターでは自殺ハイリスク者の相談支援に取り組み、保健所

では「こころの健康・自殺予防」として各地域で市民と協働して取り組みを推進してきま

した。さらに、平成２７年４月にはこころの健康センター内に自殺予防情報センター＊を立

ち上げました。（＊平成２９年４月より自殺対策推進センター） 

このような中、自殺対策を更に強化し、加速させるため、平成２８年３月に基本法が改

正され、市区町村における「自殺対策基本計画」の策定が義務づけられました。 

基本法の改正を踏まえ、本市では、自殺対策を推進していくための行動計画として、平

成３０年３月に「岡山市自殺対策計画」（以下「第１次計画」という。）を策定し、すべての

市民がかけがえのない個人として尊重され、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実

現に向け、市を挙げて自殺対策を推進してきました。 

そして、第１次計画における取組の成果や課題、近年の社会環境の変化などを踏まえた

上で、引き続き自殺対策を総合的に推進していくため、この度「第２次岡山市自殺対策計

画」（以下「第２次計画」という。）を策定するものです。 

 
２ 計画の位置づけ 

基本法第１３条第２項に基づき、本市の状況に応じた自殺対策を進めるための方向性や

目標を定めるもので、市政運営の羅針盤である、「岡山市第六次総合計画」との整合性や、

「岡山市地域共生社会推進計画（地域福祉計画）」をはじめとする各種計画との連携を図り

ます。さらに、すべての市民が健康で、こころ豊かに生きられるまちを目指して策定され

た「健康市民おかやま２１（第２次）」の基本理念の一つである、「市民の健康を支え守るた

めの環境整備」を実現するための行動計画としても位置付けられるものです。 
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３ 計画期間 

令和５年度（２０２３年度）から令和９年度（２０２７年度）までの５か年の計画としま

す。 

 
４ 基本理念 

自殺の背景には、過労、病気の悩み、生活困窮や多重債務等の経済問題、育児や介護疲

れ、いじめや孤立、ひきこもりなどの様々な社会的要因があります。 

また、自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、自殺に追い込まれるという危機

は特定の人だけに起こるものではなく、すべての人に起こり得るものです。 

このため、自殺対策を生きることの包括的な支援として捉え、保健、医療、福祉、教育、

労働その他の関連施策との有機的な連携を図り、総合的な対策として実施することで、全

ての人がかけがえのない個人として尊重され、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」

の実現を目指します。 

また、副題の「～気づき・つながる・いのちのプラン～」にあるとおり、私たち一人ひと

りが自殺を身近な問題と捉え、自分自身のこころの不調や周囲の人の悩みに気づき、人と

人、関係機関がつながることにより、生きることを支援する社会環境の整備に努めます。 

 
５ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係性 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性

のある社会の実現のため、経済や社会、環境等の広範な課題に対して、先進国を含むすべ

ての国々が令和２０３０年までに取り組む目標を定めたもので、１７のゴール（国際目標）

から構成されています。 

第２次計画の基本理念である「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現は、「誰

国 市
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一人取り残さない」社会を実現するというＳＤＧｓの理念とも通じるものであり、自殺対

策を推進していくことは、ＳＤＧｓのゴールである「３ すべての人に健康と福祉を」、「１

０ 人や国の不平等をなくそう」、「１７ パートナーシップで目標を達成しよう」の達成に

もつながります。 

 

第第２２次次計計画画とと関関連連ののああるるＳＳＤＤＧＧｓｓののゴゴーールル  

 

３３  すすべべててのの人人にに健健康康とと福福祉祉をを  

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を

促進する 

 

１１００  人人やや国国のの不不平平等等ををななくくそそうう  

各国内および各国間の不平等を是正する 

 

１１７７  パパーートトナナーーシシッッププでで目目標標をを達達成成ししよようう  

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パー

トナーシップを活性化する 
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資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

第 2 章 岡山市及び全国における自殺の現状等 
１ 自殺者の現状 

 ■自殺者数の状況 

○本市の自殺者数は、平成１０年に１００人を超え、平成２２年の１５０人をピークとし

て、それ以降は減少傾向にありましたが、令和元年以降は増加傾向にあり、令和３年の

自殺者数は１２２人となっています。 

○男女別でみると、約７０％を男性、約３０％を女性が占めていますが、令和３年は女性

の割合が若干増加しています。 

 
全全国国、、岡岡山山県県及及びび岡岡山山市市のの自自殺殺者者数数のの推推移移  

 
  

岡岡山山市市のの自自殺殺者者数数のの推推移移（（男男女女別別）） 

 
  

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

全国 32,845 31,690 30,651 27,858 27,283 25,427 24,025 21,897 21,321 20,840 20,169 21,081 21,007

岡山県 444 427 401 372 349 321 377 311 264 261 269 267 308

岡山市 144 150 148 131 125 107 133 102 89 82 94 95 122
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資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

■自殺死亡率の状況 

○自殺死亡率（人口１０万人あたりの自殺者数）は、平成２７年に急増したものの、全国よ

りも低い水準にあり、平成３０年までは長期的に減少傾向にありました。 

○令和元年以降は増加傾向にあり、増加の度合いも全国より大きくなっています。また、

令和３年の自殺死亡率は、全国、岡山県よりも高い水準にあり、今後も動向に注意する

必要があります。 

 

全全国国、、岡岡山山県県及及びび岡岡山山市市のの自自殺殺死死亡亡率率のの推推移移  

 

 
■年齢階級別の自殺者数の状況 
○２０歳未満について、令和２年は、平成２１年以降で最も多い９人となっています。 

○直近の令和３年は、４０歳代、５０歳代がそれぞれ全体の２０％程度を占めており、５

０歳代については、前年から大きく増加しています。 

 
岡岡山山市市のの年年齢齢階階級級別別自自殺殺者者数数のの推推移移  

 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

全国 25.9 24.9 24.3 22.0 21.3 19.8 18.7 17.1 16.7 16.3 15.8 16.7 16.6

岡山県 22.8 22.0 20.7 19.3 17.9 16.5 19.4 16.1 13.7 13.6 14.1 13.8 16.3

岡山市 21.0 21.8 21.5 18.9 17.8 15.2 18.8 14.4 12.6 11.6 13.3 13.4 17.2

0.0
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自
殺
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亡
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人
口
１
０
万
対
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15 16
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22 25 28

22 19

14
26

17
15 10
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24

21
33 26

24 26

15

22

18
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11

19
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11

24
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20
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100
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140

160
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者
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人
）
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80歳以上
70歳代
60歳代
50歳代
40歳代
30歳代
20歳代
20歳未満
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資料：厚生労働省「地域における⾃殺の基礎資料」及び総務省住⺠基本台帳⼈⼝より岡山市作成 

資料：厚生労働省「地域における⾃殺の基礎資料」及び総務省住⺠基本台帳⼈⼝より岡山市作成 

■年齢階級別の自殺死亡率の状況 

○令和３年は、２０歳未満と６０歳代を除くすべての年代で自殺死亡率が増加しています。 

○令和３年から過去５年間の平均をみると、２０歳代の自殺死亡率が最も高くなっていま

す。 

○岡山市と全国を比較すると、男性では、２０歳未満、２０歳代、３０歳代、６０歳代、女

性では、２０歳未満から４０歳代にかけて全国と同程度の水準にありますが、それ以外

の年代は全国よりも低い水準にあります。 

 

岡岡山山市市のの年年齢齢階階級級別別自自殺殺死死亡亡率率のの推推移移  

  

 

岡岡山山市市とと全全国国のの年年齢齢階階級級別別自自殺殺死死亡亡率率のの比比較較（（平平成成２２９９～～令令和和３３年年のの５５年年間間のの平平均均）） 
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※原因・動機を 3 つまで計上可能としているため、合計値は 100%以上になっている 
資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

※原因・動機を 3 つまで計上可能としているため、合計値は 100%以上になっている 
資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

■原因・動機別の自殺者数の状況（男女別） 

○岡山市、全国とも、男性は「健康問題」と「経済・生活問題」の割合が大きく、女性は「健

康問題」と「家庭問題」の割合が高くなっています。 

○また、岡山市、全国とも「不詳」の割合が増加しており、自殺の原因が特定できない可能

性のひとつに、独居などによる社会的孤立の増加が考えられます。 

 

岡岡山山市市のの自自殺殺者者のの原原因因・・動動機機別別構構成成割割合合のの推推移移（（男男女女別別））  

  

 

 

全全国国のの自自殺殺者者のの原原因因・・動動機機別別構構成成割割合合のの推推移移（（男男女女別別））  

  

  

18.0% 13.2% 12.1% 15.6% 14.5% 14.3% 24.1%
10.7% 16.1% 23.9%

49.2%
37.7%

27.3%
34.4%

18.4%

67.9% 41.4%

39.3% 35.5%
43.5%

21.3%

17.0%
13.6%

17.2%

18.4%

17.9%

26.2%

41.5%
45.5%

39.1%

55.3%

28.6%

37.9%
42.9%

41.9% 32.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%
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100.0%

120.0%
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160.0%

H29 H30 R1 R2 R3 H29 H30 R1 R2 R3
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割
合

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳

13.7% 13.4% 13.3% 13.1% 13.2% 17.7% 18.8% 19.2% 18.4% 19.2%

42.9% 42.6% 41.6% 40.4% 39.4%

68.1% 66.2% 65.8% 64.3% 61.9%

20.8% 21.0% 21.2% 19.9% 21.0%

5.9% 6.6% 6.8% 6.0% 6.4%

26.9% 27.4% 27.9% 30.6% 30.4% 21.7% 20.9% 21.7% 23.6% 23.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

H29 H30 R1 R2 R3 H29 H30 R1 R2 R3

男性 女性

構
成
割
合

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳
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※原因・動機を 3 つまで計上可能としているため、合計値は 100%以上になっている 
資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

資料：厚生労働省「令和３年中における自殺の状況」（付録１）より岡山市作成 

■原因・動機別の自殺者数の状況（年齢階級別） 

 ○年齢階級別にみると、年代が上がるにつれて「健康問題」の割合が増加し、６０歳代以

上では、全体の半数以上を占めています。 

 ○２０歳未満では、全体の約４分の１を「学校問題」が占めています。 

 

全全国国のの自自殺殺者者のの原原因因・・動動機機別別構構成成割割合合（（年年齢齢階階級級別別））令令和和３３年年  

 

 

 

■「健康問題」を原因・動機とする人の状況 

○全国の自殺者のうち「健康問題」を原因・動機とする人の内訳をみると、「うつ病の悩み・

影響」の割合が高く、２０歳代から５０歳代では、約半数を占めています。 

○また、「身体の病気の悩み」は６０歳代から著しく増加し、７０歳代では、全体の約半数、

８０歳以上では６０％以上を占めています。 

 

全全国国のの自自殺殺者者ののううちち「「健健康康問問題題」」をを原原因因・・動動機機ととすするる人人のの内内訳訳（（年年齢齢階階級級別別））令令和和３３年年  

 

15.7% 9.8% 16.2% 17.1% 17.3% 12.6% 15.7% 16.6%

26.5% 32.2%
35.6% 42.5% 45.7% 55.0%

62.8% 63.1%15.8%

20.2%
21.0% 23.0% 19.6%

26.3%

33.9%
28.2% 27.6% 28.3% 27.9%

28.1% 26.7% 28.0%

0.0%
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40.0%
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80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上
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成
割
合

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳

7.0% 6.2% 11.0% 13.2% 19.4%
34.1%

48.0%
61.0%

38.2%
49.8%

48.1% 49.6%
49.9%

42.6%
32.3%

16.4%

10.1%

13.1%
16.1% 14.9%

10.7%
7.0%

35.7%

27.0%
19.1% 15.7% 14.0% 9.6% 10.2%

10.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上
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合

身体の病気の悩み うつ病の悩み・影響 統合失調症の悩み・影響
ｱﾙｺｰﾙ依存症の悩み・影響 薬物乱用の悩み・影響 その他の精神疾患の悩み・影響
身体障害の悩み その他の健康問題
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資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

■職業別の自殺者数の状況 

○本市の状況を男女別にみると、男性は「被雇用・勤め人」が最も多く、女性はばらつきが

ありますが、「被雇用・勤め人」、「主婦」、「年金・雇用保険等生活者」の割合が高くなっ

ています。 

○岡山市、全国とも、近年、女性の「被雇用・勤め人」の割合が増加傾向にあります。 

 

岡岡山山市市のの職職業業別別自自殺殺者者数数のの構構成成割割合合のの推推移移（（男男女女別別））  

    

 

全全国国のの職職業業別別自自殺殺者者数数のの構構成成割割合合のの推推移移（（男男女女別別））  

  

  

11.5% 5.7% 6.1% 1.6%
10.5%

42.6%
35.8%

48.5%
39.1%

39.5%

14.3% 20.7% 14.3% 19.4%
26.1%

21.4%
17.2% 39.3%

19.4% 15.2%

18.0%
15.1%

12.1%

12.5%
11.8% 25.0%

6.9%

10.7%
12.9%

19.6%

19.7%
20.8%

24.2%
34.4% 27.6% 25.0%

44.8%
28.6%

19.4%
26.1%

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

H29 H30 R1 R2 R3 H29 H30 R1 R2 R3

男性 女性

構
成
割
合

自営業・家族従業者 被雇用・勤め人 学生・生徒等
主婦 失業者 年金・雇用保険等生活者
その他の無職者 不詳

8.6% 9.1% 8.9% 7.8% 8.1%

35.8% 36.5% 35.9% 37.1% 36.9%

17.2% 18.9% 18.8% 21.8% 21.9%

18.7% 16.7% 16.8% 16.6% 16.1%

23.2% 23.5% 22.8% 22.1% 21.8%
32.1% 32.5% 30.8% 28.3% 27.7%

22.4% 21.2% 21.8% 22.7% 22.7% 23.5% 22.7% 24.3% 23.1% 24.0%

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

H29 H30 R1 R2 R3 H29 H30 R1 R2 R3

男性 女性

構
成
割
合

自営業者・家族従業者 被雇用者・勤め人 小学生
中学生 高校生 大学生
専修学校生徒等 主婦 失業者
年金・雇用保険等生活者 その他の無職者 不詳
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資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

資料：JSCP「地域自殺実態プロファイル 2021」より岡山市作成 

大学生以外
（高校生以
下、専修学

校生）
57%

大学生
43%

全国

大学生以外
（高校生以
下、専修学

校生）
48%

大学生
52%

岡山市

 ■学生・生徒の自殺者数の状況 

○全国の推移をみると、社会全体の自殺者数が減少傾向にある中において、学生・生徒の

自殺者数は平成２８年以降増加傾向にあり、特に、高校生以下の自殺者数が増加傾向に

あります。 

○学生・生徒の自殺者数の構成割合について、岡山市と全国を比較すると、本市は全国に

比べて大学生の割合が高くなっています。 

 

全全国国のの学学生生・・生生徒徒のの自自殺殺者者数数のの推推移移  

 

 

全全国国とと岡岡山山市市のの学学生生・・生生徒徒のの自自殺殺者者数数構構成成割割合合のの比比較較（（平平成成２２８８～～令令和和２２年年のの５５年年間間のの合合計計））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

専修学校生徒等 150 129 111 107 97 104 107 99 125 124

大学生 485 469 433 379 374 356 336 390 415 434

高校生 250 214 213 241 215 238 238 279 339 314

中学生 78 98 99 102 93 108 124 112 146 148

小学生 8 8 18 6 12 11 7 8 14 11

未就学児童 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

社会全体（右軸） 27,858 27,283 25,427 24,025 21,897 21,321 20,840 20,169 21,081 21,007
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資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」（警察統計 発見日・居住地）より岡山市作成 

■自殺未遂歴の有無の状況 

○自殺者における自殺未遂歴がある人の割合は、男性に比べて女性が高くなっています。 

○女性の自殺者における自殺未遂歴がある人の割合は、平成３０年を底に増加傾向にあり

ます。 

 

岡岡山山市市のの自自殺殺者者ににおおけけるる自自殺殺未未遂遂歴歴有有無無のの推推移移（（男男女女別別））  
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未遂歴あり 未遂歴なし 不詳 未遂歴ありの割合(右軸)

1312



第 2 次岡山市自殺対策計画 
 

14 

２ 自殺に関する相談状況 

 ■自殺相談者数の推移 

○岡山市自殺対策推進センターへの自殺相談者数は、年間５０～１００人程度で推移して

おり、平成２９年度を底に増加傾向にあります。 

 

岡岡山山市市自自殺殺対対策策推推進進セセンンタターーへへのの相相談談者者数数のの推推移移  

 

 

 ■年齢階級別の相談状況 

○年齢階級別にみると、平成３０年度以降、２０歳代以下の若年層の割合が増加しており、

直近の令和３年度は、全体の半数以上が２０歳代以下からの相談となっています。 

 

相相談談者者のの年年齢齢階階級級別別構構成成割割合合のの推推移移  ※※不不明明分分除除くく  
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9.8%5.3%

18.3%

14.9% 8.3%
14.1%

9.5%
13.4% 11.0%10.5%

19.7%

10.6% 11.1%
4.7%

4.8% 4.5%
11.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

構
成
割
合

年度

90歳代以上

80歳代

70歳代

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

20歳未満

1514



第 2 章 岡山市及び全国における自殺の現状等  
 

15 

 ■相談経路別の相談状況 

○相談経路別にみると、平成３０年度以降、インターネットで岡山市自殺対策推進センタ

ーを知る割合が増加しており、令和３年度においては、すべての相談経路の中で最も割

合が高くなっています。 

 

相相談談者者数数のの相相談談経経路路別別構構成成割割合合のの推推移移  

 

 

  

22.2%

40.6%

17.6% 16.3%

11.1%
9.8%

23.3%

5.2%

7.8%

7.0%

13.3%

8.9%

8.3%

11.8%
43.5%

6.7%

6.7% 7.0%
2.9%

8.3%

6.8%

6.3%
14.5%

8.3%

12.4%

28.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

構
成
割
合

年度

不明

その他

家族

インターネット

保健所

県精神保健福祉センター

精神科

救急病院

相談カード
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３ こころの健康に関する意識調査 

 

（１）調査目的 

こころの健康（メンタルヘルス）について市民の現状を調査し、自殺予防対策を含む総

合的なこころの健康づくりを進めるにあたっての基礎資料とするため意識調査を実施。 

 

（２）調査方法 

対象者 １５～８９歳の岡山市内在住者３，０００名を無作為抽出 

調査票の配布 郵送 

回答方法 調査票へ直接記入して返送、もしくはＷＥＢで回答 

回収数 
１，３１２名 

（男性４９３名、女性７７５名、その他３名、未回答４１名） 

回収率 ４３．７％ 

回答者の平均年齢 ５３．９歳 

 

（３）調査期間 

  令和３年９月６日から令和３年１０月３１日まで 
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（４）調査結果の概要 

 ■メンタルヘルスへの関心の程度 

 ○総数では、「高い関心がある」と「やや関心がある」とを合わせた割合が約７０％とな

っています。 

○性別でみると、「高い関心がある」と「やや関心がある」とを合わせた割合は、男性よ

り女性のほうが高く、女性の方が関心があるという結果になっています。 

 ○年代別でみると、１５－１９歳では「あまり関心がない」と「ほとんど関心がない」と

を合わせた割合が２７．３％となっており、およそ４人に１人は関心が薄いという結果

になっています。 

 

メメンンタタルルヘヘルルススへへのの関関心心のの程程度度（（総総数数、、性性別別））  

 

 

メメンンタタルルヘヘルルススへへのの関関心心のの程程度度（（年年代代別別））  

 
  

20.3%

17.6%

21.8%

0.0%

47.7%

45.0%

49.9%

33.3%

15.4%

14.9%

16.1%

33.3%

11.4%

14.5%

9.3%

0.0%

5.2%

8.0%

3.0%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数(n=1293)

男性(n=489)

女性(n=766)

その他(n=3)

高い関心がある やや関心がある どちらともいえない
あまり関心がない ほとんど関心がない

13.6%

16.6%

22.4%

20.4%

40.9%

50.2%

48.7%

46.9%

18.2%

17.4%

15.0%

14.8%

16.7%

11.2%

10.3%

11.7%

10.6%

4.6%

3.6%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15-19歳(n=66)

20-39歳(n=241)

40-64歳(n=526)

65歳以上(n=426)

高い関心がある やや関心がある どちらともいえない
あまり関心がない ほとんど関心がない

1716
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※複数回答可のため、年代ごとの合計値は 100%以上になる 

※複数回答可のため、全選択肢の合計値は 100%以上になる 

■メンタルヘルスの情報源 

 ○総数では、「家族や友人、同僚からの情報」、「テレビ」、「ネットやソーシャルメディア

のニュース」が上位となっています。 

○年代別でみると、１５－６４歳では、「ネットやソーシャルメディアのニュース」の割

合が最も高くなっています。一方で、６５歳以上では、「テレビ」の割合が最も高く、

「ネットやソーシャルメディアのニュース」は上位に含まれていません。 

 

メメンンタタルルヘヘルルススのの情情報報源源（（複複数数回回答答可可））（（総総数数））  

 

 

 

メメンンタタルルヘヘルルススのの情情報報源源（（複複数数回回答答可可））（（年年代代別別））  

 

  

43.8%

40.7%
36.1%

27.4%

27.2%
18.0%

13.1%
12.8%

7.0%
6.2%

4.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

家族や友人、同僚からの情報
テレビ

ネットやソーシャルメディアのニュース
新聞

本・雑誌
特に情報は入手していない
専門家によるSNSへの発信

国・自治体・保健所などのホームページ・広報誌
専門家以外のSNSへの発信

ラジオ
その他

n=1,312

15-19歳
(n=66)

20-39歳
(n=241)

40-64歳
(n=530)

65歳以上
(n=435)

家族や友人、同僚からの情報 39.4% 42.7% 39.6% 50.6%
テレビ 30.3% 28.6% 33.4% 56.8%
ネットやソーシャルメディアのニュース 54.5% 58.1% 44.3% 12.9%
新聞 9.1% 13.7% 23.6% 43.0%
本・雑誌 15.2% 24.5% 28.1% 29.7%
特に情報は入手していない 15.2% 17.8% 18.7% 18.4%
専門家によるSNSへの発信 18.2% 21.6% 16.2% 4.6%
国・自治体・保健所などのホームページ・広報誌 13.6% 12.4% 14.0% 11.3%
専門家以外のSNSへの発信 16.7% 19.9% 5.7% 0.7%
ラジオ 0.0% 2.5% 5.5% 10.3%
その他 3.0% 1.7% 6.8% 4.1%
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■メンタルヘルスの情報源数 

 ○総数では、「２つ」の割合が最も高く、続いて「３つ」、「１つ」となっています。 

 ○性別でみると、男性の約２０％が「情報源なし」と回答しており、 女性と比べてその

割合が高くなっています。 

 

メメンンタタルルヘヘルルススのの情情報報源源数数（（総総数数、、性性別別））  

 

 

メメンンタタルルヘヘルルススのの情情報報源源数数（（年年代代別別））  

 
  

15.2%

19.3%

12.0%

33.3%

17.6%

18.7%

16.5%

66.7%

26.1%

26.6%

26.5%

24.5%

22.1%

26.5%

10.4%

8.7%

11.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数(n=1312)

男性(n=493)

女性(n=775)

その他(n=3)

0 1 2 3 4 5 6 7 8

13.6%

16.2%

16.0%

12.9%

21.2%

15.8%

16.2%

18.6%

28.8%

26.1%

28.1%

24.4%

25.8%

21.6%

23.8%

27.6%

9.1%

12.9%

9.6%

10.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15-19歳(n=66)

20-39歳(n=241)

40-64歳(n=530)

65歳以上(n=435)

0 1 2 3 4 5 6 7 8
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■参考にしている（信頼している）メンタルヘルスの情報源 

 ○総数では、「家族や友人、同僚からの情報」の割合が最も高く、続いて「ネットやソー

シャルメディアのニュース」、「テレビ」となっています。 

 ○年代別でみると、１５－１９歳及び６５歳以上では「ネットやソーシャルメディアのニ

ュース」よりも「テレビ」の割合が高くなっていますが、２０－６４歳では「テレビ」

よりも「ネットやソーシャルメディアのニュース」の割合が高く、２０－３９歳では、

全体の３０％以上を占めています。 

 

参参考考ににししてていいるる（（信信頼頼ししてていいるる））メメンンタタルルヘヘルルススのの情情報報源源（（総総数数、、性性別別））  

 

 

参参考考ににししてていいるる（（信信頼頼ししてていいるる））メメンンタタルルヘヘルルススのの情情報報源源（（年年代代別別））  

 

  

23.7%

18.8%

27.1%

13.4%

14.4%

12.2%

16.5%

20.1%

14.3%

33.3%

9.6%

9.5%

9.2%

33.3%

10.9%

9.5%

12.0%

3.0%

4.6%

1.9%

33.3%

9.9%

6.7%

12.0%

7.8%

11.3%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数(n=1147)

男性(n=432)

女性(n=683)

その他(n=3)

家族や友人、同僚からの情報 テレビ
ネットやソーシャルメディアのニュース 新聞
本・雑誌 特に情報は入手していない
専門家によるSNSへの発信 国・自治体・保健所などのホームページ・広報誌
専門家以外のSNSへの発信 ラジオ
その他

20.3%

15.7%

22.8%

30.0%

18.6%

6.7%

10.3%

19.6%

16.9%

31.4%

18.9%

5.4%

5.1%

2.7%

5.6%

18.8%

8.5%

13.0%

11.4%

9.7%

3.4%

6.7%

3.0%

13.6%

9.9%

14.6%

3.5%

6.8%

8.1%

8.2%

7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15-19歳(n=59)

20-39歳(n=223)

40-64歳(n=465)

65歳以上(n=373)

家族や友人、同僚からの情報 テレビ
ネットやソーシャルメディアのニュース 新聞
本・雑誌 特に情報は入手していない
専門家によるSNSへの発信 国・自治体・保健所などのホームページ・広報誌
専門家以外のSNSへの発信 ラジオ
その他
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■不安やストレスの解消の程度 

○総数では、「できている」と「まあできている」を合わせた割合が６０％以上を占めて

います。 

○年代別でみると、年代が低くなるにつれて、「あまりできていない」と「できていな

い」を合わせた割合が高くなっています。また、１５－１９歳では、両者を合わせた割

合が約３０％を占めています。 

 

不不安安ややスストトレレススのの解解消消のの程程度度（（総総数数、、性性別別））  

 

 

不不安安ややスストトレレススのの解解消消のの程程度度（（年年代代別別））  

 

  

14.0%

14.5%

13.6%

49.3%

48.6%

50.5%

18.4%

18.4%

17.9%

66.7%

13.7%

14.9%

13.1%

33.3%

4.6%

3.7%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数(n=1303)

男性(n=490)

女性(n=773)

その他(n=3)

できている まあできている どちらともいえない あまりできていない できていない

13.6%

13.3%

11.0%

17.8%

39.4%

43.3%

51.1%

52.9%

18.2%

19.6%

17.8%

17.8%

19.7%

20.4%

14.6%

8.3%

9.1%

3.3%

5.5%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15-19歳(n=66)

20-39歳(n=240)

40-64歳(n=528)

65歳以上(n=433)

できている まあできている どちらともいえない あまりできていない できていない
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※複数回答可のため、全選択肢の合計値は 100%以上になる 

54.7%

58.0%

52.9%

50.0%

43.6%

54.4%

62.1%

45.3%

42.0%

47.1%

100.0%

50.0%

56.4%

45.6%

37.9%

0% 50% 100%

総数(n=1266)

男性(n=476)

女性(n=753)

その他(n=3)

15-19歳(n=66)

20-39歳(n=241)

40-64歳(n=522)

65歳以上(n=404)

5点
（心理的ストレス反応相当）

平常 心理的ストレス反応相当

83.2%

84.0%

83.0%

74.2%

69.7%

85.4%

89.6%

16.8%

16.0%

17.0%

100.0%

25.8%

30.3%

14.6%

10.4%

0% 50% 100%

総数(n=1266)

男性(n=476)

女性(n=753)

その他(n=3)

15-19歳(n=66)

20-39歳(n=241)

40-64歳(n=522)

65歳以上(n=404)

10点
（気分・不安障害相当）

平常 気分・不安障害相当

91.5%

92.6%

90.7%

100.0%

81.8%

83.4%

93.3%

95.5%

8.5%

7.4%

9.3%

18.2%

16.6%

6.7%

4.5%

0% 50% 100%

総数(n=1266)

男性(n=476)

女性(n=753)

その他(n=3)

15-19歳(n=66)

20-39歳(n=241)

40-64歳(n=522)

65歳以上(n=404)

13点
（重症精神障害相当）

平常 重症精神障害相当

■悩み・ストレスの相談先 

 ○「家族」、「友人・知人」に相談すると回答した人の割合が高くなっています。 

○一方で、約１０％の人が、「相談する必要はないので誰にも相談しない」、約５％の人

が、「相談したいが誰にも相談できないでいる」と回答しています。 

 

悩悩みみ・・スストトレレススのの相相談談先先（（複複数数回回答答可可））（（総総数数））  

 

 

■Ｋ６ 

 ○総数では、約半数の人が心理的ストレス反応相当（５点）に該当しています。 

○年代別でみると、心理的ストレス反応相当（５点）及び気分・不安障害相当（１０点）

では、２０－３９歳における該当者の割合が高く、重症精神障害相当（１３点）では、

１５－１９歳における該当者の割合が高くなっています。 

 

ＫＫ６６（（カカッットトオオフフ基基準準別別））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｋ６は、うつ病・不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として、米国の Kessler らによっ

て開発された、一般住民を対象とした調査で、心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標

として広く利用されているものです。調査は６項目（５件法）で構成されており、合計点が高いほど精神的な

問題がより重い可能性があるとされています。本調査結果では、心理的ストレス反応相当とされる５点、気

分・不安障害相当とされる１０点、重症精神障害相当とされる１３点をカットオフポイントとして、それぞれ

の結果を示しています。 

  

64.6%
51.4%

12.4%
11.2%
9.1%
5.2%
4.6%
1.7%
1.7%
1.4%
1.1%
0.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

家族に相談する
友人・知人に相談する

相談する必要はないので誰にも相談しない
病院・診療所の医師に相談する

職場の上司、学校の先生に相談する
相談したいが誰にも相談できないでいる

相談したいがどこに相談したらよいかわからない
保健所、福祉事務所、精神保健福祉センター等の相談窓口

SNSやネット等で不特定の人に相談する
上記以外で相談する（職場の相談窓口など）

テレビ、ラジオ、新聞等の相談コーナーを利用する
⺠間の相談機関の相談窓口

n=1,312

2322
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※複数回答可のため、全選択肢の合計値は 100%以上になる 

■新型コロナウイルス感染拡大前後の希死念慮 

 ○総数では、新型コロナウイルス感染拡大後に初めて希死念慮を持った人は、全体の１．

６％となっています。 

○一方で、新型コロナウイルス感染拡大前は希死念慮があったが、拡大後はないと回答し

た人は、全体の８％となっています。 

 

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染拡拡大大前前後後のの希希死死念念慮慮（（総総数数、、性性別別））  

 

 

■新型コロナウイルス感染拡大後に減少・増加したコーピング方略（ストレス等の解消方

法） 

 ○減少したコーピング方略は、「人と食事に行く」、「旅行」、「人とお茶をしに行く」が上

位となっており、対人接触を避けること、行動を抑制することの推奨が反映された結果

となっています。 

○増加したコーピング方略は、「ゲームをする、動画、映画、テレビを見る」、「好きなも

のや美味しいものを食べる」、「睡眠をとる」といった対人接触がないものが上位になっ

ています。 

 

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染拡拡大大前前後後でで減減少少ししたたココーーピピンンググ方方略略（（複複数数回回答答可可））（（総総数数））  

 

    

あり なし 計 あり なし 計 あり なし 計
78人 21人 99人 21人 5人 26人 54人 15人 69人
6.0% 1.6% 7.7% 4.3% 1.0% 5.3% 7.0% 1.9% 9.0%
103人 1,092人 1,195人 39人 427人 466人 61人 640人 701人
8.0% 84.4% 92.3% 7.9% 86.8% 94.7% 7.9% 83.1% 91.0%
181人 1,113人 1,294人 60人 432人 492人 115人 655人 770人
14.0% 86.0% - 12.2% 87.8% - 14.9% 85.1% -

女性 新型コロナ拡大前に希死念慮

新型コロナ
拡大以降に
希死念慮

あり

なし

計

男性 新型コロナ拡大前に希死念慮

新型コロナ
拡大以降に
希死念慮

あり

なし

計

新型コロナ拡大前に希死念慮総数

なし

あり

計

新型コロナ
拡大以降に
希死念慮

60.0%
51.6%

42.3%
33.1%

29.6%
20.5%
20.3%

15.9%
10.4%
4.8%
4.8%
4.7%
4.7%
1.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

人と食事に行く
旅行

人とお茶をしに行く
人と飲みに行く

買い物をする（ネット以外）
人に話を聞いてもらう

運動をする
好きな物や美味しいものを食べる

お酒を飲む
ゲームをする、動画、映画、テレビを見る

我慢して時間が経つのを待つ
睡眠をとる

その他（上記以外の方法）
ネットショッピング

n=1,312
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※複数回答可のため、全選択肢の合計値は 100%以上になる 

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染拡拡大大前前後後でで増増加加ししたたココーーピピンンググ方方略略（（複複数数回回答答可可））（（総総数数））  

 
 

  

37.3%
27.8%

22.9%
17.5%
15.9%
15.2%

12.2%
11.9%

7.9%
5.4%
2.4%
2.1%
1.1%
0.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

ゲームをする、動画、映画、テレビを見る
好きな物や美味しいものを食べる

睡眠をとる
我慢して時間が経つのを待つ

人に話を聞いてもらう
ネットショッピング

運動をする
お酒を飲む

その他（上記以外の方法）
買い物をする（ネット以外）

人と食事に行く
人とお茶をしに行く

旅行
人と飲みに行く

n=1,312
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４ まとめ 

１１  自自殺殺者者のの現現状状  

■全体 

○本市の自殺者数は、平成１０年に１００人を超え、平成２２年の１５０人をピークと

して、それ以降は減少傾向にありましたが、令和元年以降は増加傾向にあり、令和３

年の自殺者数は１２２人となっています。また、令和３年の自殺死亡率（人口１０万

人あたりの自殺者数）は、全国、岡山県よりも高い水準にあります。 

■年齢階級別 

○直近の令和３年は、４０歳代、５０歳代がそれぞれ全体の２０％程度を占めており、

５０歳代については、前年から大きく増加しています。 

○直近５年間の平均の自殺死亡率は、２０歳代が最も高くなっています。 

○岡山市と全国を比較すると、男性では、２０歳未満、２０歳代、３０歳代、６０歳代、

女性では、２０歳未満から４０歳代にかけて全国と同程度の水準にありますが、それ

以外の年代は全国よりも低い水準にあります。 

■原因・動機別 

○男性は「健康問題」と「経済・生活問題」の割合が大きく、女性は「健康問題」と「家

庭問題」の割合が大きい傾向にあります。 

○全国の自殺者を年齢階級別みると、年代が上がるにつれて「健康問題」の割合が増加

しています。 

○全国の自殺者のうち「健康問題」を原因・動機とする人の内訳をみると、「うつ病の

悩み・影響」の割合が高く、２０歳代から５０歳代では、全体の約半数を占めていま

す。 

■職業別 

○男性は「被雇用・勤め人」が最も多く、女性はばらつきがありますが、「被雇用・勤

め人」、「主婦」、「年金・雇用保険等生活者」の割合が大きくなっています。 

■学生・生徒 

○全国の推移をみると、社会全体の自殺者数が減少傾向にある中において、学生・生徒

の自殺者数は平成２８年以降増加傾向にあり、特に、高校生以下の自殺者数が増加傾

向にあります。 

○岡山市と全国の構成割合を比較すると、本市は全国に比べて大学生の割合が高くな

っています。 

■自殺未遂歴の有無 

○自殺者における自殺未遂歴がある人の割合は、男性に比べ女性が高く、女性の自殺者

における自殺未遂歴がある人の割合は、平成３０年を底に増加傾向にあります。 

２２  自自殺殺にに関関すするる相相談談状状況況  

■全体 

○岡山市自殺対策推進センターへの自殺相談者数は、年間５０～１００人程度で推移

しており、平成２９年を底に増加傾向にあります。 

■年齢階級別 

○平成３０年度以降、２０歳代以下の若年層の割合が増加しており、直近の令和３年度

は、全体の半数以上が２０歳代以下からの相談となっています。 
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■相談経路別 

○平成３０年度以降、インターネットで岡山市自殺対策推進センターを知る割合が増

加しており、令和３年度においては、すべての相談経路の中で最も割合が高くなって

います。 

３３  こここころろのの健健康康にに関関すするる意意識識調調査査  

■メンタルヘルスへの関心の程度 

○総数では、「高い関心がある」と「やや関心がある」とを合わせた割合が約７０％と

なっています。 

○年代別でみると、１５－１９歳では「あまり関心がない」と「ほとんど関心がない」

とを合わせた割合が２７．３％となっており、およそ４人に１人は関心が薄いという

結果になっています。 

■メンタルヘルスの情報源 

○総数では、「家族や友人、同僚からの情報」、「テレビ」、「ネットやソーシャルメディ

アのニュース」が上位となっています。 

○年代別でみると、１５－６４歳では、「ネットやソーシャルメディアのニュース」の

割合が最も高くなっています。一方で、６５歳以上では、「テレビ」の割合が最も高

く、「ネットやソーシャルメディアのニュース」は上位に含まれていません。 

■不安やストレスの解消の程度 

○総数では、「できている」と「まあできている」を合わせた割合が６０％以上を占め

ています。 

○年代別でみると、年代が低くなるにつれて、「あまりできていない」と「できていな

い」を合わせた割合が高くなっています。また、１５－１９歳では、両者を合わせた

割合が約３０％を占めています。 

■悩み・ストレスの相談先 

○「家族」、「友人・知人」に相談すると回答した人が多くなっています。 

○一方で、約１０％の人が、「相談する必要はないので誰にも相談しない」、約５％の人

が、「相談したいが誰にも相談できないでいる」と回答しています。 

■Ｋ６ 

○総数では、約半数の人が心理的ストレス反応相当（５点）に該当しています。 

○年代別でみると、心理的ストレス反応相当（５点）及び気分・不安障害相当（１０点）

では、２０－３９歳における該当者の割合が高く、重症精神障害相当（１３点）では、

１５－１９歳における該当者の割合が高くなっています。 

■新型コロナ感染拡大前後の希死念慮 

○総数では、新型コロナ感染拡大後に初めて希死念慮を持った人は、全体の１．６％と

なっています。一方で、新型コロナ感染拡大前は希死念慮があったが、拡大後はない

と回答した人は、全体の８％となっています。 

■新型コロナ感染拡大後に減少・増加したコーピング方略（ストレス等の解消方法） 

○「人と食事に行く」、「旅行」、「人とお茶をしに行く」とった、対人接触があるものが

減少しており、「ゲームをする、動画、映画、テレビを見る」、「好きなものや美味し

いものを食べる」、「睡眠をとる」といった対人接触がないものが増加しています。 
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第３章 第１次計画の目標及び取組の評価 
１ 計画の目標 

第１次計画では計画の目標を、「過去３年間の自殺死亡率（人口１０万対）の平均値から

１５％以上の減少を目指す」として、自殺対策に取り組んできました。 

年年  HH3300  RR11  RR22  RR33  

自殺死亡率 11.6 13.3 13.4 17.2 

過去３年間(H26-28)の自殺死亡率の平

均値 16.1 からの増減割合 
△28.0％ △17.4％ △16.8％ 6.8％ 

達成状況 ○ ○ ○ × 

○計画期間のうち、平成３０年から令和２年については目標を達成できましたが、令和

３年は自殺死亡率が大幅に増加しており、目標を達成できていません。 

○自殺に至る要因は様々であり、自殺死亡率増加の要因を明確に特定することは困難で

すが、新型コロナウイルス感染拡大以降は、感染が長期化する中で、経済活動の抑制に

よる雇用環境の悪化や収入の減少、人との接触機会の減少による社会全体のつながり

の希薄化、孤独・孤立等の問題が顕在化しており、これらの要因が複雑に影響している

ものと考えられます。 

○依然として、自殺の原因・動機で最も割合の高い「健康問題」の中で「うつ病の悩み・

影響」が大部分を占めていること、また、令和３年度に実施したこころの健康に関する

意識調査では、Ｋ６について、約半数の人が心理的ストレス反応相当（５点）に該当し

ているという結果であったことなどを踏まえると、自殺リスクの高い人に個別の働き

かけをするハイリスクアプローチはもちろん、自殺の原因となり得る様々なストレス

要因への対策を行い、メンタルヘルスの保持・増進により一層努めていく必要があり

ます。 

 

２ 重点対策に係る主な取組 

第１次計画に掲げた３つの重点対策の評価及び重点対策に係る主な取組の進捗状況は下

記のとおりです。 

 

重点対策１ 関係機関のネットワークの整備 

○第１次計画策定以降は、岡山市自殺対策連絡協議会において、各構成団体の取組内容

の紹介だけでなく、第１次計画に掲げる重点対策関連事業の取組状況と本市の自殺の

実態・傾向を踏まえて、重点対策における課題・方向性について協議・検討を重ねてき

ました。こうした協議の場を継続して設けることで、各構成団体が自殺対策の現状を

より深く理解し、本市を含めた各構成団体の取組をより効果的に実施することにつな

がっています。 
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取取組組  概概要要  進進捗捗  取取組組実実績績（（HH3300--RR33))  評評価価  

岡山市自殺

対策協議会

の開催 

自殺対策に関わる行

政機関、民間団体等

で構成された協議会

を開催し、自殺対策

に関する情報交換を

実施 

順調 

・計画に掲げる重点対策

関連事業の取組状況と

本市の自殺の実態・傾向

から、重点対策における

今後の課題・方向性につ

いて協議。 

・計画推進に向けた課

題・方向性、具体策に

ついて引き続き協議

していく。 

 

  重点対策２ 世代の特徴に応じた施策の実施 

○若年層に係る取組については概ね順調に進捗していますが、こころの病気に関する授

業について、実施校がない状態が続いています。ＳＯＳの出し方に関する教育は、全国

的に実施することが望ましいとされる基本施策でもあり、こころの病気に関する授業

の実施に向けて引き続き取り組んでいく必要があります。 

○全国的に学生・生徒の自殺者数が増加傾向にあること、また、本市は全国に比べて特に

大学生の構成割合が高いことから、大学と連携しつつ、メンタルヘルス対策や自殺予

防対策に取り組んでいく必要があります。 

○中高年層について、職域におけるアルコール依存症予防教室への参加者数が順調に増

加するなど、今後も商工会議所や職域団体との連携を通じて、職場におけるメンタル

ヘルス対策や相談窓口の周知啓発をより一層進めていく必要があります。また、小規

模事業所におけるメンタルヘルス対策の状況等について労働局や産業保健総合支援セ

ンターと情報共有を図っていく必要があります。 

○高齢者の日常生活や介護の不安等の身近な相談窓口である地域包括支援センターの周

知が進んだことから、相談件数が増加しています。高齢者層は、自殺者全体に占める割

合が３０％程度であるのに比べて、自殺相談者全体に占める割合は１５％程度と低く、

引き続き、こうした関係機関と情報共有しつつ、リスクのある対象者を支援につなげ

ていく必要があります。 

若若年年層層  

取取組組  概概要要  進進捗捗  取取組組実実績績（（HH3300--RR33))  評評価価  

スクールカ

ウンセラー

による相談

支援 

学校へスクールカウ

ンセラーを配置し

て、専門的な相談支

援を実施し、子ども

や保護者の抱えてい

る課題の早期発見を

図るとともに、教職

員への助言や研修を

実施 

概 ね

順調 

・小学校 36 校（中学校区

に 1 校），中学校 37 校、

高等学校１校の計 74 校

に配置 

相談件数 

H30 年度 12,363 件 

R1 年度 12,793 件 

R2 年度 12,808 件 

R3 年度 12,045 件 

・学校の教職員とスク

ールカウンセラーの

連携が進み、児童生

徒や保護者への支援

を効果的に行うこと

ができた。 
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不登校の予

防と不登校

児への支援 

学校へ不登校児童生

徒支援員を配置し、

不登校の兆候が見ら

れる子どもに対し

て、付き添い登校や

別室登校等の支援を

行うことで、不登校

の防止や改善を図る 

概 ね

順調 

・小学校 63 校、中学校 36

校の計 99 校に配置 

・不登校児童生徒支援

員の効果として、別

室登校している児童

生徒や教室に入りづ

らい児童生徒への支

援が計画的にでき

た。 

いじめ問題

に特化した

相談・支援 

いじめ専門相談員を

配置し、いじめ対応

に関する学校への助

言や緊急的・継続的

相談支援を実施する

とともに、いじめ相

談ダイヤルによる電

話相談を実施 

概 ね

順調 

いじめ専門相談対応件数 

H30 年度 203 件 

R1 年度 217 件 

R2 年度 165 件 

R3 年度 203 件 

研修会等の参加回数 

H30 年度 44 回 

R1 年度 56 回 

R2 年度 24 回 

R3 年度 32 回 

・各校で開催されるケ

ース会に相談員を派

遣することで、専門

的な視点から助言を

することができた。

また、相談内容を情

報共有することで早

期の解決に向けて取

り組めた。 

様々な専門

家による学

校支援 

学校に対して、弁護

士や精神科医等の専

門相談員による助言

や、必要に応じて専

門家を学校へ緊急派

遣することにより、

学校問題解決への支

援を実施 

概 ね

順調 

学校問題相談窓口による

対応ケース数 

H30 134 件 

R1 106 件 

R2 60 件 

R3 85 件 

専門家の派遣 

H30 5 件（延 30 回） 

R1 5 件（延 13 回） 

R2 3 件（延 4 回） 

R3 7 件（延 43 回） 

・いじめの重大事態や

子どもの命にかかわ

るケース、裁判が想

定されるケースに対

して、専門家を学校

に派遣して支援する

ことができた。 

問題行動等

の防止に向

けた取組 

問題行動等対策委員

会において問題行動

やいじめ、不登校等

の実態や、防止のた

めの施策等について

審議。また、いじめの

重大事態が発生した

場合の調査を実施 

概 ね

順調 

問題行動等対策委員会定

例会 

H30 年度 3 回開催 

R1 年度 2 回開催 

R2 年度 3 回開催 

R3 年度 3 回開催 

・暴力行為、いじめ、不

登校等に係る諸課題

について、専門家の

視点からの意見を得

ながら協議を行い、

未然防止のための取

組に生かすことがで

きた。 
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こころの病

気に関する

授業の実施 

中学生にこころの病

気について学んでも

らい自分自身が精神

的不調を感じたとき

に早期に相談できる

ようになることを目

的に授業を実施 

遅れ 

・市内での実施校がない

状態が続いており、学校

での実施が難しいため、

中学校・高校の教員を対

象に事業内容を知って

もらうための研修を実

施。 

・学校現場への介入が

できない状態が続い

ており、まずは教員

を対象に事業内容を

知ってもらうための

アプローチをする必

要がある。 

妊産婦への

相談・支援 

健康上の課題（産後

うつ等）のある本人・

家族などに対する相

談・支援を実施 

概 ね

順調 

・妊娠届出の妊婦に対し

て専門職による面接を

実施。うち精神疾患で治

療・経過観察中の妊婦に

対し電話等で支援を実

施。 

・産婦健診で、ＥＰＤＳ高

値など産後うつが疑わ

れる産婦や、医療機関か

ら連絡のあったハイリ

スク妊産婦に対し、訪問

等で相談支援を実施。 

・支援が必要な妊産婦

について、医療機関

からのハイリスク妊

産婦連絡票を活用す

ることで早期の支援

につながっている。 

自殺予防に

対する正し

い知識の普

及 

大学と共同し、若い

世代の自殺予防につ

いて普及啓発を実施 

や や

遅れ 

・市内の大学の大学祭で

学生と一緒にブースを

設け、自殺予防について

の資料の掲示や配布を

実施。 

・大学生に対する自殺対

策について課題を整理

するため、市内の大学に

対してヒアリングを実

施し、大学の置かれてい

る現状を把握。 

・新型コロナ感染拡大

以降は、大学祭を中

止している大学も多

く、実施ができなか

った。 

・対策のひとつとして、

大学生に対してもゲ

ートキーパー研修を

実施できるよう、事

業を見直す必要があ

る。 
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中中高高年年層層  

取取組組  概概要要  進進捗捗  取取組組実実績績（（HH3300--RR33))  評評価価  

職域におけ

るアルコー

ル依存症予

防教室の実

施 

習慣的な多量飲酒が

自殺の危険性を高め

ることから、働き盛

り世代に対し適正飲

酒に関する健康講座

を実施 

概 ね

順調 

H30 年度 

4 事業場 

計 144 人参加 

R1 年度 

10 事業場 

計 626 人参加 

R2 年度 

3 事業場 

計 51 人参加 

R3 年度 

3 事業場 

計 543 人参加 

・在宅勤務者向けのオ

ンラインでの実施に

より参加延べ人数の

増加につながった。 

過労死等防

止に向けた

啓発 

過労死等防止啓発月

間（11 月）を中心に、

事業主・労働者が取

り組むべきことや、

シンポジウム等の関

連イベント情報、労

働条件や健康管理に

関する相談窓口や情

報サイトの紹介等を

実施 

概 ね

順調 

・広報紙「市民のひろばお

かやま」に、事業主が取

り組むべきこと、シンポ

ジウム等関連イベント

情報、相談窓口や情報サ

イトを紹介する記事を

掲載。 

・関連イベントのチラシ

を配布、ポスターを掲

示。 

・過労死等を防止する

ことの重要性につい

て自覚を促し、これ

に対する関心と理解

を深めることにつな

がった。 

    高高齢齢者者層層  

取取組組  概概要要  進進捗捗  取取組組実実績績（（HH3300--RR33))  評評価価  

ボランティ

アによる地

域活動 

愛育委員、栄養委員、

民生委員等による地

域における声かけ等

を実施 

概 ね

順調 

愛育委員定例会等での研

修会 19 回（172 人） 

愛育訪問（343,463 人） 

栄養教室での研修会 7 回

（122 人） 

※R3 年度実績 

・こころの健康づくり

に関する研修やゲー

トキーパー研修等を

開催し、知識の普及

を図ることができ

た。 

・様々な機会を捉えて

訪問することで、近

隣とのつながりを大

切にする意識の醸成

に寄与した。 
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高齢者やそ

の家族への

相談・支援 

日常生活に不安のあ

る高齢者や家庭で高

齢者を介護している

家族の人などの相談

に応じる 

順調 

地域包括支援センターに

よる相談（延件数） 

 H30 年度 55,940 件 

 R1 年度 95,553 件 

 R2 年度 96,941 件 

 R3 年度 108,422 件 

・広報媒体等もうまく

活用し、地域包括支

援センターが高齢者

の身近な相談窓口で

あることを周知でき

た。 

・電話、来所、訪問で相

談の受付を行い、適

切な支援につない

だ。 

    全全世世代代  

取取組組  概概要要  進進捗捗  取取組組実実績績（（HH3300--RR33))  評評価価  

ゲートキー

パーの養成

研修 

自殺はすべての人に

おこりうる問題であ

ることを理解すると

ともに、自殺の現状

や背景及び自殺予防

の取組みについて学

ぶ研修会等を実施 

概 ね

順調 

H30 年度 

15 回開催、1,515 人受講 

R1 年度 

30 回開催、2,309 名受講 

R2 年度 

21 回開催、2,723 名受講 

R3 年度 

17 回開催、2,799 名受講 

・研修受講済者の数は

順調に増加している

が、若年層の自殺者

数が増加しているた

め、若者に対しても

ゲートキーパー研修

を実施できるよう、

事業を見直す必要が

ある。 

専門相談の

実施 

精神科医による「こ

ころの健康相談」を

実施 

概 ね

順調 

H30 年度 

開催 28 回 

相談件数 54 件 

R1 年度 

開催 25 回 

相談件数 49 件 

R2 年度 

開催 26 回 

相談件数 43 件 

R3 年度 

開催 25 回 

相談件数 49 件 

・精神科への受診に至

る前の専門的な相談

先としてのニーズが

あり、毎年の相談者

数は概ね同数であっ

た。 
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配偶者暴力

等への相談・

支援 

男女共同参画相談支

援センターにおい

て、配偶者からの暴

力や夫婦・家族関係

の悩みなどの相談に

応じる 

順調 

H30 年度 2,153 件（55人） 

R1 年度 2,258 件（55 人） 

R2 年度 2,488 件（54 人） 

R3 年度 2,334 件（46 人） 

※括弧内の人数は相談者

のうち、弁護士や心理カ

ウンセラー、精神科医等

の専門相談員による助

言や支援を行った者の

数 

・新型コロナ感染拡大

の影響を受け、来館

での相談は減少傾向

にあるが、電話対応

を含めた相談件数は

横ばい状態。特別相

談については計画期

間において回数を増

やし、必要な支援に

つないだ。 

生活困窮者

への相談・支

援 

「岡山市寄り添いサ

ポートセンター」を

設置し、経済的な問

題などで生活困窮状

態にある方の相談支

援を実施 

順調 

H30 年度 

新規相談 1,264 件 

支援プラン作成 586 件 

R1 年度 

新規相談 1,231 件 

支援プラン作成 707 件 

R2 年度 

新規相談 5,044 件 

支援プラン作成 957 件 

R3 年度 

新規相談 3,676 件 

支援プラン作成1,131 件 

・新型コロナ感染拡大

の影響を受け、生活

困窮者が大幅に増加

した結果、岡山市寄

り添いサポートセン

ターの新規相談数や

プラン作成数も増加

した。 

・就労支援を行った数

および就労・増収し

た者の数はいずれも

増加した。 

ひきこもり

支援 

「ひきこもり地域支

援センター」におい

てひきこもり状態に

ある本人・家族等に

対する相談・支援を

実施 

順調 

相談実績 

H30 年度 

238 人（延 3,759 件） 

R1 年度 

232 人（延 3,374 件） 

R2 年度 

192 人（延 2,529 件） 

R3 年度 

168 人（延 2,428 件） 

・計画期間において、電

話だけではなく、訪

問・面接等の直接支

援の充実に努めた。 

暮らしとこ

ころの相談

会の開催 

一回の相談で包括的

な相談が可能となる

よう、様々な分野の

専門相談員が一同に

会する「暮らしとこ

ころの相談会」を岡

山弁護士会と共催で

開催 

概 ね

順調 

開催実績 

H30年度 2回（相談17件） 

R1 年度 2 回（相談 35 件） 

R2 年度 1 回（相談 5 件） 

R3 年度 2 回（相談 14 件） 

・開催回数は少ないも

のの、必要性は高い

ため、今後も継続し

て実施していく必要

がある。 
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重点対策３ 自殺未遂者等ハイリスク者対策の充実 

○自殺行為に至る前はうつ状態であることが多く、自殺の原因・動機の「健康問題」の中

でも「うつ病の悩み・影響」は大部分を占めていることから、今後も、うつ病集団認知

行動療法プログラムの実施等により、うつ対策を進めていく必要があります。 

○自殺対策に関わる人材の育成について、かかりつけ医を対象としたこころの健康対応

力向上研修や、関係機関職員を対象とした支援者向け研修を引き続き実施し、受講済

者を増やしていく必要があります。 

○救急病院を精神科医療機関が２４時間３６５日支援する体制を整備することで、自殺

未遂者を含む精神疾患を有する患者を救急病院から精神科医療機関につなぐことが出

来ており、ハイリスク者対策に寄与しています。一方で、救急病院へ搬送された自殺未

遂者を支援につなげるための巡回訪問が、新型コロナウイルス感染拡大の影響で難し

くなっていますが、今後も連携が途絶えないよう医療機関に配慮した取組が必要です。 
取取組組  概概要要  進進捗捗  取取組組実実績績（（HH3300--RR33))  評評価価  

うつ病集団

認知行動療

法プログラ

ムの実施 

うつ病治療で通院中

の方を対象に集団認

知行動療法プログラ

ムを行い、考え方の

くせを振り返ること

などを通して、うつ

病の改善及び再発予

防の一助となること

を目指す 

概 ね

順調 

H30 年度 

2 クール、計 8 人参加 

R1 年度 

2 クール、計 5 人参加 

R2 年度 

1 クール、計 4 人参加 

R3 年度 

1 クール、計 4 人参加 

・参加者数は少ないも

のの、満足度は高く、

抑うつ症状の軽減等

の効果も確認できて

いるため、継続して

実施していく必要が

ある。 

休日・夜間の

精神科医療

の確保 

休日・夜間における

精神科医療ニーズへ

の対応を、岡山県精

神科救急情報センタ

ーで実施 

概 ね

順調 

・県下の精神科救急医療

情報や急患の発生状況

を収集し、緊急な対応を

要する精神障害者等に

対する相談及び指導を

行うとともに、必要に応

じて情報の提供や利用

者と医療機関との連絡

調整を行った。 

相談者数 

H30 年度 5,072 人 

R1 年度 4,987 人 

R2 年度 4,843 人 

R3 年度 3,985 人 

・相談件数は減少傾向

にあるが、会話目的

の相談割合が毎年 8

割程度ある。相談に

乗ってもらいたいと

いう気持ちを受け止

め、必要に応じて利

用者と医療機関との

連絡調整を行ってお

り、自殺対策に寄与

している。 
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身体・精神合

併症救急連

携事業 

身体疾患と精神疾患

を有する患者が救急

搬送等された身体科

救急病院からの相談

に、精神科病院が 24

時間 365 日オンコー

ルと往診により対応

することで、精神科

と身体科医療機関の

連携を図る 

概 ね

順調 

・電話による協議のみ 99

人、外来受診（入院せず）

144 人、入院 231 人 

・身体・精神合併症救急連

携病院における既往（精

神疾患）患者救急搬送人

員 2,866 人 

※上記実績は H30～R3 年

度合計 

・身体疾患と精神疾患

を有する救急患者に

対し、身体科救急病

院を精神科医療機関

が支援する体制を整

備することで、自殺

企図患者を含む精神

疾患を有する患者を

身体科救急病院から

精神科医療機関につ

なぐことが出来てお

り、自殺対策に寄与

している。 

専門相談の

実施 

思春期、依存症（アル

コール、ギャンブル、

薬物等）、自死遺族に

関する専門相談を実

施 

概 ね

順調 

相談実人数 

H30 年度 

45 人（延 214 件） 

R1 年度 

64 人（延 311 件） 

R2 年度 

63 人（延 282 件） 

R3 年度 

46 人（延 300 件） 

・近年、実相談者数が減

少傾向にあるため、

今後、相談窓口の周

知・啓発の強化を図

っていく必要があ

る。 

救急病院へ

の巡回訪問

による連携 

救急病院へ巡回訪問

を行い、自殺未遂者

の搬送状況等につい

て情報交換を実施。 

また、自殺未遂者に

対し、救急病院から

自殺対策推進センタ

ーを紹介していただ

き、支援につなげる 

遅れ 

救急搬送された自殺未遂

者で自殺対策推進センタ

ーの支援につながった者 

H30 年度 2 名 

R1 年度 1 名 

R2 年度 0 名 

R3 年度 0 名 

・コロナ禍のため、令和

3 年度は巡回訪問の

実施が難しく、一部

の病院へ資材補充の

み実施した。今後も

連携が途絶えないよ

う、医療機関の負担

に配慮した取組が必

要である。 

自殺未遂者

への支援 

自殺未遂者及び家族

等に対する相談・支

援を実施 

概 ね

順調 

相談件数（延） 

H30 年度 727 件 

R1 年度 1,567 件 

R2 年度 914 件 

R3 年度 964 件 

・相談件数は増加傾向

にあり、今後も相談

窓口の広報活動を継

続していく。 
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かかりつけ

医のこころ

の健康対応

力の向上 

こころの病は、身体

症状が現れることも

多く、かかりつけの

医師を受診すること

も多いことから、か

かりつけの医師のこ

ころの病対応力の向

上を目的とした研修

会を開催 

概 ね

順調 

受講者数 

H30 年度 44 名 

R1 年度 44 名 

R2 年度 新型コロナ感

染拡大のため

中止 

R3 年度  42 名 

受講済医師数 

155 名(R3.12 末現在) 

・計画期間前と比べる

と受講者数は微増傾

向にあり、今後も継

続して実施し、受講

済者数を増やしてい

く。 

自殺予防の

ための支援

者向け研修 

教育、医療、保健、福

祉、司法、消防、警察

等、自殺未遂者など

の自殺ハイリスク者

と出会う可能性のあ

る関係機関職員を対

象とした専門研修を

実施。 

概 ね

順調 

H30 年度 

支援者及び一般向けの

講演会を 1 回実施（131

人参加） 

R1、R2 年度 

新型コロナ感染拡大の

ため中止 

R3 年度 

支援者向け研修会を 3

回実施（182 人参加） 

・新型コロナ感染拡大

の影響を受け、令和

元年度及び 2 年度は

研修を実施できなか

ったが、実施した年

はテーマに関心の高

い機関の参加が得ら

れている。 
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第 4 章 自殺対策の基本方針 
１ 基本方針 

国の自殺対策大綱には、自殺対策の基本方針が示されています。本市では、国の基本方針

を踏まえて、以下の３つを自殺対策の基本方針として位置付けた上で自殺対策を推進してい

きます。 

 

（１）生きることの包括的な支援として推進 

個人においても地域においても、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等の

「生きることの促進要因」より、失業や多重債務、生活苦等の「生きることの阻害要因」が

上回ったときに自殺リスクが高まります。 

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの

促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で推進

する必要があり、生きることの包括的な支援として自殺対策を推進していきます。 

 

（２）関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開 

自殺の背景には、病気の悩み等の健康問題、経済・生活問題、介護等の問題、ひきこもり

の問題、人間関係の問題、地域・職場の在り方の変化など多様な要因があり、その人の性格

傾向、家族の状況、死生観なども複雑に関係しています。 

自殺を防ぐためには、精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的

な取組が重要であり、生活困窮、児童虐待、性暴力被害、ひきこもり、孤独・孤立、依存症、

性的マイノリティ等、自殺の要因となり得る分野における取組を展開している関係機関や

関係部署の人々が自殺対策の一翼を担っているという意識を共有することで連携を強化し、

「生きる支援」に向けて取り組んでいきます。 

また、制度の狭間にある人、複合的な課題を抱え自ら相談に行くことが困難な人などを

地域において早期に発見し、確実に支援につなげるため、重層的支援体制整備事業の実施

など、地域共生社会の実現に向けた取組との連携を図っていきます。 

 

（３）対応の段階に応じた効果的な対策の実施 

自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前対応」、現に起こりつつある自殺発生の

危険に介入する「危機対応」、そして、自殺や自殺未遂が生じてしまった場合等における「事

後対応」のそれぞれの段階において施策を講じていきます。 

加えて、「自殺の事前対応の更に前段階での取組」として、命や暮らしの危機に直面した

とき、誰にどうやって助けを求めればよいかの具体的かつ実践的な方法を学ぶ、いわゆる

「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進していきます。 
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２ 計画の目標 

第１次計画では、「過去３年間の自殺死亡率（人口１０万対）の平均値から１５％以上の減

少を目指す」として自殺対策に取り組んできました。 

第３章で示したとおり、計画期間のうち、平成３０年から令和２年については目標を達成

できましたが、直近の令和３年は自殺死亡率が大幅に増加しており、目標を達成できていま

せん。 

増加の要因を明確に特定することは困難ですが、新型コロナウイルスの感染が長期化する

中で、経済活動の抑制による雇用環境の悪化や収入の減少、人との接触機会の減少による社

会全体のつながりの希薄化、孤独・孤立等の問題が顕在化しており、これらが近年の自殺死

亡率増加の要因のひとつになっていると考えられます。 

一方で、平成３０年までは自殺死亡率は長期的に減少傾向にあり、平成３０年から令和２

年については基準値から１５％以上の減少を達成できていること、また、平成３０年は過去

最も低い１１．６となっていることから、今後も自殺死亡率を減少させ、１１．６以下を目

指していくことは不可能ではないと考えます。 

このため、第２次計画では、引き続き自殺対策を総合的に推進していくことで、過去５年

間（平成２９年から令和３年）の平均自殺死亡率１３．６に対して、計画期間（令和５年から

令和９年）の平均自殺死亡率を１５％以上減少させ１１．５以下にすることを目指します。 

 

目目標標  基基準準値値  目目標標値値  

過去５年間の平均自殺死亡率に対

して、計画期間の平均自殺死亡率を

１５％以上減少させる 

１３．６ 

（H29-R3 平均） 

１１．５以下 

（R5-R9 平均） 
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第 5 章 自殺対策推進のための基本施策 
基本理念である「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指すため、３つの

基本方針のもと、第２章に示す本市の自殺の現状等や、第３章に示す第１次計画の評価と課

題を踏まえ、基本施策を推進していきます。 

 

施施策策体体系系図図  

 

 

１ 基本施策 

 （１）自殺対策の推進に資する調査研究等の推進 

自殺対策を効果的に進めるには、自殺に至る原因、背景、経過等について多角的に実

態を把握し、自殺予防のための取組につなげる必要があります。このため、国等の動向

を踏まえ、自殺等に関する実態把握、分析に努め、施策に活かすとともに、広く市民に

自殺対策推進に関する情報を提供します。 

取取  組組  担担当当課課  連連携携課課//団団体体  概概      要要  

自殺等に関

する情報収

集・提供 

こころの健康センター   

自殺に関する情報収集などを行

い、実態の把握及び分析を実施。

また、専用ホームページを通じて

自殺に関する統計等の情報を提

供。 

健康づくり課   
ホームページなどを通じて、自殺

に関する統計等を提供。 

基本理念
「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現

基本方針
(1) 生きることの包括的な支援として推進
(2) 関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開
(3) 対応の段階に応じた効果的な対策の実施

重点対策１
子ども・若者への対策の充実

重点対策２
メンタルヘルス対策の充実

重点対策３
自殺未遂者等ハイリスク者対策の充実

基本施策
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自殺等に関

する情報収

集・提供 

教育委員会   

問題行動等対策委員会において

問題行動等やいじめ、不登校等の

実態や、防止等のための施策等を

審議。 

また、いじめの重大事態が発生し

た場合の調査を実施。 

 
（２）市民一人ひとりの気づきと見守りの促進 

現代の社会・経済状況の中で個人を取り巻く環境も多様化・複雑化し、ストレスを感

じる機会も多くなっています。そのような中で、複数の問題を抱え、自殺を考えるほど

精神的に追い込まれるということは「誰にでも起こり得る危機」です。 

このため、危機に陥った場合には、誰かに援助を求めることが適当であるということ

や、自分の周りにいるかもしれない自殺を考えている人への気づきや声かけ、専門家

へのつなぎなど、市民一人ひとりの気づきと見守りが促進されるよう、普及啓発を行

います。 

取取  組組  担担当当課課  連連携携課課//団団体体  概概      要要  

専用ホーム

ページでの

情報発信 

こころの健康センター  

相談窓口、自殺関連事業、メンタ

ルヘルス等に関する情報を専用ホ

ームページで発信。 

人権研修へ

の講師派遣 
人権推進課  

ハラスメント（セクハラ、パワハラ等）

の防止、LGBTQ に関する啓発等、

事業者や職員向けに人権研修へ

の講師の派遣を実施。 

こ こ ろ の 健

康に関する

普及啓発活

動 

健康づくり課 

こころの健康センター 

中央図書館 

岡山県、弁護士

会、薬剤師会、

愛育委員会、司

法書士会、いの

ちの電話、断酒

会 

自殺予防週間（９月）・自殺対策強

化月間（３月）における自殺予防キ

ャンペーンや、アルコール関連問

題啓発週間（１１月）において、ここ

ろの健康問題について普及啓発活

動を実施。 

こ こ ろ の 病

気に関する

授業の実施 

こころの健康センター 教育委員会 

中学生にこころの病気について学

んでもらい自分自身が精神的不調

を感じたときに早期に相談できるよ

うになることを目的に授業を実施。 
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ボランティア

に よ る 地 域

活動 

健康づくり課 
愛育委員、栄養

委員、民生委員 

愛育委員、栄養委員、民生委員等

による地域における声かけ等を実

施。 

いのちを育

む授業の実

施 

健康づくり課 教育委員会 

中学生が乳児と接することで命の

大切さを学ぶことを目的に、中学校

や地域の母子、愛育委員等の協力

を得て授業を実施。 

ゲ ー ト キ ー

パーの養成

研修 

健康づくり課 

介護保険課、愛

育委員会、大学

等 

自殺はすべての人におこりうる問題

であることを理解するとともに、自殺

の現状や背景及び自殺予防の取

組みについて学ぶ研修会等を実

施。 

共に成長し

合 う 学 級 集

団づくりの推

進 

教育委員会  

学級適応感等を測る検査を活用し

ながら子どもの理解を深め、よりよ

い人間関係づくりを行うことで、孤

立感の軽減や問題行動等の未然

防止を図る。 

 

（３）自殺対策に係る人材の確保・養成及び資質の向上 

自殺に至るまでに、人はいろいろなサインを出します。自殺の危険性が高い人の早期

発見、早期対応を図るため、自殺対策の専門家として直接的に自殺対策に関わる人材

の確保、養成、資質の向上を図ります。 

また、自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門家

につなぎ、見守る、ゲートキーパーの役割を担う人材を養成します。 

取取  組組  担担当当課課  連連携携課課//団団体体  概概      要要  

か か り つ け

医のこころの

健康対応力

の向上 

保健管理課 医師会 

こころの病は、身体症状が現れるこ

とも多く、かかりつけの医師を受診

することも多いことから、かかりつけ

の医師のこころの病対応力の向上

を目的とした研修会を開催。 

こ こ ろ の 病

気に関する

授業の実施 

〔再掲〕 

こころの健康センター 教育委員会 

中学生にこころの病気について学

んでもらい自分自身が精神的不調

を感じたときに早期に相談できるよ

うになることを目的に授業を実施す

るなかで、教員の対応力の向上も

図る。 
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自殺予防の

ための支援

者向け研修

会 

こころの健康センター  

教育、医療、保健、福祉、司法、消

防、警察等、自殺未遂者などの自

殺ハイリスク者と出会う可能性のあ

る関係機関職員を対象とした専門

研修を実施。 

ゲ ー ト キ ー

パーの養成

研修 

〔再掲〕 

健康づくり課 

介護保険課、愛

育委員会、大学

等 

自殺はすべての人におこりうる問

題であることを理解するとともに、自

殺の現状や背景及び自殺予防の

取組みについて学ぶ研修会等を

実施。 

 
（４）こころの健康を支援する環境の整備とこころの健康づくりの推進 

うつ病やアルコール依存症などのこころの病気やストレスは、自殺に直結する大き

な要因となる場合があります。このため、「健康市民おかやま２１（第２次）」に沿った

健康づくり施策に取り組み、自殺の原因となる様々なストレス要因等への対策により、

こころの健康の保持・増進に努めていきます。 

また、こころの病気だけでなく、長時間労働やハラスメント、いじめや不登校、性的

マイノリティなど、様々な悩みを抱えた人が躊躇なく相談できるよう、職場、地域、学

校における相談体制の整備を進めます。 

取取  組組  担担当当課課  連連携携課課//団団体体  概概      要要  

職域におけ

る ア ル コ ー

ル依存症予

防教室の実

施 

こころの健康センター   

習慣的な多量飲酒が自殺の危険

性を高めることから、働き盛り世代

に対し適正飲酒に関する健康講座

を実施。 

こころの病気

に関する 授

業の実施 

〔再掲〕 

こころの健康センター 教育委員会 

中学生にこころの病気について学

んでもらい自分自身が精神的不調

を感じたときに早期に相談できるよ

うになることを目的に授業を実施。 

う つ 病 集 団

認知行動療

法プログラム

の実施 

こころの健康センター  

うつ病治療で通院中の方を対象に

集団認知行動療法プログラムを行

い、考え方のくせを振り返ることな

どを通して、うつ病の改善及び再

発予防の一助となることを目指す。 
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こころの健康

に関する各

種相談窓口

の周知 

こころの健康センター 

健康づくり課 
  

様々な悩みを気軽に相談できるよ

う、相談窓口の周知に努める。 

こころの健康

に関する普

及啓発活動 

〔再掲〕 

健康づくり課 

こころの健康センター 

中央図書館 

岡山県、弁護士

会、薬剤師会、

愛育委員会、司

法書士会、いの

ちの電話、断酒

会 

自殺予防週間（９月）・自殺対策強

化月間（３月）における自殺予防キ

ャンペーンや、アルコール関連問

題啓発週間（１１月）において、ここ

ろの健康問題について普及啓発

活動を実施。 

地域におけ

る健康教育 
健康づくり課   

地域住民に対して、ストレスへの対

処方法や睡眠の重要性など、ここ

ろの健康教育を実施。 

地域におけ

る普及啓発

の実施 

健康づくり課 

愛育委員会、健

康市民おかやま

２１推進メンバー 

地域のイベントでストレスへの対処

法やこころの病気に関するパンフ

レットなどを配布。 

健康出前講

座の実施 
健康づくり課  

市内在勤・在学の企業・団体に対

して、「生活習慣病」、「栄養・食生

活」、「身体活動・運動」、「休養・こ

ころの健康づくり」等に関する出前

講座を実施。 

産後ケア事

業 
健康づくり課  

家族等から十分な家事、育児の援

助が受けられない産後１年未満の

母親と乳児に対して、医療機関等

への宿泊・日帰りによる、心身のケ

アや育児サポート等のきめ細かい

支援を実施。 

母 と 子 の グ

ル ー プ ミ ー

ティング 

健康づくり課  

育児不安や育児困難感を抱える

母親たちが同じ悩みを持つ母親と

話し合い、自らの課題に気づくこと

で、育児不安の解消や虐待の未然

防止につなげる。 
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過労死等防

止に向けた

啓発 

産業振興・雇用推進

課 
厚生労働省 

過労死等防止啓発月間（１１月）を

中心に、事業主・労働者が取り組

むべきことや、シンポジウム等の関

連イベント情報、労働条件や健康

管理に関する相談窓口や情報サイ

トの紹介等を実施。 

スクールカウ

ンセラーによ

る相談支援 

教育委員会   

学校へスクールカウンセラーを配

置して、専門的な相談支援を実施

し、子どもや保護者の抱えている

課題の早期発見を図るとともに、教

職員への助言や研修を実施。 

不登校の予

防 と 不 登 校

児への支援 

教育委員会   

学校へ不登校児童生徒支援員を

配置し、不登校の兆候が見られる

子どもに対して、付き添い登校や

別室登校等の支援を行うことで、不

登校の防止や改善を図る。 

い じ め 問 題

に 特 化 し た

相談・支援 

教育委員会   

いじめ専門相談員を配置し、いじ

め対応に関する学校への助言や

緊急的・継続的相談支援を実施す

るとともに、いじめ相談ダイヤルに

よる電話相談を実施。 

様々な専門

家 に よ る 学

校支援 

教育委員会   

学校に対して、弁護士や精神科医

等の専門相談員による助言や、必

要に応じて専門家を学校へ緊急派

遣することにより、学校問題解決へ

の支援を実施。 

教 育 相 談

室 、 児 童 生

徒支援教室

に お け る 相

談・支援 

教育委員会   

市内在住の児童生徒、保護者、教

職員等を対象に、教育相談や訪問

相談を実施するとともに、不登校児

童生徒やその傾向のある児童生徒

に体験活動や学習支援等の自立

に向けた指導・支援を実施。 
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（５）適切な精神保健医療福祉サービスを受けられる体制整備 

自殺者は、自殺行為に至る前にうつ状態であることが多く、また、うつ状態になった

時に、精神科を受診する人よりもかかりつけの内科等を受診する人が多いと言われて

います。 

自殺の危険性の高い人の早期発見に努め、必要に応じて確実に精神科医療につない

でいくため、内科医等かかりつけ医の、うつ病やアルコール依存症などの精神疾患に

対する対応力の向上を図るとともに、内科等の身体科と精神科が適切に連携できる体

制を整備します。 

また、必ずしも精神科医療につなぐだけで対応が完結するわけではなく、精神科医療

につながった後も、その人が抱える悩みの背景にある、経済・生活問題、福祉の問題、

家族の問題など様々な問題に対して包括的に対応していきます。 

取取  組組  担担当当課課  連連携携課課//団団体体  概概      要要  

休 日 ・ 夜 間

の精神科医

療の確保 

医療政策推進課 岡山県 

休日・夜間における精神科医療ニ

ーズへの対応を、岡山県精神科救

急情報センターで実施。 

身 体 ・ 精 神

合併症救急

連携事業 

医療政策推進課   

身体疾患と精神疾患を有する患者

が救急搬送等された身体科救急

病院からの相談に、精神科病院が

２４時間３６５日オンコールと往診に

より対応することで、精神科と身体

科医療機関の連携を図る。 

か か り つ け

医のこころの

健康対応力

の向上 

〔再掲〕 

保健管理課 医師会 

こころの病は、身体症状が現れるこ

とも多く、かかりつけの医師を受診

することも多いことから、かかりつけ

の医師のこころの病対応力の向上

を目的とした研修会を開催。 

一般医療機

関・アルコー

ル専門病院

ネットワーク

化事業 

こころの健康センター  

アルコール依存症が疑われる方を

より早期に専門治療につなぐことが

できるよう、内科医等と支援者のネ

ットワーク構築を目指す。 

専門相談の

実施  
こころの健康センター  

思春期、依存症（アルコール、ギャ

ンブル、薬物等）、自死遺族に関す

る専門相談を実施。 
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専門相談の

実施  
健康づくり課  

精神科医による「こころの健康相

談」を実施。 

精神科医療

機関情報の

提供 

健康づくり課  
こころの健康マップに精神科医療

機関を掲載。 

 
（６）社会全体の自殺リスクを低下させる 

自殺対策は、社会における「生きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進

要因」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で実施する必

要があります。自殺の背景には様々な要因があり、問題を抱えた人が、適切な相談機関

で十分な社会的支援を受けられるよう、各分野の相談・支援体制の充実や関係機関と

の連携を図るとともに、市民に相談窓口や支援内容を知ってもらうため、一層の周知

を図ります。 

また、８０５０問題やヤングケアラーなどの複雑化・複合化した問題に対して、より

多くの相談機関の関わりが必要な場合は、総合相談支援体制の枠組みの中で様々な機

関が連携して対応します。 

取取  組組  担担当当課課  連連携携課課//団団体体  概概      要要  

犯罪被害者

へ の 相 談 ・

支援 

生活安全課 
岡山県、岡山県

警、検察庁 

「岡山市犯罪被害者等総合相談窓

口」を設置し、犯罪被害者やその

家族の視点に立ち、一日も早く平

穏な生活に戻ることができるよう、

関係機関と協力し適切な支援を実

施。 

多 重 債 務 ・

借金問題等

へ の 相 談 ・

支援 

生活安全課 

消費生活センター 

財 務 省 中 国 財

務局、岡山県 

多重債務・借金問題等について適

切な相談支援を実施。 

配偶者暴力

等 へ の 相

談・支援 

女性が輝くまちづくり

推進課 

男女共同参画相談支

援センター 

 

男女共同参画相談支援センターに

おいて、配偶者・パートナー・交際

相手からの暴力や夫婦・家族関係

の悩みなどの相談に応じる。 

生活困窮者

へ の 相 談 ・

支援 

生活保護・自立支援

課 

社 会 福 祉 協 議

会 

「岡山市寄り添いサポートセンタ

ー」を設置し、経済的な問題などで

生活困窮状態にある方の相談支

援を実施。 
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高齢者やそ

の家族への

相談・支援 

地域包括ケア推進課 
地 域 包 括 支 援

センター 

日常生活に不安のある高齢者や

家庭で高齢者を介護している家族

の人などの相談に応じる。 

地域の支え

合い活動へ

の支援 

地域包括ケア推進課 
社 会 福 祉 協 議

会 

支え合い推進員を配置し、地域で

の見守り、困りごと支援、居場所づ

くりなど地域住民等の自主的な取り

組みによる支え合い活動の支援を

実施。 

弁護士派遣

事業 
こころの健康センター 岡山弁護士会 

経済問題や離婚問題等について、

無料で弁護士に相談ができる「弁

護士派遣事業」を実施。 

暮らしとここ

ろの相談会

の開催 

こころの健康センター 岡山弁護士会 

一回の相談で包括的な相談が可

能となるよう、様々な分野の専門相

談員が一同に会する「暮らしとここ

ろの相談会」を岡山弁護士会と共

催で開催。 

ひきこもり者

へ の 相 談 ・

支援 

こころの健康センター   

「ひきこもり地域支援センター」にお

いてひきこもり状態にある本人・家

族等に対する相談・支援を実施。 

妊産婦への

相談・支援 
健康づくり課  

妊娠届出があった妊婦のうち、精

神疾患で治療・経過観察中の妊婦

に対する電話相談を実施。 

また、産婦健診のＥＰＤＳ値が高値

で産後うつが疑がわれる産婦や、

医療機関から連絡のあるハイリスク

妊産婦に対する訪問相談を実施。 

い じ め 問 題

に 特 化 し た

相談・支援 

〔再掲〕 

教育委員会   

いじめ専門相談員を配置し、いじ

め対応に関する学校への助言や

緊急的・継続的相談支援を実施す

るとともに、いじめ相談ダイヤルに

よる電話相談を実施。 

教 育 相 談

室 、 児 童 生

徒支援教室

に お け る 相

談・支援 

教育委員会   

教育相談室や児童生徒支援教室

において、市内在住の児童生徒、

保護者、教職員等を対象に、教育

相談や訪問相談を実施。 
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問題行動等

の防止に向

けた取組 

教育委員会   

問題行動等対策委員会において

問題行動等やいじめ、不登校等の

実態や、防止等のための施策等を

審議。 

また、いじめの重大事態が発生し

た場合の調査を実施。 

 
（７）自殺未遂者の再度の自殺企図防止 

本市の自殺者のうち、男性の約２０％、女性の約４０％は自殺未遂歴があり、女性に

ついてはその割合が増加傾向にあります。 

これまでの先行研究から、自殺企図歴は「自殺の重大な危険因子」であると考えられ

ていますが、自殺未遂者が搬送されることの多い救急医療では自殺未遂者への心理的

ケアまでは十分に対応ができないため、救急病院との顔の見える関係づくりを進める

ことで、専門の相談支援機関につなげていきます。 

また、自殺未遂者は、自殺企図を繰り返す傾向があり、長期的な支援が必要なことか

ら、再度の自殺企図を防ぐために、家族等の身近な支援者に対する支援も含め、継続的

に支援していきます。 

取取  組組  担担当当課課  連連携携課課//団団体体  概概      要要  

救急病院へ

の巡回訪問

による連携 

こころの健康センター   

救急病院へ巡回訪問を行い、自殺

未遂者の搬送状況等について情

報交換を実施。 

また、自殺未遂者に対し、救急病

院から自殺対策推進センターを紹

介していただき、支援につなげる。 

自殺未遂者

への支援 
こころの健康センター   

自殺未遂者及び家族等に対する

相談・支援を実施。 

自殺予防の

ための支援

者向け研修 

〔再掲〕 

こころの健康センター  

教育、医療、保健、福祉、司法、消

防、救急、警察等、自殺未遂者な

どの自殺ハイリスク者と出会う可能

性のある関係機関職員を対象とし

た専門研修を実施。 

様々な専門

家 に よ る 学

校支援 

〔再掲〕 

教育委員会   

学校に対して、弁護士や精神科医

等の専門相談員による助言や、必

要に応じて専門家を学校へ緊急派

遣することにより、学校問題解決へ

の支援を実施。 
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（８）遺された人への支援 

自殺者の遺族（自死遺族）は、家族が亡くなったことに対して自責の念を抱きやす

く、悲嘆反応からの回復が円滑に進まず、うつ病などの精神疾患を患う可能性があり

ます。 

また、経済的に追い込まれたり、近隣の理解がなく偏見にさらされる等、社会的にも

厳しい状況におかれることがあり、遺族の後追い自殺の危険性も指摘されています。 

このため、自死遺族のこころのケアや問題解決に向けた支援の充実を図るとともに、

当事者同士の交流への支援や、市民の自死遺族への理解や支援を促進します。 

取取  組組  担担当当課課  連連携携課課//団団体体  概概      要要  

自死遺族の

支援に関す

る普及啓発 

こころの健康センター   

自死遺族への支援に関し、ゲート

キーパー研修での紹介や、警察、

病院、葬儀会社などの関係機関を

通じた普及啓発を実施。 

自死遺族の

相談窓口 
こころの健康センター   

自死遺族の方を対象とした専門相

談を実施し、遺族の支援を実施。 

自死遺族わ

か ち あ い の

会の開催 

こころの健康センター   

自死遺族の方がお互いに自身の

体験や思いを自由に語ることがで

きる場を提供。 

様々な専門

家 に よ る 学

校支援 

〔再掲〕 

教育委員会   

学校に対して、弁護士や精神科医

等の専門相談員による助言や、必

要に応じて専門家を学校へ緊急派

遣することにより、学校問題解決へ

の支援を実施。 

 
（９）民間団体との連携の強化 

自殺に至る原因は様々であり、社会全体で自殺対策を効果的に進めていくためには、

民間団体の活動が不可欠であり、行政と民間団体との連携、民間団体同士での連携を

強化していきます。 

取取  組組  担担当当課課  連連携携課課//団団体体  概概      要要  

岡山市自殺

対策協議会

の開催 

保健管理課   

自殺対策に関わる行政機関、民間

団体等で構成された協議会を開催

し、自殺対策に関する情報交換を

実施。 
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街 頭 キ ャ ン

ペーンの実

施 

健康づくり課 

岡山県、弁護士

会、薬剤師会、

愛育委員会、司

法書士会、いの

ちの電話、こころ

の健康センター 

関係機関・団体と連携し、自殺予

防週間（９月）や自殺対策強化月

間（３月）における自殺予防街頭キ

ャンペーンを実施。 

ゲ ー ト キ ー

パーの養成

研修 

〔再掲〕 

健康づくり課 

介護保険課、愛

育委員会、大学

等 

自殺はすべての人に起こりうる問

題であることを理解するとともに、自

殺の現状や背景及び自殺予防の

取組みについて学ぶ研修会等を

実施。 

暮らしとここ

ろの相談会

の開催 

〔再掲〕 

こころの健康センター 岡山弁護士会 

一回の相談で包括的な相談が可

能となるよう、様々な分野の専門相

談員が一同に会する「暮らしとここ

ろの相談会」を岡山弁護士会と共

催で開催。 
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２ 成果指標 

 計画の目標として掲げている自殺死亡率は、その時々の経済情勢や雇用環境などの影響も

大きく受けることから、各施策とより直接的な関係にあるものを成果指標として設定し、取

組の効果を定量的に測ることで、計画を着実に推進していきます。 

指指標標  
基基準準値値  

（（年年度度））  

目目標標値値  

（（年年度度））  
関関連連施施策策  

専用ホームページ閲

覧数 

1,410PV 

（R3） 

15,000PV／年 

（R5～R9 平均） 

（１）自殺対策の推進に資す

る調査研究等の推進 

（２）市民一人ひとりの気づき

と見守りの促進 

ゲートキーパー養成

者数 

9,630 人 

（H30～R3 累計） 

青壮年期以降 

12,500 人 

(R5～R9 累計) 

若年層 

2,500 人 

(R5～R9 累計) 

（２）市民一人ひとりの気づき

と見守りの促進 

（３）自殺対策に係る人材の

確保・養成及び資質の

向上 

こころの病気に関する

授業の実施回数 

教職員向け研修 

0 回 

（R3） 

こころの病気に関

する授業 

0 回 

（R3） 

教職員向け研修  

1 回／年 

（R5～R9 平均） 

こころの病気に関

する授業 

計 画 期 間 中 に 実

施 

 

（２）市民一人ひとりの気づき

と見守りの促進 

（３）自殺対策に係る人材の

確保・養成及び資質の

向上 

（４）こころの健康を支援する

環境の整備とこころの

健康づくりの推進 

悩みやストレスを相談

したいが誰にも相談で

きないでいる、どこに

相談したらよいかわか

らない人の割合 

相談したいが誰に

も相談できないで

いる 

5.2％ 

（R3） 

どこに相談したらよ

いかわからない 

4.6％ 

（R3） 

相談したいが誰に

も相談できないで

いる 

4.5％ 

（R9） 

どこに相談したらよ

いかわからない 

3.5％ 

（R9） 

（２）市民一人ひとりの気づき

と見守りの促進 

（４）こころの健康を支援する

環境の整備とこころの

健康づくりの推進 

学級適応感を測る検

査（ASSESS）が、学級

集団作りに効果があっ

たと考える学校の割合 

94％ 

（R3） 

100％ 

（R9） 

（２）市民一人ひとりの気づき

と見守りの促進 
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かかりつけ医こころの

健康対応力向上研修

受講済者数 

155 人 

（R3） 

200 人 

（R9） 

（３）自殺対策に係る人材の

確保・養成及び資質の

向上 

（５）適切な精神保健医療福

祉サービスを受けられ

る体制整備 

自殺予防のための支

援者向け研修会受講

者数 

42 人 

（R3） 

50 人／年 

（R5～R9 平均） 

（３）自殺対策に係る人材の

確保・養成及び資質の

向上 

（７）自殺未遂者の再度の自

殺企図防止 

K６の値が心理的スト

レス反応相当（５点）に

該当する人の割合 

45.3％ 

（R3） 

40％ 

（R9） 

（４）こころの健康を支援する

環境の整備とこころの

健康づくりの推進 

K６の値が気分・不安

障害相当（１０点）に該

当する人の割合 

16.8％ 

（R3） 

15％ 

（R9） 

（４）こころの健康を支援する

環境の整備とこころの

健康づくりの推進 

職域におけるアルコー

ル依存症予防教室の

実施事業場数及び延

受講者数 

プログラム A 

 2.75 事業場／年 

 94 人／年 

プログラム B 

 2.25 事業場／年 

 241 人／年 

フォローアップ 

0 事業場 

0 人 

（H30～R3 平均） 

プログラムＡ 

 3 事業場／年 

 110 人／年 

プログラム B 

 3 事業場／年 

 290 人／年 

フォローアップ 

 1 事業場 

30 人／年 

（R5～R9 平均） 

（４）こころの健康を支援する

環境の整備とこころの

健康づくりの推進 

うつ病集団認知行動

療法プログラムの受講

者数 

5 人／年 

（H30～R3 平均） 

10 人／年 

（R5～R9 平均） 

（４）こころの健康を支援する

環境の整備とこころの

健康づくりの推進 

地域における健康教

育受講者数 

2,455 人 

（H30～R3 累計） 

3,500 人 

（R5～R9 累計） 

（４）こころの健康を支援する

環境の整備とこころの

健康づくりの推進 

スクールカウンセラー

相談件数 

約 12,500 件／年 

（H30～R3 平均） 

13,000 件／年 

（R5～R9 平均） 

（４）こころの健康を支援する

環境の整備とこころの

健康づくりの推進 
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自殺対策推進センタ

ーへの相談件数 

80 件／年 

（H30～R3 平均） 

1１0 件／年 

（R5～R9 平均） 

（６）社会全体の自殺リスクを

低下させる 

自殺未遂者相談支援

対応件数 

27.5 件／年 

（H30～R3 平均） 

30 件／年 

（R5～R9 平均） 

（７）自殺未遂者の再度の自

殺企図防止 
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第６章 重点対策 
重点対策は、本市や全国の自殺者の状況、第１次計画の取組状況等から特徴的な課題を

抽出し、より効果的な自殺防止につなげていくため、それらの課題に対して特に重点的に

取り組んでいくものです。 

第２次計画では、下記の３つを重点対策として取組を充実していきます。 

 

１ 子ども・若者への対策の充実 

■特徴・課題 

○全国では、社会全体の自殺者数が減少傾向にある中において、学生・生徒の自殺者数は

増加傾向にあり、特に中学生と高校生の自殺者数が増加しています。また、岡山市と全

国を比較すると、本市は全国に比べて大学生の構成割合が高い状況にあります。 

○岡山市自殺対策推進センターへの相談者数について、２０歳代以下の若年層の割合が

増加しており、直近の令和３年度は、半数以上が２０歳代以下からの相談となってい

ます。また、相談経路別では、インターネット経由の割合が増加しており、令和３年度

は、相談経路の中で最も割合が高くなっています。 

○こころの健康に関する意識調査結果におけるＫ６の値について、年代別でみると、心

理的ストレス反応相当（５点）、気分・不安障害相当（１０点）、重度精神障害相当（１

３点）のいずれにおいても１５－３９歳における該当者の割合が他の年代より高くな

っています。 

■対策 

○小中学校における、いじめ問題に特化した相談・支援、不登校の予防や不登校児への支

援、問題行動等の未然防止に向けた取組等を継続するとともに、自殺の事前対応の更

に前段階での取組として、「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進します。 

○市内の大学と、メンタルヘルスや自殺予防に関する対策に係る相互の情報交換、最新

の取組についての学習等を行い、各大学における効果的な対策の実施や、学生に対す

る適切な相談・支援につなげていきます。また、ゲートキーパー養成研修の対象者を大

学生にも拡充し、学生がお互いのこころの不調や悩みに気づき合える環境づくりを進

めます。 

○若年層の潜在的な相談・支援ニーズに応えるため、ＳＮＳ等を活用したインターネッ

トでの相談・支援体制を整備するとともに、専用ホームページを活用した相談窓口の

周知やメンタルヘルスに関する知識の啓発など、若者が情報を入手しやすい環境を整

備します。 

 

２ メンタルヘルス対策の充実 

  ■特徴・課題 

○自殺の原因・動機では「健康問題」の割合が高く、全国の自殺者のうち「健康問題」を

原因・動機とする人の内訳では、「うつ病の悩み・影響」の割合が最も高く、２０歳代

から５０歳代においては約半数を占めています。 
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○新型コロナウイルス感染拡大の影響により「人と食事に行く」、「旅行」、「人とお茶をし

に行く」といった対人接触があるコーピング方略が減少するなど、コロナ禍において、

人との接触機会の減少による社会全体のつながりの希薄化、孤独・孤立等の問題がよ

り顕在化しています。 

○こころの健康に関する意識調査結果におけるＫ６の値について、約半数の人が心理的

ストレス反応相当（５点）に該当しています。また、不安やストレスの解消の程度は、

年代が低くなるにつれて「あまりできていない」、「できていない」と回答した人の割合

が高くなっています。 

■対策 

○専用ホームページで気軽に自身のこころの健康状態をチェックできるツールを提供す

るなど、メンタルヘルスの保持・増進に資する情報を全世代の市民がキャッチできる

よう広く発信していきます。また、こころに不調がある人が気軽に相談できるよう、こ

ころの健康相談をはじめとした各種相談窓口の周知啓発を図ります。 

○働き盛り層へのメンタルヘルス対策を推進するため、これまで実施してきた職域にお

けるアルコール依存症予防教室や健康出前講座等に加えて、相談窓口のより一層の周

知啓発など、様々な対策を経済団体や職域団体等と連携して進めていきます。 

○かかりつけ医を対象としたこころの健康対応力向上研修や、ゲートキーパー養成研修

等を継続して実施し、周囲の人のこころの不調や悩みに気づき、支援ができる人が身

近にいる環境づくりを進めていきます。 

 

３ 自殺未遂者等ハイリスク者対策の充実 

  ■特徴・課題 

 ○本市の自殺者のうち、男性の約２０％、女性の約４０％は自殺未遂歴があり、女性に

ついてはその割合が増加傾向にあります。 
  ○自殺行為に至る前はうつ状態であることが多く、自殺の原因・動機の「健康問題」の

中でも「うつ病の悩み・影響」は大部分を占めています。 
○救急病院へ搬送された自殺未遂者を支援につなげるための巡回訪問について、２４時

間対応での訪問ができないことや、各病院における新型コロナウイルス感染防止策の

影響等から、巡回訪問が難しくなっています。 
  ■対策 

○うつ病集団認知行動療法プログラム等を通じて、うつ病の改善、再発予防に取り組み

ます。また、自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐため、長期的に個別支援を行うなど、

自殺ハイリスク者への支援を充実していきます。 

○かかりつけ医を対象としたこころの健康対応力向上研修や、関係機関の職員を対象と

した支援者向け研修を継続して実施し、支援に携わる人材の確保・育成を図ります。 

○自殺未遂者を含む精神疾患を有する患者を救急病院から精神科医療機関につなぐため

の体制（２４時間３６５日オンコールと往診対応）を引き続き維持するとともに、救急

病院へ搬送された自殺未遂者を支援につなげるための巡回訪問を、新型コロナウイル

スの感染状況を踏まえつつ実施し、連携を維持していきます。 
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第 7 章 計画の推進 
１ 推進体制 

自殺対策を推進するためには、行政、各関係機関・団体などが協働し、あらゆる立場から

取組を進める必要があります。関係機関が協働していくためには、顔の見える関係づくりが

重要であり、これまで「岡山市自殺対策連絡協議会」を中心に築いてきた顔の見える関係を

今後も活かしつつ様々な取組を進めます。 

また、「岡山市自殺対策推進センター」は、自殺対策推進の中心的機関であり、相談支援及

びケースマネジメント、人材育成等の自殺対策の企画立案及び総合的な推進、自殺及び自殺

対策等の実態把握などの役割を担います。 

さらに、複雑化・複合化した問題を抱える人に対して、より多くの相談機関の関わりが必

要な場合は、総合相談支援体制の枠組みの中で様々な機関が連携して対応します。 

  

岡山市自殺対策連絡協議会

市⺠⼀⼈ひとり

司法関係
地 域 医 療

高齢者支援機関

警 察

岡山市自殺対策推進センター ⺠間団体
教育機関

企業・労働関
係機関

子どもの支援
機関

岡山市 マスメディア

保健所・保健センター 保健管理課

庁内関係課

国

いのち支える自殺
対策推進センター

岡山県

連携

こころの健康センター

⺠⽣委員会
愛育委員会
町 内 会
Ｐ Ｔ Ａ

精神科病院
診 療 所
総合病院
救急病院
医 師 会
薬剤師会

地域包括支援
センター

居宅介護支援
事業所

いのちの電話協会
社会福祉協議会
岡山県理容⽣活
衛⽣同業組合

労 働 局
産業保健総合
支援センター

地域産業保健
推進センター

商 工 会 議 所
ハローワーク

小・中・高等学校
大 学

教 育 委 員 会
・教育相談室

弁護士会
司法書士会

相談支援及びケースマネジメント、
⼈材育成等の自殺対策の企画立案
及び総合的な推進、自殺及び自殺
対策等の実態把握

市⺠等への相談支援、自殺
対策の普及啓発

自殺企図者等、ハイリスク
者対策の実施

国・県・庁内関係課及び関係
機関・団体との連携・調整

⽣活安全課、⼈権推進課、女性が輝くまちづくり推進課、医療政策推進課、⽣活保護・自立支援課
地域包括ケア推進課、高齢者福祉課、福祉事務所、地域子育て支援課、こども福祉課、
こども総合相談所、発達障害者支援センター、産業振興・雇用推進課、教育委員会
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２ 進行管理 

計画の実効性を担保し、効果的な対策を実施していくため、「計画」（Plan）→「実行」（Do）

→「評価」（Check）→「見直し」（Action）を繰り返す「ＰＤＣＡサイクル」の考え方に基づ

き、毎年、計画に掲げる取組の進捗状況や成果指標の達成状況等を点検・評価し、適切に進

行管理を行います。 

また、取組の進捗状況や成果指標の達成状況等について、「岡山市自殺対策連絡協議会」で

情報共有し、協議会委員の意見等も踏まえた上で、必要に応じて事業の見直しや重点化を図

っていきます。 

 

 

  

Plan
(計画)

・自殺対策計画の策定
・毎年度の事業・取組の
 実施方針の決定

Do
(実行)

・事業・取組の実施

Action
(見直し・改善)

・事業・取組の見直し・改善
・次年度予算への反映

Check
(評価)

・事業・取組の評価
・成果指標の達成状況
・自殺の実態等の把握・分析
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自殺対策基本法（平成１８年法律第８５号） 
（最終改正：平成２８年法律第１１号） 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、近年、我が国において自殺によ

る死亡者数が高い水準で推移している状況にあり、

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目

指して、これに対処していくことが重要な課題とな

っていることに鑑み、自殺対策に関し、基本理念を

定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにす

るとともに、自殺対策の基本となる事項を定めるこ

と等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の

防止を図り、あわせて自殺者の親族等の支援の充実

を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮ら

すことのできる社会の実現に寄与することを目的と

する。 

（基本理念） 

第２条 自殺対策は、生きることの包括的な支援とし

て、全ての人がかけがえのない個人として尊重され

るとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望

を持って暮らすことができるよう、その妨げとなる

諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ

促進するための環境の整備充実が幅広くかつ適切に

図られることを旨として、実施されなければならな

い。 

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉え

られるべきものではなく、その背景に様々な社会的

な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実

施されなければならない。 

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背

景を有するものであることを踏まえ、単に精神保健

的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施さ

れるようにしなければならない。 

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機へ

の対応及び自殺が発生した後又は自殺が未遂に終わ

った後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策と

して実施されなければならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その

他の関連施策との有機的な連携が図られ、総合的に

実施されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国は、前条の基本理念（次項において「基本

理念」という。）にのっとり、自殺対策を総合的に策

定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策

について、国と協力しつつ、当該地域の状況に応じ

た施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に

果たされるように必要な助言その他の援助を行うも

のとする。 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自

殺対策に協力するとともに、その雇用する労働者の

心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

（国民の責務） 

第５条 国民は、生きることの包括的な支援としての

自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるよう

努めるものとする。 

（国民の理解の増進） 

第６条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動

等を通じて、自殺対策に関する国民の理解を深める

よう必要な措置を講ずるものとする。 

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間） 

第７条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理

解と関心を深めるとともに、自殺対策の総合的な推

進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月

間を設ける。 

２ 自殺予防週間は９月１０日から９月１６日までと

し、自殺対策強化月間は３月とする。 

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、

啓発活動を広く展開するものとし、それにふさわし

い事業を実施するよう努めるものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間におい

ては、自殺対策を集中的に展開するものとし、関係

機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、

相談事業その他それにふさわしい事業を実施するよ

う努めるものとする。 

（関係者の連携協力） 

第８条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校

（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に

規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼

稚部を除く。第１７条第１項及び第３項において同

じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間の団体その他

の関係者は、自殺対策の総合的かつ効果的な推進の

ため、相互に連携を図りながら協力するものとする。 

（名誉及び生活の平穏への配慮） 

第９条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自

殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活

の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵

害することのないようにしなければならない。 

（法制上の措置等） 

第１０条 政府は、この法律の目的を達成するため、

必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じ

なければならない。 

（年次報告） 

第１１条 政府は、毎年、国会に、我が国における自

殺の概況及び講じた自殺対策に関する報告書を提出

しなければならない。 

 

第２章 自殺総合対策大綱及び都道府県 

自殺対策計画等 

（自殺総合対策大綱） 

第１２条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針

として、基本的かつ総合的な自殺対策の大綱（次条

及び第２３条第２項第１号において「自殺総合対策

大綱」という。）を定めなければならない。 

（都道府県自殺対策計画等） 

第１３条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の

実情を勘案して、当該都道府県の区域内における自

殺対策についての計画（次項及び次条において「都

道府県自殺対策計画」という。）を定めるものとする。 
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２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対

策計画並びに地域の実情を勘案して、当該市町村の

区域内における自殺対策についての計画（次条にお

いて「市町村自殺対策計画」という。）を定めるもの

とする。 

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第１４条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自

殺対策計画に基づいて当該地域の状況に応じた自殺

対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な

取組等を実施する都道府県又は市町村に対し、当該

事業等の実施に要する経費に充てるため、推進され

る自殺対策の内容その他の事項を勘案して、厚生労

働省令で定めるところにより、予算の範囲内で、交

付金を交付することができる。 

 

第３章 基本的施策 

（調査研究等の推進及び体制の整備） 

第１５条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的

かつ効果的な実施に資するため、自殺の実態、自殺

の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状

況に応じた自殺対策の在り方、自殺対策の実施の状

況等又は心の健康の保持増進についての調査研究及

び検証並びにその成果の活用を推進するとともに、

自殺対策について、先進的な取組に関する情報その

他の情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ

円滑な実施に資するための体制の整備を行うものと

する。 

（人材の確保等） 

第１６条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、

関係団体等との連携協力を図りながら、自殺対策に

係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策

を講ずるものとする。 

（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等） 

第１７条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域

等における国民の心の健康の保持に係る教育及び啓

発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教

職員等に対する国民の心の健康の保持に関する研修

の機会の確保等必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高

等専門学校に係るものを講ずるに当たっては、大学

及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなけ

ればならない。 

３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護

者、地域住民その他の関係者との連携を図りつつ、

当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がか

けがえのない個人として共に尊重し合いながら生き

ていくことについての意識の涵(かん)養等に資する

教育又は啓発、困難な事態、強い心理的負担を受け

た場合等における対処の仕方を身に付ける等のため

の教育又は啓発その他当該学校に在籍する児童、生

徒等の心の健康の保持に係る教育又は啓発を行うよ

う努めるものとする。 

（医療提供体制の整備） 

第１８条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に

支障を生じていることにより自殺のおそれがある者

に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、

精神疾患を有する者が精神保健に関して学識経験を

有する医師（以下この条において「精神科医」とい

う。）の診療を受けやすい環境の整備、良質かつ適切

な精神医療が提供される体制の整備、身体の傷害又

は疾病についての診療の初期の段階における当該診

療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、救

急医療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、

精神科医とその地域において自殺対策に係る活動を

行うその他の心理、保健福祉等に関する専門家、民

間の団体等の関係者との円滑な連携の確保等必要な

施策を講ずるものとする。 

（自殺発生回避のための体制の整備等） 

第１９条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性

が高い者を早期に発見し、相談その他の自殺の発生

を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び

充実に必要な施策を講ずるものとする。 

（自殺未遂者等の支援） 

第２０条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び

自殺を図ることのないよう、自殺未遂者等への適切

な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

（自殺者の親族等の支援） 

第２１条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂

が自殺者又は自殺未遂者の親族等に及ぼす深刻な心

理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な

支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

（民間団体の活動の支援） 

第２２条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う

自殺の防止、自殺者の親族等の支援等に関する活動

を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要

な施策を講ずるものとする。 

 

第４章 自殺総合対策会議等 

（設置及び所掌事務） 

第２３条 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総

合対策会議（以下「会議」という。）を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 自殺総合対策大綱の案を作成すること。 

(2) 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調 

整をすること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、自殺対策に関する 

重要事項について審議し、及び自殺対策の実施を 

推進すること。 

（会議の組織等） 

第２４条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。 

３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、

厚生労働大臣の申出により、内閣総理大臣が指定す

る者をもって充てる。 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労

働大臣が任命する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員

を助ける。 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営

に関し必要な事項は、政令で定める。 

（必要な組織の整備） 

第２５条 前２条に定めるもののほか、政府は、自殺

対策を推進するにつき、必要な組織の整備を図るも

のとする。 

附 則 （略） 
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自 殺 総 合 対 策 大 綱 

（令和４年１０月１４日閣議決定） 

第第１１  自自殺殺総総合合対対策策のの基基本本理理念念  

＜＜誰誰もも自自殺殺にに追追いい込込ままれれるるここととののなないい社社会会のの実実現現をを

目目指指すす＞＞ 

平成18 年10 月に自殺対策基本法（以下「基本

法」という。）が施行されて以降、「個人の問題」

と認識されがちであった自殺は広く「社会の問題」

と認識されるようになり、国を挙げて自殺対策が総

合的に推進された結果、自殺者数は３万人台から２

万人台に減少するなど、着実に成果を上げてきた。

しかし、自殺者数は依然として毎年２万人を超える

水準で推移しており、さらに令和２年には新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響等で自殺の要因となり

得る様々な問題が悪化したことなどにより、総数は

11 年ぶりに前年を上回った。特に、小中高生の自

殺者数は、自殺者の総数が減少傾向にある中におい

ても、増加傾向となっており、令和２年には過去最

多、令和３年には過去２番目の水準になった。この

ように非常事態はいまだ続いており、決して楽観で

きる状況にはない。 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死である。

自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過

労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤独・孤

立などの様々な社会的要因があることが知られてい

る。このため、自殺対策は、社会における「生きる

ことの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らし、

「生きることの促進要因（自殺に対する保護要

因）」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リス

クを低下させる方向で、「対人支援のレベル」、

「地域連携のレベル」、「社会制度のレベル」のそ

れぞれのレベルにおいて強力に、かつそれらを総合

的に推進するものとする。 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死であるこ

とや、自殺対策の本質が生きることの支援にあるこ

とを改めて確認し、「いのち支える自殺対策」とい

う理念を前面に打ち出して、「誰も自殺に追い込ま

れることのない社会の実現」を目指す。 

 

第第２２  自自殺殺のの現現状状とと自自殺殺総総合合対対策策ににおおけけるる基基本本認認識識  

＜＜自自殺殺はは、、そそのの多多くくがが追追いい込込ままれれたた末末のの死死ででああるる＞＞  

自殺は、人が自ら命を絶つ瞬間的な行為として

だけでなく、人が命を絶たざるを得ない状況に追

い込まれるプロセスとして捉える必要がある。自

殺に至る心理は、様々な悩みが原因で心理的に追

い詰められ、自殺以外の選択肢が考えられない状

態に陥ることや、社会とのつながりの減少や生き

ていても役に立たないという役割喪失感から、ま

た、与えられた役割の大きさに対する過剰な負担

感から、危機的な状態にまで追い込まれてしまう

過程と捉えることができるからである。 

自殺行動に至った人の直前の心の健康状態を見

ると、大多数は、様々な悩みにより心理的に追い

詰められた結果、抑うつ状態にあったり、うつ

病、アルコール依存症等の精神疾患を発症してい

たりするなど、これらの影響により正常な判断を

行うことができない状態となっていることが明ら

かになっている。 

このように、個人の自由な意思や選択の結果で

はなく、「自殺は、その多くが追い込まれた末の

死」ということができる。このことを社会全体で

認識するよう改めて徹底していく必要がある。 

 

＜＜年年間間自自殺殺者者数数はは減減少少傾傾向向ににああるるがが、、非非常常事事態態ははいい

ままだだ続続いいてていいるる＞＞  

平成19 年６月、政府は、基本法に基づき、政府

が推進すべき自殺対策の指針として自殺総合対策

大綱（以下「大綱」という。）を策定し、その下

で自殺対策を総合的に推進してきた。 

大綱に基づく政府の取組のみならず、地方公共

団体、関係団体、民間団体等による様々な取組の

結果、基本法が成立した平成18 年とコロナ禍以前

の令和元年とで自殺者数を比較すると、男性は

38％減、女性は35％減となった。しかし、それで

も非常事態はいまだ続いていると言わざるを得な

い。この間、男性、特に中高年男性が大きな割合

を占める状況は変わっていないが、先述したとお

り、令和２年には新型コロナウイルス感染症拡大

の影響等で自殺の要因となり得る様々な問題が悪

化したことなどにより、特に女性や小中高生の自

殺者数が増え、総数は11 年ぶりに前年を上回っ

た。令和３年の総数は令和２年から減少したもの

の、女性の自殺者数は増加し、小中高生の自殺者

数は過去２番目の水準となった。さらに、我が国

の人口10 万人当たりの自殺による死亡率（以下

「自殺死亡率」という。）はＧ７諸国の中で最も

高く、年間自殺者数も依然として２万人を超えて

いる。かけがえのない多くの命が日々、自殺に追

い込まれているのである。 

 

＜＜新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症拡拡大大のの影影響響をを踏踏ままええたた

対対策策のの推推進進＞＞  

社会全体のつながりが希薄化している中で、新型

コロナウイルス感染症拡大により人との接触機会が

減り、それが長期化することで、人との関わり合い

や雇用形態を始めとした様々な変化が生じている。

その中で女性や子ども・若者の自殺が増加し、ま

た、自殺につながりかねない問題が深刻化するな

ど、今後の影響も懸念される。しかしながら、新型

コロナウイルス感染症の影響は現在も継続してお

り、その影響について確定的なことは分かっていな

い。そこで引き続き、新型コロナウイルス感染症拡

大の自殺への影響について情報収集・分析を行う必

要がある。 

また、今回のコロナ禍において、様々な分野でＩ

ＣＴが活用される状況となった。今回の経験を生か

し、今後、感染症の感染拡大が生じているか否かを

問わず、国及び地域において必要な自殺対策を実施

することができるよう、ＩＣＴの活用を推進する。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大下では、特
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に、自殺者数の増加が続いている女性を含め、無業

者、非正規雇用労働者、ひとり親や、フリーランス

など雇用関係によらない働き方の者に大きな影響を

与えていると考えられることや、不規則な学校生活

を強いられたり行事や部活動が中止や延期となった

りすることなどによる児童生徒たちへの影響も踏ま

えて対策を講じる必要がある。 

さらに、新型コロナウイルス感染症罹患後の実態

把握を進める。 

 

＜＜地地域域レレベベルルのの実実践践的的なな取取組組ををＰＰＤＤＣＣＡＡササイイククルルをを

通通じじてて推推進進すするる＞＞  

我が国の自殺対策が目指すのは「誰も自殺に追い

込まれることのない社会の実現」であり、基本法に

も、その目的は「国民が健康で生きがいを持って暮

らすことのできる社会の実現に寄与すること」とう

たわれている。つまり、自殺対策を社会づくり、地

域づくりとして推進することとされている。 

また、基本法では、都道府県及び市町村は、大

綱、地域の実情等を勘案して、地域自殺対策計画を

策定するものとされている。あわせて、国は、地方

公共団体による地域自殺対策計画の策定を支援する

ため、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資する

ための調査研究及びその成果の活用等の推進に関す

る法律第４条の規定に基づき指定される指定調査研

究等法人（以下「指定調査研究等法人」という。）

において、都道府県及び市町村を自殺の地域特性ご

とに類型化し、それぞれの類型において実施すべき

自殺対策事業をまとめた政策パッケージを提供する

ことに加えて、都道府県及び市町村が実施した政策

パッケージの各自殺対策事業の成果等を分析し、分

析結果を踏まえてそれぞれの政策パッケージの改善

を図ることで、より精度の高い政策パッケージを地

方公共団体に還元することとしている。 

自殺総合対策とは、このようにして国と地方公共

団体等が協力しながら、全国的なＰＤＣＡサイクル

を通じて、自殺対策を常に進化させながら推進して

いく取組である。 

 

第第３３  自自殺殺総総合合対対策策のの基基本本方方針針  

１１．．生生ききるるここととのの包包括括的的なな支支援援ととししてて推推進進すするる  

＜＜社社会会全全体体のの自自殺殺リリススククをを低低下下ささせせるる＞＞  

世界保健機関（以下「ＷＨＯ」という。）が「自

殺は、その多くが防ぐことのできる社会的な問題」

であると明言しているように、自殺は社会の努力で

避けることのできる死であるというのが、世界の共

通認識となっている。 

経済・生活問題、健康問題、家庭問題など、自殺

の背景・原因となる様々な要因のうち、失業、倒

産、多重債務、長時間労働等の社会的要因について

は、制度、慣行の見直しや相談・支援体制の整備と

いう社会的な取組により解決が可能である。また、

健康問題や家庭問題等の一見個人の問題と思われる

要因であっても、専門家への相談やうつ病等の治療

について社会的な支援の手を差し伸べることにより

解決できる場合もある。 

自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、そ

の多くが防ぐことができる社会的な問題であるとの

基本認識の下、自殺対策を、生きることの包括的な

支援として、社会全体の自殺リスクを低下させると

ともに、一人ひとりの生活を守るという姿勢で展開

するものとする。 

この考え方は、「誰一人取り残さない」持続可能

でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標であ

るＳＤＧｓの理念と合致するものであることから、

自殺対策は、ＳＤＧｓの達成に向けた政策としての

意義も持ち合わせるものである。 

 

＜＜生生ききるるここととのの阻阻害害要要因因をを減減ららしし、、促促進進要要因因をを増増やや

すす＞＞  

個人においても社会においても、「生きることの

促進要因（自殺に対する保護要因）」より「生きる

ことの阻害要因（自殺のリスク要因）」が上回った

ときに自殺リスクが高くなる。裏を返せば、「生き

ることの阻害要因」となる失業や多重債務、生活苦

等を同じように抱えていても、全ての人や社会の自

殺リスクが同様に高まるわけではない。「生きるこ

との促進要因」となる自己肯定感や信頼できる人間

関係、危機回避能力等と比較して、阻害要因が上回

れば自殺リスクは高くなり、一方で、促進要因が

「生きることの阻害要因」を上回れば自殺リスクは

高まらない。 

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」

を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」

を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リス

クを低下させる方向で、生きることの包括的な支援

として推進する必要がある。 

 

２２．．関関連連施施策策ととのの有有機機的的なな連連携携をを強強化化ししてて総総合合的的にに

取取りり組組むむ  

＜＜様様々々なな分分野野のの生生ききるる支支援援ととのの連連携携をを強強化化すするる＞＞  

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の

問題のほか、地域・職場のあり方の変化など様々な

要因とその人の性格傾向、家族の状況、死生観など

が複雑に関係しており、自殺に追い込まれようとし

ている人が安心して生きられるようにして自殺を防

ぐためには、精神保健的な視点だけでなく、社会・

経済的な視点を含む包括的な取組が重要である。ま

た、このような包括的な取組を実施するためには、

様々な分野の施策、人々や組織が密接に連携する必

要がある。 

例えば、自殺の危険性の高い人や自殺未遂者の相

談、治療に当たる保健・医療機関においては、心の

悩みの原因となる社会的要因に対する取組も求めら

れることから、問題に対応した相談窓口を紹介でき

るようにする必要がある。また、経済・生活問題の

相談窓口担当者も、自殺の危険を示すサインやその

対応方法、支援が受けられる外部の保健・医療機関

など自殺予防の基礎知識を有していることが求めら

れる。 

こうした連携の取組は現場の実践的な活動を通じ

て徐々に広がりつつあり、また、自殺の要因となり

得る生活困窮、孤独・孤立、児童虐待、性暴力被

害、ひきこもり、性的マイノリティ等、関連の分野

においても同様の連携の取組が展開されている。今

後、連携の効果を更に高めるため、そうした様々な

分野の生きる支援にあたる人々がそれぞれ自殺対策

の一翼を担っているという意識を共有することが重
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要である。 

 

＜＜地地域域共共生生社社会会のの実実現現にに向向けけたた取取組組やや生生活活困困窮窮者者自自

立立支支援援制制度度ななどどととのの連連携携＞＞  

制度の狭間にある人、複合的な課題を抱え自ら相

談に行くことが困難な人などを地域において早期に

発見し、確実に支援していくため、属性を問わない

相談支援、参加支援及び地域づくりに向けた支援を

一体的に行う「重層的支援体制整備事業」の実施な

ど、地域共生社会の実現に向けた取組を始めとした

各種施策との連携を図る。 

地域共生社会の実現に向けた施策は、市町村での

包括的な支援体制の整備を図ること、住民も参加す

る地域づくりとして展開すること、状態が深刻化す

る前の早期発見や複合的課題に対応するための関係

機関のネットワークづくりが重要であることなど、

自殺対策と共通する部分が多くあり、両施策を一体

的に行うことが重要である。 

加えて、こうした支援のあり方は生活困窮者自立

支援制度においても共通する部分が多く、自殺の背

景ともなる生活困窮に対してしっかりと対応してい

くためには、自殺対策の相談窓口で把握した生活困

窮者を自立相談支援の窓口につなぐことや、自立相

談支援の窓口で把握した自殺の危険性の高い人に対

して、 

自殺対策の相談窓口と協働して、適切な支援を行

うなどの取組を引き続き進めることなど、生活困窮

者自立支援制度も含めて一体的に取り組み、効果的

かつ効率的に施策を展開していくことが重要であ

る。 

 

＜＜精精神神保保健健医医療療福福祉祉施施策策ととのの連連携携＞＞  

自殺の危険性の高い人を早期に発見し、確実に精

神科医療につなげられるよう、かかりつけ医、精神

科医等が、地方公共団体と連携しながら多職種で継

続して支援する取組に併せて、自殺の危険性を高め

た背景にある経済・生活の問題、福祉の問題、家族

の問題など様々な問題に包括的かつ継続的に対応す

るため、精神科医療、保健、福祉等の各施策の連動

性を高めて、誰もが適切な精神保健医療福祉サービ

スを受けられるようにする。 

また、施策の連動性を高めるため、精神保健福祉

士等の専門職を、医療機関等に配置するなどの社会

的な仕組みを整えていく。 

 

＜＜孤孤独独・・孤孤立立対対策策ととのの連連携携＞＞  

令和３年12 月28 日に「孤独・孤立対策の重点計

画」が取りまとまり、その中で、「孤独・孤立は、

当事者個人の問題ではなく、社会環境の変化により

当事者が孤独・孤立を感じざるを得ない状況に至っ

たものである。孤独・孤立は当事者の自助努力に委

ねられるべき問題ではなく、現に当事者が悩みを家

族や知人に相談できない場合があることも踏まえる

と、孤独・孤立は社会全体で対応しなければならな

い問題である。」と自殺の問題と同様の認識が示さ

れた。孤独・孤立の問題を抱える当事者やその家族

に対する支援を行っていくことは、自殺予防につな

がるものである。さらには、孤独・孤立対策は、行

政と民間団体、地域資源との連携など、自殺対策と

も共通する。このことから、孤独・孤立対策とも連

携を図っていく必要がある。 

 

＜＜ここどどもも家家庭庭庁庁ととのの連連携携＞＞  

子どもの自殺者数が増加傾向を示しており、その

自殺対策を強力に推進することが必要である。子ど

もの自殺対策を推進するには、関係府省や地方自治

体、民間団体等との緊密な連携が不可欠である。そ

のような中、子どもまんなか社会の実現に向けて、

常に子どもの視点に立って、子ども政策に強力かつ

専一に取り組む組織として、こども家庭庁の設立が

令和５年４月１日に予定されていることから、こど

も家庭庁とも連携を図っていく必要がある。 

 

３３．．対対応応のの段段階階にに応応じじててレレベベルルごごととのの対対策策をを効効果果的的

にに連連動動ささせせるる  

＜＜対対人人支支援援・・地地域域連連携携・・社社会会制制度度ののレレベベルルごごととのの対対

策策をを連連動動ささせせるる＞＞  

自殺対策に係る個別の施策は、以下の３つのレベ

ルに分けて考え、これらを有機的に連動させること

で、総合的に推進するものとする。 

１）個々人の問題解決に取り組む相談支援を行う

「対人支援のレベル」 

２）問題を複合的に抱える人に対して包括的な支援

を行うための関係機関等による実務連携などの「地

域連携のレベル」 

３）法律、大綱、計画等の枠組みの整備や修正に関

わる「社会制度のレベル」 

 

＜＜事事前前対対応応・・自自殺殺発発生生のの危危機機対対応応・・事事後後対対応応のの段段階階

ごごととにに効効果果的的なな施施策策をを講講じじるる＞＞  

また、前項の自殺対策に係る３つのレベルの個別

の施策は、 

１）事前対応：心身の健康の保持増進についての取

組、自殺や精神疾患等についての正しい知識の普及

啓発等自殺の危険性が低い段階で対応を行うこと、 

２）自殺発生の危機対応：現に起こりつつある自殺

発生の危険に介入し、自殺を発生させないこと、 

３）事後対応：自殺や自殺未遂が生じた場合に家族

や職場の同僚等に与える影響を最小限とし、新たな

自殺を発生させないこと、そして発生当初から継続

的に遺族等にも支援を行うこと、の段階ごとに効果

的な施策を講じる必要がある。 

 

＜＜自自殺殺のの事事前前対対応応のの更更にに前前段段階階ででのの取取組組をを推推進進すするる

＞＞  

地域の相談機関や抱えた問題の解決策を知らない

がゆえに支援を得ることができず自殺に追い込まれ

る人が少なくないことから、学校において、命や暮

らしの危機に直面したとき、誰にどうやって助けを

求めればよいかの具体的かつ実践的な方法を学ぶと

同時に、辛いときや苦しいときには助けを求めても

よいということを学ぶ教育（ＳＯＳの出し方に関す

る教育）を推進する。問題の整理や対処方法を身に

付けることができれば、それが「生きることの促進

要因（自殺に対する保護要因）」となり、学校で直

面する問題や、その後の社会人として直面する問題

にも対処する力、ライフスキルを身に付けることに

もつながると考えられる。 
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また、ＳＯＳの出し方に関する教育と併せて、孤

立を防ぐための居場所づくり等を推進していく。 

 

４４．．実実践践とと啓啓発発をを両両輪輪ととししてて推推進進すするる  

＜＜自自殺殺はは「「誰誰ににででもも起起ここりり得得るる危危機機」」とといいうう認認識識をを

醸醸成成すするる＞＞ 

令和３年８月に厚生労働省が実施した意識調査に

よると、国民のおよそ10 人に１人が「最近１年以

内に自殺を考えたことがある」と回答しているな

ど、これらがコロナ禍での結果であることを考慮し

ても、自殺の問題は一部の人や地域の問題ではな

く、国民誰もが当事者となり得る重大な問題となっ

ている。 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こ

り得る危機」であるが、危機に陥った人の心情や背

景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背

景への理解を深めることも含めて、危機に陥った場

合には誰かに援助を求めることが適当であるという

ことが、社会全体の共通認識となるように、引き続

き積極的に普及啓発を行う。 

 

＜＜自自殺殺やや精精神神疾疾患患にに対対すするる偏偏見見ををななくくすす取取組組をを推推進進

すするる＞＞  

我が国では精神疾患や精神科医療に対する偏見が

強いことから、精神科を受診することに心理的な抵

抗を感じる人は少なくない。特に、自殺者が多い中

高年男性は、心の問題を抱えやすい上、相談するこ

とへの心理的な抵抗から問題が深刻化しがちと言わ

れている。 

他方、死にたいと考えている人も、心の中では

「生きたい」という気持ちとの間で激しく揺れ動い

ており、不眠、原因不明の体調不良など自殺の危険

を示すサインを発していることが多い。 

全ての国民が、身近にいるかもしれない自殺を考

えている人のサインに早く気付き、精神科医等の専

門家につなぎ、その指導を受けながら見守っていけ

るよう、広報活動、教育活動等に取り組んでいく。

精神疾患においては、世界メンタルヘルスデー（10 

月10 日）での広報活動等を通じて、普及啓発を図

るとともに、メンタルヘルスへの理解促進を目指

す。 

また、自殺に対する誤った認識や偏見によって、

遺族等が悩みや苦しさを打ち明けづらい状況が作ら

れているだけでなく、支援者等による遺族等への支

援の妨げにもなっていることから、遺族等支援とし

ても、自殺に対する偏見を払拭し正しい理解を促進

する啓発活動に取り組んでいく。 

＜＜ママススメメデディィアア等等のの自自主主的的なな取取組組へへのの期期待待＞＞  

また、マスメディア等による自殺報道では、事実

関係に併せて自殺の危険を示すサインやその対応方

法等自殺予防に有用な情報を提供することにより大

きな効果が得られる一方で、自殺手段の詳細な報

道、短期集中的な報道は他の自殺を誘発する危険性

があることが、自殺報道に関するガイドライン等で

指摘されている。加えて、ニュースサイトやＳＮ

Ｓ、トレンドブログ等を通じて自殺報道がより急速

に拡散されることなどにより、そうした危険性が更

に高まることが懸念される。 

このため、自殺報道に関するガイドライン等を踏

まえた報道及びその扱いについて、報道機関やニュ

ースサイト、ＳＮＳ等事業者に対して要請を行って

きた。徐々に浸透してきているが、依然として、一

部の報道において、自殺報道に関するガイドライン

等に沿わない報道が見受けられた。国民の知る権利

や報道の自由も勘案しつつ、適切な自殺報道が行わ

れるよう、また自殺報道がＳＮＳ等を通じて過度に

拡散されることを防ぐことができるよう、政府は引

き続き、自殺報道に関するガイドライン等を遵守し

た報道等が行われるよう要請を行うとともに、マス

メディア等による自主的な取組が推進されることを

期待する。 

 

５５．．国国、、地地方方公公共共団団体体、、関関係係団団体体、、民民間間団団体体、、企企業業

及及びび国国民民のの役役割割をを明明確確化化しし、、そそのの連連携携・・協協働働をを推推進進

すするる  

我が国の自殺対策が最大限その効果を発揮して

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現

するためには、国、地方公共団体、関係団体、民間

団体、企業、国民等が連携・協働して国を挙げて自

殺対策を総合的に推進することが必要である。その

ため、それぞれの主体が果たすべき役割を明確化、

共有した上で、相互の連携・協働の仕組みを構築す

ることが重要である。 

地域においては、地方公共団体、民間団体の相談

窓口及び相談者の抱える課題に対応する制度や事業

を担う支援機関（地域自殺対策推進センター、精神

保健福祉センター、保健所等）とのネットワーク化

を推進し、当該ネットワークを活用した必要な情報

の共有が可能となる地域プラットフォームづくりを

支援する。 

また、そうした地域プラットフォームが相互に協

力するための地域横断的なネットワークづくりを推

進する。 

自殺総合対策における国、地方公共団体、関係団

体、民間団体、企業及び国民の果たすべき役割は以

下のように考えられる。 

 

＜＜国国＞＞  

自殺対策を総合的に策定し、実施する責務を有す

る国は、各主体が自殺対策を推進するために必要な

基盤の整備や支援、関連する制度や施策における自

殺対策の推進、国自らが全国を対象に実施すること

が効果的・効率的な施策や事業の実施等を行う。ま

た、各主体が緊密に連携・協働するための仕組みの

構築や運用を行う。 

国は、指定調査研究等法人において、全ての都道

府県及び市町村が地域自殺対策計画に基づきそれぞ

れの地域の特性に応じた自殺対策を推進するための

支援を行うなどして、国と地方公共団体が協力しな

がら、全国的なＰＤＣＡサイクルを通じて、自殺対

策を常に進化させながら推進する責務を有する。 

＜＜地地方方公公共共団団体体＞＞  

地域の状況に応じた施策を策定し、実施する責務

を有する地方公共団体は、大綱、地域の実情等を勘

案して、地域自殺対策計画を策定する。国民一人ひ

とりの身近な行政主体として、国と連携しつつ、地

域における各主体の緊密な連携・協働に努めながら

自殺対策を推進する。 
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都道府県や政令指定都市に設置する地域自殺対策

推進センターは、いわば管内のエリアマネージャー

として、指定調査研究等法人から分析データ等の迅

速かつ的確な提供等の支援を受けつつ、管内の市町

村の地域自殺対策計画の策定・進捗管理・検証等へ

の支援を行う。また、自殺対策と他の施策等とのコ

ーディネート役を担う自殺対策の専任職員を配置し

たり専任部署を設置したりするなどして、自殺対策

を地域づくりとして総合的に推進することが期待さ

れる。 

 

＜＜関関係係団団体体＞＞ 

保健、医療、福祉、教育、労働、法律その他の自

殺対策に関係する専門職の職能団体や大学・学術団

体、自殺対策に直接関係はしないがその活動内容が

自殺対策に寄与し得る業界団体等の関係団体は、国

を挙げて自殺対策に取り組むことの重要性に鑑み、

それぞれの活動内容の特性等に応じて積極的に自殺

対策に参画する。 

また、報道機関やニュースサイト、ＳＮＳ等事業

者は、自らが行う報道や報道の扱いが人々に与える

影響の大きさを改めて認識し、自殺報道に関するガ

イドライン等の趣旨を踏まえた報道等を行うことに

より、自殺対策を推進することが期待される。 

 

＜＜民民間間団団体体＞＞  

地域で活動する民間団体は、自殺防止を直接目的

とする活動のみならず、保健、医療、福祉、教育、

人権、労働、法律その他の関連する分野での活動も

ひいては自殺対策に寄与し得るということを理解し

て、他の主体との連携・協働の下、国、地方公共団

体等からの支援も得ながら、積極的に自殺対策に参

画する。 

 

＜＜企企業業＞＞  

企業は、労働者を雇用し経済活動を営む社会的存

在として、その雇用する労働者の心の健康の保持及

び生命身体の安全の確保を図ることなどにより自殺

対策において重要な役割を果たせること、ストレス

関連疾患や勤務問題による自殺は、本人やその家族

にとって計り知れない苦痛であるだけでなく、結果

として、企業の活力や生産性の低下をもたらすこと

を認識し、積極的に自殺対策に参画する。 

 

＜＜国国民民＞＞  

国民は、自殺の状況や生きることの包括的な支援

としての自殺対策の重要性に対する理解と関心を深

めるとともに、自殺に追い込まれるという危機は

「誰にでも起こり得る危機」であって、その場合に

は誰かに援助を求めることが適当であるということ

を理解し、また、危機に陥った人の心情や背景が理

解されにくい現実も踏まえ、そうした心情や背景へ

の理解を深めるよう努めつつ、自らの心の不調や周

りの人の心の不調に気づき、適切に対処することが

できるようにする。 

自殺が社会全体の問題であり我が事であることを

認識し、「誰も自殺に追い込まれることのない社会

の実現」のため、主体的に自殺対策に取り組む。 

 

６６．．自自殺殺者者等等のの名名誉誉及及びび生生活活のの平平穏穏にに配配慮慮すするる  

基本法第９条において、自殺者及び自殺未遂者並

びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の平穏に十

分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害すること

のないようにしなければならないと定められている

ことを踏まえ、国、地方公共団体、民間団体等の自

殺対策に関わる者は、このことを改めて認識して自

殺対策に取り組む。 

 

第第４４  自自殺殺総総合合対対策策ににおおけけるる当当面面のの重重点点施施策策  

「第２ 自殺の現状と自殺総合対策における基本認

識」及び「第３ 自殺総合対策の基本方針」を踏ま

え、当面、特に集中的に取り組まなければならない

施策として、基本法の改正の趣旨、８つの基本的施

策及び我が国の自殺を巡る現状を踏まえて更なる取

組が求められる施策等に沿って、以下の施策を設定

する。 

なお、今後の調査研究の成果等により新たに必要

となる施策については、逐次実施することとする。 

また、以下の当面の重点施策はあくまでも国が当

面、集中的に取り組まなければならない施策であっ

て、地方公共団体においてもこれらに網羅的に取り

組む必要があるということではない。地方公共団体

においては、地域における自殺の実態、地域の実情

に応じて必要な重点施策を優先的に推進すべきであ

る。 

 

１１．．地地域域レレベベルルのの実実践践的的なな取取組組へへのの支支援援をを強強化化すするる  

基本法により、都道府県及び市町村は、大綱、地

域の実情等を勘案して、地域自殺対策計画を策定す

るものとされている。あわせて、国は、地方公共団

体が当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実

施する責務を果たすために必要な助言その他の援助

を行うものとされていることを踏まえて、国は地方

公共団体に対して地域自殺実態プロファイルや地域

自殺対策の政策パッケージ等を提供するなどして、

地域レベルの実践的な取組への支援を強化する。 

 

（（１１））地地域域自自殺殺実実態態ププロロフファァイイルルのの作作成成  

国は、指定調査研究等法人において、全ての都道

府県及び市町村それぞれの自殺の実態を分析した自

殺実態プロファイルを作成し、地方公共団体の地域

自殺対策計画の策定・見直しを支援する。【厚生労

働省】 

 

（（２２））地地域域自自殺殺対対策策のの政政策策パパッッケケーージジのの作作成成  

国は、指定調査研究等法人において、地域特性を

考慮したきめ細かな対策を盛り込んだ地域自殺対策

の政策パッケージを作成し、地方公共団体の地域自

殺対策計画の策定・見直しを支援する。【厚生労働

省】 

 

（（３３））地地域域自自殺殺対対策策計計画画のの策策定定・・見見直直しし等等のの支支援援  

国は、地域自殺実態プロファイルや地域自殺対策

の政策パッケージの提供、地域自殺対策計画策定ガ

イドラインの策定等により、地域自殺対策計画の策

定・見直しを支援する。【厚生労働省】 

 

（（４４））地地域域自自殺殺対対策策計計画画策策定定ガガイイドドラライインンのの策策定定  
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国は、地域自殺対策計画の円滑な策定に資するよ

う、地域自殺対策計画策定ガイドラインを策定す

る。【厚生労働省】 

 

（（５５））地地域域自自殺殺対対策策推推進進セセンンタターーへへのの支支援援  

国は、都道府県や政令指定都市に設置する地域自

殺対策推進センターが、管内の市町村の自殺対策計

画の策定・進捗管理・検証等への支援を行うことが

できるよう、指定調査研究等法人による研修等を通

じて地域自殺対策推進センターを支援する。また、

地域自殺対策推進センターが地域自殺対策の牽引役

として自殺対策を進められるよう、地域自殺対策推

進センター長の設置及び全国の地域自殺対策推進セ

ンター長による会議の開催に向けた支援を行う。

【厚生労働省】 

 

（（６６））自自殺殺対対策策のの専専任任職職員員のの配配置置・・専専任任部部署署のの設設置置

のの促促進進  

国は、地方公共団体が自殺対策と他の施策等との

コーディネート役を担う自殺対策の専任職員を配置

したり専任部署を設置したりするなどして、自殺対

策を地域づくりとして総合的に推進することを促

す。【厚生労働省】 

 

２２．．国国民民一一人人ひひととりりのの気気付付ききとと見見守守りりをを促促すす  

平成28 年４月、基本法の改正により、その基本

理念において、自殺対策が「生きることの包括的な

支援」として実施されるべきことが明記されるとと

もに、こうした自殺対策の趣旨について国民の理解

と関心を深めるため、国民の責務の規定も改正され

た。また、国及び地方公共団体としても、自殺対策

に関する国民の理解を深めるよう必要な措置を講ず

ることが必要であることから、自殺予防週間及び自

殺対策強化月間について規定されている。 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こ

り得る危機」であるが、危機に陥った人の心情や背

景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背

景への理解を深めることも含めて、自殺の問題は一

部の人や地域だけの問題ではなく、国民誰もが当事

者となり得る重大な問題であることについて国民の

理解の促進を図る必要がある。 

また、自殺に対する誤った認識や偏見を払拭し、

命や暮らしの危機に陥った場合には誰かに援助を求

めることが適当であるということの理解を促進する

ことを通じて、自分の周りにいるかもしれない自殺

を考えている人の存在に気付き、思いに寄り添い、

声を掛け、話を聞き、必要に応じて専門家につな

ぎ、見守っていくという自殺対策における国民一人

ひとりの役割等についての意識が共有されるよう、

教育活動、広報活動等を通じた啓発事業を展開す

る。 

 

（（１１））自自殺殺予予防防週週間間とと自自殺殺対対策策強強化化月月間間のの実実施施  

基本法第７条に規定する自殺予防週間（９月10 

日から16 日まで）及び自殺対策強化月間（３月）

において、国、地方公共団体、関係団体、民間団体

等が連携して「いのち支える自殺対策」という理念

を前面に打ち出し、「自殺は、その多くが追い込ま

れた末の死である」「自殺対策とは、生きることの

包括的支援である」という認識の浸透も含めて啓発

活動を推進する。あわせて、啓発活動によって援助

を求めるに至った悩みを抱えた人が必要な支援を受

けられるよう、支援策を重点的に実施する。また、

自殺予防週間や自殺対策強化月間について、国民の

約３人に２人以上が聞いたことがあるようにするこ

とを目指す。【厚生労働省、関係府省】 

 

（（２２））児児童童生生徒徒のの自自殺殺対対策策にに資資すするる教教育育のの実実施施  

学校において、体験活動、地域の高齢者等との世

代間交流及び心理・福祉の専門家や自殺対策に資す

る取組を行う関係団体との連携などを通した児童生

徒が命の大切さ・尊さを実感できる教育や、ＳＯＳ

の出し方に関する定期的な教育を含めた社会におい

て直面する可能性のある様々な困難・ストレスへの

対処方法を身に付けるための教育、精神疾患への正

しい理解や適切な対応を含めた心の健康の保持に係

る教育を更に推進するとともに、自尊感情や自己有

用感が得られ、児童生徒の生きることの促進要因を

増やすことを通じて自殺対策に資する教育の実施に

向けた環境づくりを進める。【文部科学省】 

児童生徒の自殺は、長期休業明け前後に多い傾向

があることから、長期休業前から長期休業期間中、

長期休業明けの時期にかけて、児童生徒向けの自殺

予防の取組に関する周知徹底の強化を実施したり、

ＧＩＧＡスクール構想で配布されているＰＣやタブ

レット端末の活用等による自殺リスクの把握やプッ

シュ型の支援情報の発信を推進したりするなど、小

学校、中学校、高等学校等における早期発見・見守

り等の取組を推進する。【文部科学省】 

さらに、メディアリテラシー教育とともに、情報

モラル教育を推進する。【内閣府、総務省、文部科

学省、消費者庁】 

 

（（３３））自自殺殺やや自自殺殺関関連連事事象象等等にに関関すするる正正ししいい知知識識のの

普普及及  

「自殺は、その多くが追い込まれた末の死であ

る」「自殺対策とは、生きることの包括的支援であ

る」という認識を浸透させることや、自殺や自殺関

連事象に関する誤った社会通念から脱却し国民一人

ひとりの危機遭遇時の対応能力（援助希求技術）を

高めるため、インターネット（スマートフォン、携

帯電話等を含む。）を積極的に活用して正しい知識

の普及を推進する。【厚生労働省】 

また、自殺念慮の割合等が高いことが指摘されて

いる性的マイノリティについて、無理解や偏見等が

その背景にある社会的要因の一つであると捉えて、

理解促進の取組を推進する。【法務省、文部科学

省、厚生労働省、関係府省】 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死である

が、その一方で、中には、病気などにより衝動的に

自殺で亡くなる人がいることも、併せて周知する。

【厚生労働省】 

ゲートキーパーの養成を通じて、自殺や自殺対策

に関する正しい理解促進の取組を推進する。【厚生

労働省】 

（（４４））ううつつ病病等等ににつついいててのの普普及及啓啓発発のの推推進進  

ライフステージ別の抑うつ状態やうつ病等の精神

疾患に対する正しい知識の普及・啓発、心のサポー
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ターの養成を通じたメンタルヘルスの正しい知識の

普及を行うことにより、早期休息・早期相談・早期

受診を促進する。【厚生労働省】 

 

３３．．自自殺殺総総合合対対策策のの推推進進にに資資すするる調調査査研研究究等等をを推推進進

すするる  

自殺者や遺族のプライバシーに配慮しつつ、自殺

総合対策の推進に資する調査研究等を疫学的研究や

科学的研究も含め多角的に実施するとともに、その

結果を自殺対策の実務的な視点からも検証し、検証

による成果等を速やかに地域自殺対策の実践に還元

する。 

 

（（１１））自自殺殺のの実実態態やや自自殺殺対対策策のの実実施施状状況況等等にに関関すするる

調調査査研研究究及及びび検検証証  

社会的要因を含む自殺の原因・背景、自殺に至る

経過を多角的に把握し、保健、医療、福祉、教育、

労働等の領域における個別的対応や制度の改善を充

実させるための調査や、自殺未遂者を含む自殺念慮

者の地域における継続的支援に関する調査等を実施

する。【厚生労働省】 

指定調査研究等法人においては、自殺対策全体の

ＰＤＣＡサイクルの各段階の政策過程に必要な調査

及び働きかけを通じて、自殺対策を実践するととも

に、必要なデータや科学的エビデンスの収集のた

め、研究のグランドデザインに基づき「革新的自殺

研究推進プログラム」を推進する。【厚生労働省】 

また、地方公共団体、関係団体、民間団体等が実

施する自殺の実態解明のための調査の結果等を施策

に生かせるよう、情報の集約、提供等を進める。さ

らに、相談機関等に集約される情報も、実態解明や

対策検討・実施に当たり重要なものとなることか

ら、相談機関等の意向も十分踏まえながら、集約

し、活用することを検討する。【厚生労働省】 

 

（（２２））調調査査研研究究及及びび検検証証にによよるる成成果果のの活活用用  

国、地方公共団体等における自殺対策の企画、立

案に資するため、指定調査研究等法人における自殺

の実態、自殺に関する内外の調査研究等自殺対策に

関する情報の収集・整理・分析の結果を速やかに活

用する。【厚生労働省】 

 

（（３３））先先進進的的なな取取組組にに関関すするる情情報報のの収収集集、、整整理理及及びび

提提供供  

地方公共団体が自殺の実態、地域の実情に応じた

対策を企画、立案、実施できるよう、指定調査研究

等法人における、自殺実態プロファイルや地域自殺

対策の政策パッケージ等の必要な情報の提供（地方

公共団体の規模等、特徴別の先進事例の提供を含

む。）を推進する。【厚生労働省】 

 

（（４４））子子どどもも・・若若者者及及びび女女性性等等のの自自殺殺等等ににつついいててのの

調調査査  

学校において、児童生徒等の自殺又は自殺の疑い

のある事案について、学校が持つ情報の整理等の基

本調査を行い、自殺の背景に学校生活に関係する要

素があると考えられる場合や、遺族の要望がある場

合等には、学校又は学校の設置者が再発防止を検討

するための第三者を主体としたより詳細な調査を行

う。【文部科学省】 

さらに、国においては、詳細な調査の結果を収集

し、児童生徒等の自殺の特徴や傾向、背景や経緯等

を分析しながら、児童生徒等の自殺を防ぐ方策の検

討を行う。【文部科学省、厚生労働省】 

若年層及び女性等の自殺対策が課題となっている

ことを踏まえ、若者、女性及び性的マイノリティの

自殺や生きづらさに関する支援一体型の調査を支援

する。【厚生労働省、内閣府、文部科学省】 

 

（（５５））ココロロナナ禍禍ににおおけけるる自自殺殺等等ににつついいててのの調調査査  

令和２年は、新型コロナウイルス感染症拡大の影

響等で自殺の要因となり得る様々な問題が悪化した

ことなどにより、「子ども」や「若年女性」等の自

殺が急増し、自殺者数の総数が 11 年ぶりに前年を

上回った。背景の要因としては、社会生活の変化

や、過度に繰り返したり、センセーショナルな見出

しを付けたりといった自殺報道の影響、配偶者から

の暴力（ＤＶ）、育児、介護疲れ、雇用問題といっ

た自殺につながりかねない問題の深刻化等が考えら

れるが、引き続き、情報の収集・整理・分析を進め

る。【厚生労働省、内閣府、文部科学省】 

 

（（６６））死死因因究究明明制制度度ととのの連連動動ににおおけけるる自自殺殺のの実実態態解解

明明  

社会的要因を含む自殺の原因・背景、自殺に至る

経過等、自殺の実態の多角的な把握に当たっては、

「死因究明等推進計画」（令和３年６月１日閣議決

定）に基づく、死因究明により得られた情報の活用

推進を含む死因究明等推進施策との連動性を強化す

る。【厚生労働省】 

地域自殺対策推進センターにおける、「死因究明

等推進計画」に基づき都道府県に設置される死因究

明等推進地方協議会、保健所等との地域の状況に応

じた連携、統計法第33 条の規定に基づく死亡小票

の精査・分析、地域の自殺の実態把握への活用を推

進する。【厚生労働省】 

「予防可能な子どもの死亡を減らすことを目的と

した予防のための子どもの死亡検証（Child Death 

Review;ＣＤＲ）」については、令和２年度からモ

デル事業を実施しており、地方公共団体においては

子どもの自殺例も検証対象としているところ、モデ

ル事業により具体的な事例を積み上げ、課題等を踏

まえて体制整備に向けた検討を進めていく。【厚生

労働省】 

 

（（７７））ううつつ病病等等のの精精神神疾疾患患のの病病態態解解明明、、治治療療法法のの開開

発発及及びび地地域域のの継継続続的的ケケアアシシスステテムムのの開開発発ににつつななががるる

学学際際的的研研究究  

自殺対策を推進する上で必要なうつ病等の精神疾

患の病態解明や治療法の開発を進めるとともに、う

つ病等の患者が地域において継続的にケアが受けら

れるようなシステムの開発につながる学際的研究を

推進し、その結果について普及を図る。【厚生労働

省】 

 

（（８８））既既存存資資料料のの利利活活用用のの促促進進  

警察や消防、学校や教育委員会等が保有する自殺

統計及びその関連資料を始め関係機関が保有する資
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料について、地域自殺対策の推進に生かせるように

するため情報を集約し、提供を推進する。【警察

庁、総務省、文部科学省、厚生労働省】 

国、地方公共団体等における根拠に基づく自殺対

策の企画、立案に資するため、指定調査研究等法人

における自殺の実態、自殺に関する内外の調査研究

等とともに、自殺対策に資する既存の政府統計ミク

ロデータ、機密性の高い行政記録情報を安全に集

積・整理・分析するオンサイト施設を形成し、分析

結果の政策部局・地方公共団体への提供を推進する

とともに、地域における自殺の実態、地域の実情に

応じた取組が進められるよう、地方公共団体や地域

民間団体が保有する関連データの収集とその分析結

果の提供やその利活用の支援、地域における先進的

な取組の全国への普及等を推進する。【総務省、厚

生労働省】 

 

（（９９））海海外外へへのの情情報報発発信信のの強強化化をを通通じじたた国国際際協協力力のの

推推進進  

日本においては、国を挙げて自殺対策が総合的に

推進された結果、自殺者数が３万人台から２万人台

に減少したところであり、こうした日本における取

組について国際的に発信し、国際的な自殺対策の推

進への貢献を行う。【厚生労働省】 

 

４４．．自自殺殺対対策策にに関関わわるる人人材材のの確確保保、、養養成成及及びび資資質質のの

向向上上をを図図るる  

自殺対策の専門家として直接的に自殺対策に関わ

る人材の確保、養成、資質の向上を図ることはもち

ろん、様々な分野において生きることの包括的な支

援に関わっている専門家や支援者等を自殺対策に関

わる人材として確保、養成することが重要となって

いることを踏まえて、幅広い分野で自殺対策教育や

研修等を実施する。また、自殺や自殺関連事象に関

する正しい知識を普及したり、自殺の危険を示すサ

インに気付き、声を掛け、話を聞き、必要に応じて

専門家につなぎ、見守ったりする、「ゲートキーパ

ー」の役割を担う人材等を養成する。自殺予防週

間、自殺対策強化月間における集中的な広報を含

め、年間を通じて広く周知を進めることにより、国

民の約３人に１人以上がゲートキーパーについて聞

いたことがあるようにすることを目指す。また、こ

れら地域の人的資源の連携を調整し、包括的な支援

の仕組みを構築する役割を担う人材を養成する。 

 

（（１１））大大学学やや専専修修学学校校等等とと連連携携ししたた自自殺殺対対策策教教育育のの

推推進進  

生きることの包括的な支援として自殺対策を推進

するに当たっては、自殺対策や自殺のリスク要因へ

の対応に係る人材の確保、養成及び資質の向上が重

要であることから、医療、保健福祉、心理等に関す

る専門家等を養成する大学、専修学校、関係団体等

と連携して自殺対策教育を推進する。【文部科学

省、厚生労働省】 

 

（（２２））自自殺殺対対策策のの連連携携調調整整をを担担うう人人材材のの養養成成  

地域における関係機関、関係団体、民間団体、専

門家、その他のゲートキーパー等の連携を促進する

ため、関係者間の連携調整を担う人材の養成及び配

置を推進する。【厚生労働省】 

自殺リスクを抱えている人に寄り添いながら、地

域における関係機関や専門家等と連携した課題解決

などを通して相談者の自殺リスクが低下するまで伴

走型の支援を担う人材の養成を推進する。【厚生労

働省】 

 

（（３３））かかかかりりつつけけのの医医師師等等のの自自殺殺リリススクク評評価価及及びび対対

応応技技術術等等にに関関すするる資資質質のの向向上上  

うつ病等の精神疾患患者は身体症状が出ることも

多く、かかりつけの医師等を受診することも多いこ

とから、将来専門とする分野にかかわらず、基本的

な診療能力を身に付けるための医師臨床研修制度に

おいて、精神科研修を必修とし、うつ病を経験すべ

き疾病・病態に位置付けている。また、生涯教育等

の機会を通じ、かかりつけの医師等のうつ病等の精

神疾患の理解と対応及び患者の社会的な背景要因を

考慮して自殺リスクを的確に評価できる技術の向上

並びに地域における自殺対策や様々な分野の相談機

関や支援策に関する知識の普及を図る。【厚生労働

省】 

 

（（４４））教教職職員員にに対対すするる普普及及啓啓発発等等  

児童生徒と日々接している学級担任、養護教諭等

の教職員や、学生相談に関わる大学等の教職員に対

し、ＳＯＳの出し方を教えるだけではなく、子ども

がＳＯＳを出しやすい環境を整えることの重要性を

伝え、また、大人が子どものＳＯＳを察知し、それ

をどのように受け止めて適切な支援につなげるかな

どについて普及啓発を実施するため、研修に資する

教材の作成・配布等により取組の支援を行う。遺児

等に対するケアも含め教育相談を担当する教職員の

資質向上のための研修等を実施する。また、自殺念

慮の割合等が高いことが指摘されている性的マイノ

リティについて、無理解や偏見等がその背景にある

社会的要因の一つであると捉えて、教職員の理解を

促進する。【文部科学省】 

 

（（５５））地地域域保保健健ススタタッッフフやや産産業業保保健健ススタタッッフフのの資資質質

のの向向上上  

国は、地方公共団体が精神保健福祉センター、保

健所等における心の健康問題に関する相談機能を向

上させるため、保健師等の地域保健スタッフに対す

る心の健康づくりや当該地域の自殺対策についての

資質向上のための研修を地域自殺対策推進センター

と協力して実施することを支援する。【厚生労働

省】 

また、職域におけるメンタルヘルス対策を推進す

るため、産業保健スタッフの資質向上のための研修

等を充実する。【厚生労働省】 

 

（（６６））介介護護支支援援専専門門員員等等にに対対すするる研研修修  

介護支援専門員、介護福祉士、社会福祉士等の介

護事業従事者の研修等の機会を通じ、心の健康づく

りや自殺対策に関する知識の普及を図る。【厚生労

働省】 

 

（（７７））民民生生委委員員・・児児童童委委員員等等へへのの研研修修  

住民主体の見守り活動を支援するため、民生委
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員・児童委員等に対する心の健康づくりや自殺対策

に関する施策についての研修を実施する。【厚生労

働省】 

 

（（８８））社社会会的的要要因因にに関関連連すするる相相談談員員のの資資質質のの向向上上  

消費生活センター、地方公共団体等の多重債務相

談窓口、商工会・商工会議所等の経営相談窓口、ハ

ローワークの相談窓口等の相談員、福祉事務所のケ

ースワーカー、生活困窮者自立相談支援事業におけ

る支援員に対し、地域の自殺対策やメンタルヘルス

についての正しい知識の普及を促進する。【金融

庁、消費者庁、厚生労働省、経済産業省、関係府

省】 

 

（（９９））遺遺族族等等にに対対応応すするる公公的的機機関関のの職職員員のの資資質質のの向向

上上  

警察官、消防職員等の公的機関で自殺に関連した

業務に従事する者に対して、遺族等からの意見も踏

まえつつ、遺族等に寄り添った適切な遺族等への対

応等に関する知識の普及を促進する。【警察庁、総

務省】 

 

（（1100））様様々々なな分分野野ででののゲゲーートトキキーーパパーーのの養養成成  

弁護士、司法書士等、多重債務問題等の法律問題

に関する専門家、調剤、医薬品販売等を通じて住民

の健康状態等に関する情報に接する機会が多い薬剤

師、定期的かつ一定時間顧客に接する機会が多いこ

とから顧客の健康状態等の変化に気付く可能性のあ

る理容師、児童生徒と日々接している教職員等、業

務の性質上、ゲートキーパーとしての役割が期待さ

れる職業について、地域の自殺対策やメンタルヘル

スに関する知識の普及に資する情報提供等、関係団

体に必要な支援を行うこと等を通じ、ゲートキーパ

ー養成の取組を促進する。【厚生労働省、関係府

省】 

若者を含め、国民一人ひとりが、周りの人の異変

に気付いた場合には身近なゲートキーパーとして適

切に行動することができるよう、必要な基礎的知識

の普及を図る。そのため、全国的にゲートキーパー

養成の取組を促進すべく、行政機関や各地域におけ

るゲートキーパー研修の受講の取組を進める。【厚

生労働省、文部科学省】 

 

（（1111））自自殺殺対対策策従従事事者者へへのの心心ののケケアアのの推推進進  

地方公共団体の業務や民間団体の活動に従事する

人も含む自殺対策従事者について、相談者が自殺既

遂に至った場合も含めて自殺対策従事者の心の健康

を維持するための仕組みづくりを推進するととも

に、心の健康に関する知見を生かした支援方法の普

及を図る。また、相談窓口が逼迫する中で、継続的

に相談員が相談者に寄り添いながら適切に相談にあ

たることができるよう、各相談機関において、スー

パーバイザーの役割を果たす専門職の配置等の組織

的なフォローができるよう支援する。【厚生労働

省】 

 

（（1122））家家族族やや知知人人、、ゲゲーートトキキーーパパーー等等をを含含めめたた支支援援

者者へへのの支支援援  

悩みを抱える者だけでなく、悩みを抱える者を支

援する家族や知人、ゲートキーパー等を含めた支援

者が孤立せずに済むよう、支援する団体とも連携し

ながら、これらの家族等に対する支援を推進する。

【厚生労働省】 

 

（（1133））研研修修資資材材のの開開発発等等  

国、地方公共団体等が開催する自殺対策に関する

様々な人材の養成、資質の向上のための研修を支援

するため、研修資材の開発を推進するとともに、指

定調査研究等法人における公的機関や民間団体の研

修事業を推進する。【厚生労働省】 

 

５５．．心心のの健健康康をを支支援援すするる環環境境のの整整備備とと心心のの健健康康づづくく

りりをを推推進進すするる  

自殺の原因となり得る様々なストレスについて、

ストレス要因の軽減、ストレスへの適切な対応など

心の健康の保持・増進に加えて、過重労働やハラス

メントの対策など職場環境の改善のための、職場、

地域、学校における体制整備を進める。 

 

（（１１））職職場場ににおおけけるるメメンンタタルルヘヘルルスス対対策策のの推推進進  

過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で

充実して働き続けることのできる社会の実現のた

め、「過労死等の防止のための対策に関する大綱」

に基づき、調査研究等、啓発、相談体制の整備等、

民間団体の活動に対する支援等の過労死等の防止の

ための対策を推進する。【厚生労働省】 

また、職場におけるメンタルヘルス対策の充実を

推進するため、引き続き、「労働者の心の健康の保

持増進のための指針」の普及啓発を図るとともに、

労働安全衛生法の改正により平成27 年12 月に創設

されたストレスチェック制度の実施の徹底を通じ

て、事業場におけるメンタルヘルス対策の更なる普

及を図る。あわせて、ストレスチェック制度の趣旨

を踏まえ、長時間労働などの量的負荷のチェックの

視点だけではなく、職場の人間関係や支援関係とい

った質的負荷のチェックの視点も踏まえて、職場環

境の改善を図っていくべきであり、ストレスチェッ

ク結果を活用した集団分析を踏まえた職場環境改善

に係る取組の優良事例の収集・共有、職場環境改善

の実施等に対する助成措置等の支援を通じて、事業

場におけるメンタルヘルス対策を推進する。【厚生

労働省】 

加えて、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイ

トにおいて、総合的な情報提供や電話・メール・Ｓ

ＮＳ相談を実施するとともに、各都道府県にある産

業保健総合支援センターにおいて、事業者への啓発

セミナー、事業場の人事労務担当者・産業保健スタ

ッフへの研修、事業場への個別訪問による若年労働

者や管理監督者に対するメンタルヘルス不調の予防

に関する研修等を実施する。【厚生労働省】 

小規模事業場に対しては、安全衛生管理体制が必

ずしも十分でないことから、産業保健総合支援セン

ターの地域窓口において、個別訪問等によりメンタ

ルヘルス不調を感じている労働者に対する相談対応

等を実施するとともに、メンタルヘルス対策等の取

組に対する助成措置等を通じて、小規模事業場にお

けるメンタルヘルス対策を強化する。【厚生労働

省】 
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さらに、「働き方改革実行計画」（平成29 年３

月28 日働き方改革実現会議決定）や「健康・医療

戦略」（平成26 年７月22 日閣議決定）に基づき、

産業医・産業保健機能の強化、長時間労働の是正、

法規制の執行の強化、健康経営の普及促進等をそれ

ぞれ実施するとともに、それらを連動させて一体的

に推進する。【厚生労働省、経済産業省】 

また、パワーハラスメント対策については、引き

続き、ポータルサイトや企業向けセミナー等を通じ

て、広く国民及び労使に向けた周知・広報を行うと

ともに、労使の具体的な取組の促進を図る。【厚生

労働省】 

さらに、全ての事業所においてパワーハラスメン

ト、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産等に

関するハラスメントがあってはならないという方針

の明確化や、その周知・啓発、相談窓口の設置等の

措置が講じられるよう、また、これらのハラスメン

ト事案が生じた事業所に対しては、適切な事後の対

応及び再発防止のための取組が行われるよう都道府

県労働局雇用環境・均等部（室）による指導の徹底

を図る。【厚生労働省】 

 

（（２２））地地域域ににおおけけるる心心のの健健康康づづくくりり推推進進体体制制のの整整備備  

精神保健福祉センター、保健所等における心の健

康問題やその背景にある社会的問題等に関する相談

対応機能を向上させるとともに、心の健康づくりに

おける地域保健と産業保健及び関連する相談機関等

との連携を推進する。【厚生労働省】 

また、公民館等の社会教育施設の活動を充実する

ことにより、様々な世代が交流する地域の居場所づ

くりを進める。【文部科学省】 

さらに、心身の健康の保持・増進に配慮した公園

整備など、地域住民が集い、憩うことのできる場所

の整備を進める。【国土交通省】 

農山漁村において高齢者が安心して活動し、暮ら

せるよう、高齢者の生きがい発揮のための施設整備

を行うなど、快適で安心な生産環境・生活環境づく

りを推進する。【農林水産省】 

 

（（３３））学学校校ににおおけけるる心心のの健健康康づづくくりり推推進進体体制制のの整整備備  

保健室やカウンセリングルーム等をより開かれた場と

して、養護教諭等の行う健康相談を推進するととも

に、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカー等の配置及び常勤化に向けた取組を進めるな

ど学校における相談体制の充実を図る。また、相談

の際にプライバシーが守られる環境を整備するとと

もに、これらの教職員の資質向上のための研修を行

う。さらに、大学等においては、学生の心の問題・

成長支援に関する課題やニーズへの理解を深め、心

の悩みを抱える学生を必要な支援につなぐための教

職員向けの取組の推進を図る。【文部科学省】 

また、学校と地域が連携して、児童生徒がＳＯＳ

を出したときにそれを受け止めることのできる身近

な大人を地域に増やすための取組を推進する。【文

部科学省、厚生労働省】 

さらに、事業場としての学校の労働安全衛生対策

を推進する。【文部科学省】 

 

（（４４））大大規規模模災災害害ににおおけけるる被被災災者者のの心心ののケケアア、、生生活活

再再建建等等のの推推進進  

大規模災害の被災者は様々なストレス要因を抱え

ることとなるため、孤立防止や心のケアに加えて、

生活再建等の復興関連施策を、発災直後から復興の

各段階に応じて中長期にわたり講ずることが必要で

ある。また、支援者の心のケアも必要である。その

ため、東日本大震災における被災者の心の健康状態

や自殺の原因の把握及び対応策の検討・実施を引き

続き進めるとともに、そこで得られた知見を今後の

防災対策へ反映する。【内閣府、復興庁、厚生労働

省】 

東日本大震災及び東京電力福島第一原発事故の被

災者等について、復興のステージの進展に伴う生活

環境の変化や避難に伴う差別・偏見等による様々な

ストレス要因を軽減するため、国、地方公共団体、

民間団体等が連携して、被災者の見守り活動等の孤

立防止や心のケア、人権相談のほか、生活再建等の

復興関連施策を引き続き実施する。【法務省、文部

科学省、復興庁、厚生労働省】 

また、心のケアについては、被災者の心のケア支

援事業の充実・改善や調査研究の拡充を図るととも

に、各種の生活上の不安や悩みに対する相談や実務

的な支援と専門的な心のケアとの連携強化等を通

じ、支援者も含めた被災者へのきめ細かな心のケア

を実施する。【復興庁、厚生労働省】 

大規模災害の発災リスクが高まる中、被災地域に

おいて適切な災害保健医療活動が行えるよう、平成

28 年熊本地震での課題を踏まえた災害派遣精神医

療チーム（ＤＰＡＴ）の体制整備と人材育成の強

化、災害拠点精神科病院の整備を早急に進める。ま

た、災害現場で活動するＤＰＡＴ隊員等の災害支援

者が惨事ストレスを受けるおそれがあるため、惨事

ストレス対策を含めた支援の方策について、地方公

共団体とＤＰＡＴを構成する関係機関との事前の取

決め等の措置を講じる。【厚生労働省】 

 

６６．．適適切切なな精精神神保保健健医医療療福福祉祉ササーービビススをを受受けけらられれるる

よよううににすするる  

自殺の危険性の高い人の早期発見に努め、必要に

応じて精神科医療につなぐ取組が進められている状

況を踏まえ、これらの人々が適切な精神科医療を確

実に受けられるよう精神科医療体制を充実する。ま

た、必ずしも精神科医療につなぐだけでは対応が完

結しない事例も少なくないと考えられ、精神科医療

につながった後も、その人が抱える悩み、すなわち

自殺の危険性を高めた背景にある経済・生活の問

題、福祉の問題、家族の問題など様々な問題に対し

て包括的に対応する必要がある。そのため、精神科

医療、保健、福祉等の各施策の連動性を高めて、誰

もが適切な精神保健医療福祉サービスを受けられる

ようにする。 

 

（（１１））精精神神科科医医療療、、保保健健、、福福祉祉等等のの各各施施策策のの連連動動性性

のの向向上上  

各都道府県が定める保健、医療、福祉に関する計

画等における精神保健福祉施策を踏まえつつ、地域

の精神科医療機関を含めた保健、医療、福祉、教

育、労働、法律等の関係機関・関係団体等のネット

ワークの構築を促進する。特に、精神科医療、保
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健、福祉の連動性を高める。【厚生労働省】 

また、地域において、かかりつけの医師等がうつ

病と診断した人や救急医療機関に搬送された自殺未

遂者について、生活上の課題等の確認をする体制、

退院後に円滑に精神科医療につなげるための医療連

携体制及び様々な分野の相談機関につなげる多機関

連携体制の整備を推進する。【厚生労働省】 

 

（（２２））精精神神保保健健医医療療福福祉祉ササーービビススをを担担うう人人材材のの養養成成

ななどど精精神神科科医医療療体体制制のの充充実実  

かかりつけの医師や救急医療機関等が、自殺の危

険性の高い人や自殺未遂者を精神科医療につなげよ

うとする際、精神科医療機関がこれらの緊急性を踏

まえて確実に対応できるよう、診療報酬での取扱い

を踏まえた精神科医療体制の充実の方策を検討す

る。【厚生労働省】 

心理職等の精神科医療従事者に対し、精神疾患に

対する適切な対処等に関する研修を実施し、精神科

医をサポートできる心理職等の養成を図るととも

に、うつ病の改善に効果の高い認知行動療法などの

治療法を普及し、その実施によるうつ病患者の減少

を図るため、主に精神科医療において専門的にうつ

病患者の治療に携わる者に対し研修を実施する。

【厚生労働省】 

これらの心理職等のサポートを受けて精神科医が

行う認知行動療法などの診療の更なる普及、均てん

化を図るため、認知行動療法研修事業の充実・強

化、人材育成や連携体制の構築、診療報酬での取扱

いを踏まえた精神科医療体制の充実の方策を検討す

る。【厚生労働省】 

また、適切な薬物療法の普及や過量服薬対策を徹

底するとともに、環境調整についての知識の普及を

図る。【厚生労働省】 

  

（（３３））精精神神保保健健医医療療福福祉祉ササーービビススのの連連動動性性をを高高めめるる

たためめのの専専門門職職のの配配置置  

各都道府県が定める保健、医療、福祉に関する計

画等における精神保健福祉施策を踏まえつつ、地域

の精神科医療機関を含めた保健、医療、福祉、教

育、労働、法律等の関係機関・関係団体等のネット

ワークの構築を促進する。特に、精神科医療、保

健、福祉の連動性を高める。さらに、これらの施策

の連動性を高めるため、精神保健福祉士等の専門職

を、医療機関等に配置するなどの取組を進める。

【厚生労働省】【一部再掲】 

 

（（４４））かかかかりりつつけけのの医医師師等等のの自自殺殺リリススクク評評価価及及びび対対

応応技技術術等等にに関関すするる資資質質のの向向上上  

うつ病等の精神疾患患者は身体症状が出ることも

多く、かかりつけの医師等を受診することも多いこ

とから、将来専門とする分野にかかわらず、基本的

な診療能力を身に付けるための医師臨床研修制度に

おいて、精神科研修を必修とし、うつ病を経験すべ

き疾病・病態に位置付けている。また、生涯教育等

の機会を通じ、かかりつけの医師等のうつ病等の精

神疾患の理解と対応及び患者の社会的な背景要因を

考慮して自殺リスクを的確に評価できる技術の向上

並びに地域における自殺対策や様々な分野の相談機

関や支援策に関する知識の普及を図る。【厚生労働

省】【再掲】 

 

（（５５））子子どどももにに対対すするる精精神神保保健健医医療療福福祉祉ササーービビススのの

提提供供体体制制のの整整備備  

成人とは異なる診療モデルについての検討を進

め、子どもの心の問題に対応できる医療系関係専門

職や子どもの心の診療に専門的に関わる医師等の養

成を推進するなど子どもの心の診療体制の整備を推

進する。【厚生労働省】 

子どもに対して緊急入院も含めた医療に対応可能

な医療機関を拡充し、またそのための人員を確保す

る。【厚生労働省】 

児童相談所や市町村の子どもの相談に関わる機関

等の機能強化を図るとともに、精神保健福祉センタ

ーや市町村の障害福祉部局等の療育に関わる関係機

関との連携の強化を図る。【厚生労働省】 

さらに、療育に関わる関係機関と学校及び医療機

関等との連携を通して、どのような家庭環境にあっ

ても、全ての子どもが適切な精神保健医療福祉サー

ビスを受けられる環境を整備する。【厚生労働省】 

 

（（６６））ううつつ等等ののススククリリーーニニンンググのの実実施施  

保健所、市町村の保健センター等による訪問指導

や住民健診、健康教育・健康相談の機会を活用する

ことにより、地域における、うつ病の懸念がある人

の把握を推進する。【厚生労働省】 

特に高齢者については、閉じこもりやうつ状態に

なることを予防することが、介護予防の観点からも

必要であり、地域の中で生きがい・役割を持って生

活できる地域づくりを推進することが重要である。

このため、市町村が主体となって高齢者の介護予防

や社会参加の推進等のための多様な通いの場の整備

など、地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予

防の取組を推進する。【厚生労働省】 

また、出産後間もない時期の産婦については、産

後うつの予防等を図る観点から、産婦健康診査で心

身の健康状態や生活環境等の把握を行い、産後の初

期段階における支援を強化する。【厚生労働省】 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問する、

「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事

業）」において、子育て支援に関する必要な情報提供

等を行うとともに、産後うつの予防等も含めた支援が

必要な家庭を把握した場合には、適切な支援に結びつ

ける。【厚生労働省】 

 

（（７７））ううつつ病病以以外外のの精精神神疾疾患患等等にによよるるハハイイリリススクク者者

対対策策のの推推進進  

うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク者にお

いて、例えば、依存症においては関連法令に基づく

取組、借金や家族問題等との関連性も踏まえて、調

査研究を推進するとともに、継続的に治療・援助を

行うための体制の整備、地域の医療機関を含めた保

健、医療、福祉、教育、労働、法律等の関係機関・

関係団体のネットワークの構築、自助活動に対する

支援等を行う。【厚生労働省】 

また、思春期・青年期において精神的問題を抱え

る者、自傷行為を繰り返す者や過去のいじめや被虐

待経験などにより深刻な生きづらさを抱える者につ

いては、とりわけ若者の職業的自立の困難さや生活
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困窮などの生活状況等の環境的な要因も十分に配慮

しつつ、地域の救急医療機関、精神保健福祉センタ

ー、保健所、教育機関等を含めた保健、医療、福

祉、教育、労働、法律等の関係機関・関係団体のネ

ットワークの構築により適切な医療機関や相談機関

を利用できるよう支援するなど、要支援者の早期発

見、早期介入のための取組を推進する。【厚生労働

省】 

 

（（８８））ががんん患患者者、、慢慢性性疾疾患患患患者者等等にに対対すするる支支援援  

がん患者について、必要に応じ専門的、精神心理

的なケアにつなぐことができるよう、がん相談支援

センターを中心とした体制の構築と周知を行う。

【厚生労働省】 

重篤な慢性疾患に苦しむ患者等からの相談を適切

に受けることができる看護師等を養成するなど、心

理的ケアが実施できる体制の整備を図る。【厚生労

働省】 

 

７７．．社社会会全全体体のの自自殺殺リリススククをを低低下下ささせせるる  

自殺対策は、社会における「生きることの阻害要

因（自殺のリスク要因）」を減らし、「生きること

の促進要因（自殺に対する保護要因）」を増やすこ

とを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させる方

向で実施する必要がある。そのため、様々な分野に

おいて、「生きることの阻害要因」を減らし、併せ

て「生きることの促進要因」を増やす取組を推進す

る。 

 

（（１１））地地域域ににおおけけるる相相談談体体制制のの充充実実とと支支援援策策、、相相談談

窓窓口口情情報報等等のの分分かかりりややすすいい発発信信  

地方公共団体による自殺対策関連の相談窓口等を

掲載した啓発用のパンフレット等が、啓発の対象と

なる人たちのニーズに即して作成・配布されるよう

支援し、併せて地域の相談窓口が住民にとって相談

しやすいものになるよう体制の整備を促進する。

【厚生労働省】 

また、悩みを抱える人がいつでもどこでも相談で

き、適切な支援を迅速に受けられるためのよりどこ

ろとして、自殺防止のための24 時間365 日の無料

電話相談を設置し、併せて地方公共団体による電話

相談について全国共通ダイヤル（こころの健康相談

統一ダイヤル）を設定し、引き続き当該電話相談を

利用に供するとともに、民間団体による電話相談窓

口の支援を行う。さらに多様な相談ニーズに対応す

るため、ＳＮＳや新たなコミュニケーションツール

を活用した相談事業支援を拡充し、相談者が必要と

するときに効果的な対応が可能となるよう仕組みの

構築を進める。【厚生労働省】 

電話、ＳＮＳ等を活用した相談について、自殺予

防週間や自殺対策強化月間等の機会を捉え、広く周

知を進めることにより、国民の約３人に２人以上が

当該電話相談及びＳＮＳ等相談について聞いたこと

があるようにすることを目指す。【厚生労働省】 

さらに、支援を必要としている人が簡単に適切な

支援策に係る情報を得ることができるようにするた

め、インターネット（スマートフォン、携帯電話等

を含む。）を活用した検索等の仕組みや検索連動広

告及びプッシュ型の情報発信など、生きることの包

括的な支援に関する情報の集約、提供を強化し、そ

の周知を徹底する。【厚生労働省】 

地域共生社会の実現に向けた施策として、制度の

狭間にある人、複合的な課題を抱え自ら相談に行く

ことが困難な人などを地域において早期に発見し、

確実に支援していくため、地域住民と公的な関係機

関の協働による包括的な支援体制づくりを進める。

【厚生労働省】 

 

（（２２））多多重重債債務務のの相相談談窓窓口口のの整整備備ととセセーーフフテティィネネッッ

トト融融資資のの充充実実  

「多重債務問題改善プログラム」に基づき、多重

債務者に対するカウンセリング体制の充実、セーフ

ティネット貸付の充実を図る。【金融庁、消費者

庁、厚生労働省】 

 

（（３３））失失業業者者等等にに対対すするる相相談談窓窓口口のの充充実実等等  

失業者に対して早期再就職支援等の各種雇用対策

を推進するとともに、ハローワーク等の窓口におい

てきめ細かな職業相談を実施するほか、失業に直面

した際に生じる心の悩み相談など様々な生活上の問

題に関する相談に対応し、さらに地方公共団体等と

の緊密な連携を通して失業者への包括的な支援を推

進する。【厚生労働省】 

また、「地域若者サポートステーション」におい

て、地域の関係機関とも連携し、若年無業者等の職

業的自立を個別的・継続的・包括的に支援する。

【厚生労働省】 

 

（（４４））経経営営者者にに対対すするる相相談談事事業業のの実実施施等等  

商工会・商工会議所等と連携し、経営の危機に直

面した個人事業主や中小企業の経営者等を対象とし

た相談事業、中小企業の一般的な経営相談に対応す

る相談事業を引き続き推進する。【経済産業省】 

また、全都道府県に設置している中小企業活性化

協議会において、財務上の問題を抱える中小企業者

に対し、窓口における相談対応や金融機関との調整

を含めた再生計画の策定支援など、事業再生に向け

た支援を行う。【経済産業省】 

さらに、融資の際に経営者以外の第三者の個人保

証を原則求めないことを金融機関に対して引き続き

徹底するよう求めていくとともに、経営者の個人保

証によらない融資をより一層促進するため「経営者

保証に関するガイドライン」の周知・普及に努め

る。【金融庁、経済産業省】 

 

（（５５））法法的的問問題題解解決決ののたためめのの情情報報提提供供のの充充実実  

日本弁護士連合会・弁護士会と連携しつつ、日本

司法支援センター（法テラス）の法的問題解決のた

めの情報提供の充実及び国民への周知を図る。【法

務省】 

また、司法書士会と連携し、司法書士会のホーム

ページ等を通じて、相談事業の国民への周知を図

る。【法務省】 

 

（（６６））危危険険なな場場所所ににおおけけるる安安全全確確保保、、薬薬品品等等のの規規制制

等等  

自殺の多発場所における安全確保の徹底や支援情

報等の掲示、鉄道駅におけるホームドア・ホーム柵
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の整備の促進等を図る。【厚生労働省、国土交通

省】 

また、危険な薬品等の譲渡規制を遵守するよう周

知の徹底を図るとともに、従来から行っている自殺

するおそれのある行方不明者に関する行方不明者発

見活動を継続して実施する。【警察庁、厚生労働

省】 

 

（（７７））ＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた自自殺殺対対策策のの強強化化  

支援を必要としている人が簡単に適切な支援策に

係る情報を得ることができるようにするため、イン

ターネット（スマートフォン、携帯電話等を含

む。）を活用した検索等の仕組みや検索連動広告及

びプッシュ型の情報発信など、支援策情報の集約、

提供を強化する。【厚生労働省】【再掲】 

「自殺は、その多くが追い込まれた末の死であ

る」「自殺対策とは、生きることの包括的支援であ

る」という認識を浸透させることや、自殺や自殺関

連事象に関する誤った社会通念から脱却し国民一人

ひとりの危機遭遇時の対応能力（援助希求技術）を

高めるため、インターネット（スマートフォン、携

帯電話等を含む。）を積極的に活用して正しい知識

の普及を推進する。【厚生労働省】【再掲】 

若者は、自発的には相談や支援につながりにくい

傾向がある一方で、インターネットやＳＮＳ上で自

殺をほのめかしたり、自殺の手段等を検索したりす

る傾向もあると言われている。そのため、自宅への

訪問や街頭での声掛け活動だけではなく、ＩＣＴ

（情報通信技術）も活用した若者へのアウトリーチ

策を強化する。【厚生労働省】 

 

（（８８））イインンタターーネネッットト上上のの自自殺殺関関連連情情報報対対策策のの推推進進  

ＳＮＳによる集団自殺の呼び掛け等、インターネ

ット上の自殺の誘引・勧誘等に係る情報について

は、警察とインターネット・ホットラインセンター

が通報を受け、また、警察とサイバーパトロールセ

ンターがサイバーパトロールを行うなどして把握に

努め、警察とインターネット・ホットラインセンタ

ーが、プロバイダ等と連携してサイト管理者等に削

除を依頼するなど、自殺防止のための必要な措置を

講じる。【警察庁】 

また、第三者に危害の及ぶおそれのある自殺の手

段等を紹介するなどの情報等への対応として、青少

年へのフィルタリングの普及等の対策を推進する。

【総務省、文部科学省、経済産業省】 

青少年が安全に安心してインターネットを利用で

きる環境の整備等に関する法律に基づく取組を促進

し、同法に基づく基本計画等により、青少年がイン

ターネットを利用して有害な情報を閲覧する機会を

できるだけ少なくするためにフィルタリングの普及

を図るとともに、インターネットの適切な利用に関

する教育及び啓発活動の推進等を行う。【内閣府、

文部科学省、経済産業省、総務省】 

 

（（９９））イインンタターーネネッットト上上のの自自殺殺予予告告事事案案及及びび誹誹謗謗中中

傷傷へへのの対対応応等等  

インターネット上の自殺予告事案に対する迅速・

適切な対応を継続して実施する。【警察庁】 

また、インターネットにおける自殺予告サイトへ

の書き込み等の違法・有害情報について、フィルタ

リングソフトの普及、プロバイダにおける自主的措

置への支援等を実施する。【総務省、経済産業省】 

加えて、電子掲示板への特定個人を誹謗中傷する

書き込み等の違法・有害情報について、プロバイダ

における自主的措置への支援、速やかな書き込みの

削除の支援及び人権相談等を実施する。【総務省、

法務省】 

侮辱罪の法定刑の引上げ（令和４年７月７日施

行）の趣旨・内容を踏まえ、検察当局においては、

誹謗中傷の事案についても、法と証拠に基づき、事

案の内容等に応じて、処罰すべき悪質な行為につい

ては厳正な処分を行い、適切に対処を行う。【法務

省】 

 

（（1100））介介護護者者へへのの支支援援のの充充実実  

高齢者や日常生活に支障を来す状態の者への介護

者負担を軽減するため、地域包括支援センターその

他関係機関等との連携協力体制の整備や介護者に対

する相談等が円滑に実施されるよう、相談業務等に

従事する職員の確保や資質の向上などに関し、必要

な支援の実施に努める。【厚生労働省】 

 

（（1111））ひひききここももりりのの方方へへのの支支援援のの充充実実  

保健、医療、福祉、教育、労働等の分野の関係機

関と連携の下でひきこもりに特化した第一次相談窓

口としての機能を有する「ひきこもり地域支援セン

ター」において、本人・家族に対する早期からの相

談・支援等を行い、ひきこもり支援を推進する。こ

のほか、精神保健福祉センターや保健所、児童相談

所において、医師や保健師、精神保健福祉士、社会

福祉士等による相談・支援を、本人や家族に対して

行う。【厚生労働省】 

 

（（1122））児児童童虐虐待待やや性性犯犯罪罪・・性性暴暴力力のの被被害害者者へへのの支支援援

のの充充実実  

児童虐待は、子どもの心身の発達と人格の形成に

重大な影響を与え、自殺のリスク要因ともなり得

る。児童虐待の発生予防から虐待を受けた子どもの

自立支援まで一連の対策の更なる強化を図るため、

市町村及び児童相談所の相談支援体制を強化すると

ともに、社会的養護の充実を図る。【厚生労働省】 

また、児童虐待を受けたと思われる子どもを見つ

けたときなどに、ためらわずに児童相談所に通告・

相談ができるよう、児童相談所虐待対応ダイヤル

「189（いちはやく）」について、毎年11 月の「児

童虐待防止推進月間」を中心に、積極的な広報・啓

発を実施する。【厚生労働省】 

また、社会的養護の下で育った子どもは、施設な

どを退所し自立するに当たって、保護者などから支

援を受けられない場合が多く、その結果、様々な困

難を抱えることが多い。そのため、子どもの自立支

援を効果的に進めるために、例えば進学や就職など

のタイミングで支援が途切れることのないよう、退

所した後も引き続き子どもを受け止め、支えとなる

ような支援の充実を図る。【厚生労働省】 

性犯罪・性暴力の被害者の精神的負担軽減のた

め、被害者が必要とする情報の集約や関係機関によ

る支援の連携を強めるとともに、カウンセリング体
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制の充実や被害者の心情に配慮した事情聴取等を推

進する。【内閣府、警察庁、厚生労働省】 

また、自殺対策との連携を強化するため、自殺対

策に係る電話相談事業及びＳＮＳ相談事業を行う民

間支援団体による支援の連携を強めるとともに、オ

ンラインでの取組も含めた居場所づくりの充実を推

進する。【厚生労働省】 

さらに、性犯罪・性暴力被害者等、困難な問題を

抱える女性への支援を推進するため、婦人相談所等

の関係機関と民間支援団体が連携したアウトリーチ

や居場所づくりなどの支援の取組を進める。【厚生

労働省】 

性犯罪・性暴力の被害者において、ＰＴＳＤ等精

神疾患の有病率が高い背景として、ＰＴＳＤ対策に

おける医療と保健との連携の不十分さが指摘されて

いる。このため性犯罪・性暴力の被害者支援を適切

に行う観点から、性犯罪・性暴力の被害者や犯罪被

害者支援に特化したＰＴＳＤ研修を継続していく。

【厚生労働省】 

 

（（1133））生生活活困困窮窮者者へへのの支支援援のの充充実実  

複合的な課題を抱える生活困窮者の中に自殺リス

クを抱えている人が少なくない実情を踏まえて、生

活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業にお

いて包括的な支援を行うとともに、自殺対策に係る

関係機関等とも緊密に連携し、効果的かつ効率的な

支援を行う。また、地域の現場でそうした連携が進

むよう、連携の具体的な実践例の周知や自殺対策の

相談窓口を訪れた生活困窮者を必要な施策につなげ

るための方策を検討するなど、政策的な連携の枠組

みを推進する。【厚生労働省】 

さらに、関係機関の相談員を対象に、ケース検討

を含む合同の研修を行い、生活困窮者自立支援制度

における関係機関の連携促進に配慮した共通の相談

票を活用するなどして、自殺対策と生活困窮者自立

支援制度の連動性を高めるための仕組みを構築す

る。【厚生労働省】 

 

（（1144））ひひととりり親親家家庭庭にに対対すするる相相談談窓窓口口のの充充実実等等  

子育てと生計の維持を一人で担い、様々な困難を

抱えている人が多いひとり親家庭を支援するため、

地方公共団体のひとり親家庭の相談窓口に、母子・

父子自立支援員に加え、就業支援専門員の配置を進

め、子育て・生活に関する内容から就業に関する内

容まで、ワンストップで相談に応じるとともに、必

要に応じて、他の支援機関につなげることにより、

総合的・包括的な支援を推進する。【厚生労働省】 

 

（（1155））性性的的ママイイノノリリテティィへへのの支支援援のの充充実実  

法務局・地方法務局又はその支局や特設の人権相

談所において相談に応じる。人権相談等で、性的マ

イノリティ等に関する嫌がらせ等の人権侵害の疑い

のある事案を認知した場合は、人権侵犯事件として

調査を行い、事案に応じた適切な措置を講じる。

【法務省】 

性的マイノリティは、社会や地域の無理解や偏見

等の社会的要因によって自殺念慮を抱えることもあ

り、大学等において、本人の同意なく、その人の性

的指向・性自認に関する情報を第三者に暴露するこ

と（アウティング）も問題になっていることから、

性的マイノリティに関する正しい理解を広く関係者

に促進するとともに、学校における適切な教育相談

の実施等を促す。【文部科学省】 

性的指向・性自認を理由としたものも含め、社会

的なつながりが希薄な方々の相談先として、24 時

間365 日無料の電話相談窓口（よりそいホットライ

ン）を設置するとともに、必要に応じて面接相談や

同行支援を実施して具体的な解決につなげる寄り添

い支援を行う。【厚生労働省】 

性的指向・性自認に関する侮辱的な言動や、労働

者の了解を得ずに性的指向・性自認などの機微な個

人情報を他の労働者に暴露することが職場における

パワーハラスメントに該当し得ること、職場におけ

るセクシュアルハラスメントは相手の性的指向・性

自認にかかわらず該当し得ること等について、引き

続きパンフレット等を活用して周知を行う。その

他、公正な採用選考についての事業主向けパンフレ

ットに「性的マイノリティの方など特定の人を排除

しない」旨を記載し周知する。【厚生労働省】 

 

（（1166））相相談談のの多多様様なな手手段段のの確確保保、、アアウウトトリリーーチチのの強強

化化  

国や地方公共団体、民間団体による相談事業にお

いて、障害の特性等により電話や対面による相談が

困難な場合であっても、可能な限り相談ができるよ

う、ＦＡＸ、メール、ＳＮＳ等の多様な意思疎通の

手段の確保を図る。【厚生労働省】 

地方公共団体による取組を支援するなど、子ども

に対するＳＮＳを活用した相談体制の実現を図る

【文部科学省】 

性犯罪・性暴力被害者等、困難な問題を抱える女

性への支援を推進するため、婦人相談所等の関係機

関と民間支援団体が連携したアウトリーチや居場所

づくりなどの支援の取組を進める。【厚生労働省】

【再掲】 

若者は、自発的には相談や支援につながりにくい

傾向がある一方で、インターネットやＳＮＳ上で自

殺をほのめかしたり、自殺の手段等を検索したりす

る傾向もあると言われている。そのため、自宅への

訪問や街頭での声掛け活動だけではなく、ＩＣＴ

（情報通信技術）も活用した若者へのアウトリーチ

策を強化する。【厚生労働省】【再掲】 

 

（（1177））関関係係機機関関等等のの連連携携にに必必要要なな情情報報共共有有のの仕仕組組みみ

のの周周知知  

地域における多様な支え手による生きることの包

括的な支援を円滑に行えるようにするため、相談者

本人の意思を尊重しつつ、有機的な連携のため必要

な相談者に係る情報を共有することができるよう、

関係機関の連携に必要な情報共有の仕組みに係る取

組事例を収集し、地方公共団体等に周知する。【厚

生労働省】 

また、自殺の危険性の高い人や自殺未遂者への支

援に関して、生活困窮者自立支援制度における支援

会議の活用など、個人情報の適正な取扱いに関する

体制の整備を推進する。【厚生労働省】 

 

（（1188））自自殺殺対対策策にに資資すするる居居場場所所づづくくりりのの推推進進  
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生きづらさを抱えた人や自己肯定感が低い若者、

配偶者と離別・死別した高齢者や退職して役割を喪

失した中高年男性、性的マイノリティの方等、孤立

のリスクを抱えるおそれのある人が、孤立する前

に、地域とつながり、支援につながるよう、オンラ

インでの取組も含めて、孤立を防ぐための居場所づ

くり等を推進する。【厚生労働省、関係府省】 

相談者が抱える問題を具体的に解決して「生きる

ことの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らす個

別的な支援と、相談者の自己肯定感を高めて「生き

ることの促進要因（自殺の保護要因）」を増やす居

場所活動を通じた支援とを連動させた包括的な生き

る支援を推進する。【厚生労働省】 

 

（（1199））報報道道機機関関にに対対すするるＷＷＨＨＯＯのの手手引引きき等等のの周周知知等等  

報道機関に適切な自殺報道を呼び掛けるため、Ｗ

ＨＯの自殺予防の手引きのうち「自殺対策を推進す

るためにメディア関係者に知ってもらいたい基礎知

識（ＷＨＯ作成）」及び「自殺対策を推進するため

に映画制作者と舞台・映像関係者に知ってもらいた

い基礎知識（ＷＨＯ作成）」を報道各社に周知し、

それらを遵守するよう要請する。また、国内の報道

機関が自主的に策定した自殺報道に関するガイドラ

イン等の活用を呼び掛ける。【厚生労働省】 

マスメディアにおける自主的な取組に資するよ

う、自殺報道の影響や諸外国の取組等に関する調査

研究を行うとともに、ウェルテル効果（報道が自殺

者を増加させる効果）を防ぐための取組や、パパゲ

ーノ効果（報道が自殺を抑止する効果）を高めるた

めの取組や報道における扱いについて、報道関係者

やニュースサイト及びＳＮＳ等事業者と協力して理

解を深めていくための取組を推進する。【厚生労働

省】 

 

（（2200））自自殺殺対対策策にに関関すするる国国際際協協力力のの推推進進  

海外の様々な知見等を我が国の自殺対策に活用す

べく、海外の自殺対策関係団体等との交流を推進す

る。【厚生労働省】 

日本においては、国を挙げて自殺対策が総合的に

推進された結果、自殺者数が３万人台から２万人台

に減少したところであり、こうした日本における取

組について国際的に発信し、国際的な自殺対策の推

進への貢献を行う。【厚生労働省】【再掲】 

 

８８．．自自殺殺未未遂遂者者のの再再度度のの自自殺殺企企図図をを防防ぐぐ  

救急医療機関に搬送された自殺未遂者への複合的

ケースマネジメントの効果検証、医療機関と地方公

共団体の連携による自殺未遂者支援の取組検証な

ど、各地で展開された様々な試行的取組の成果の蓄

積等を踏まえて、自殺未遂者の再度の自殺企図を防

ぐための対策を強化する。また、自殺未遂者を支え

る家族や支援者等への支援を充実する。 

 

（（１１））地地域域のの自自殺殺未未遂遂者者等等支支援援のの拠拠点点機機能能をを担担うう医医

療療機機関関のの整整備備  

自殺未遂者の再企図を防ぐためには、救急医療機

関に搬送された自殺未遂者に退院後も含めて精神科

又は心療内科につなぐなど、継続的に適切に介入す

るほか、対応困難例の事例検討や地域の医療従事者

への研修等を通じて、地域の自殺未遂者支援の対応

力を高める拠点となる医療機関が必要であり、これ

らの取組に対する支援を強化するとともに、モデル

的取組の横展開を図る。【厚生労働省】 

かかりつけの医師や救急医療機関等が、自殺の危

険性の高い人や自殺未遂者を精神科医療につなげよ

うとする際、精神科医療機関がこれらの緊急性を踏

まえて確実に対応できるよう、診療報酬での取扱い

を踏まえた精神科医療体制の充実の方策を検討す

る。【厚生労働省】【再掲】 

 

（（２２））救救急急医医療療機機関関ににおおけけるる精精神神科科医医にによよるる診診療療体体

制制等等のの充充実実  

精神科救急医療体制の充実を図るとともに、救命

救急センター等に精神保健福祉士等の精神保健医療

従事者等を配置するなどして、治療を受けた自殺未

遂者の精神科医療ケアの必要性を評価し、必要に応

じて精神科医による診療や精神保健医療従事者によ

るケアが受けられる救急医療体制の整備を図る。

【厚生労働省】 

また、自殺未遂者に対する的確な支援を行うた

め、自殺未遂者の治療とケアに関するガイドライン

について、救急医療関係者等への研修等を通じて普

及を図る。【厚生労働省】 

 

（（３３））医医療療とと地地域域のの連連携携推推進進にによよるる包包括括的的なな未未遂遂者者

支支援援のの強強化化  

各都道府県が定める保健、医療、福祉に関する計

画等における精神保健福祉施策を踏まえつつ、地域

の精神科医療機関を含めた保健、医療、福祉、教

育、労働、法律等の関係機関・関係団体のネットワ

ークの構築を促進する。医療機関と地方公共団体が

自殺未遂者への支援を連携して行うことにより、切

れ目のない継続的かつ包括的な自殺未遂者支援を推

進する。また、自殺の危険性の高い人や自殺未遂者

への支援に関して、生活困窮者自立支援制度におけ

る支援会議の活用など、個人情報の適正な取扱いに

関する体制の整備を推進する。さらに、この連携を

促進するため、精神保健福祉士等の専門職を、医療

機関等に配置するなどの取組を進める。【厚生労働

省】【一部再掲】 

また、地域において、かかりつけの医師等がうつ

病と診断した人や救急医療機関に搬送された自殺未

遂者について、生活上の課題等の確認をする体制、

退院後に円滑に精神科医療につなげるための医療連

携体制及び様々な分野の相談機関につなげる多機関

連携体制の整備を推進する。【厚生労働省】【再

掲】 

自殺未遂者は、再度の自殺を図る可能性が高いこ

と、また、自殺対策を講じる上で、その原因の究明

や把握が必要であることから、自殺未遂者から得ら

れた実態を分析し、有効な自殺対策につなげるた

め、匿名でデータベース化する取組を進めていく。

【厚生労働省】 

 

（（４４））居居場場所所づづくくりりととのの連連動動にによよるる支支援援  

生きづらさを抱えた人や自己肯定感が低い若者、

配偶者と離別・死別した高齢者や退職して役割を喪

失した中高年男性、性的マイノリティの方等、孤立
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のリスクを抱えるおそれのある人が、孤立する前

に、地域とつながり、支援につながるよう、オンラ

インでの取組も含めて、孤立を防ぐための居場所づ

くり等を推進する。【厚生労働省、関係府省】【再

掲】 

相談者が抱える問題を具体的に解決して「生きる

ことの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らす個

別的な支援と、相談者の自己肯定感を高めて「生き

ることの促進要因（自殺の保護要因）」を増やす居

場所活動を通じた支援とを連動させた包括的な生き

る支援を推進する。【厚生労働省】【再掲】 

 

（（５５））家家族族等等のの身身近近なな支支援援者者にに対対すするる支支援援  

自殺の原因となる社会的要因に関する各種相談機

関とのネットワークを構築することにより精神保健

福祉センターや保健所の保健師等による自殺未遂者

に対する相談体制を充実するとともに、地域の精神

科医療機関を含めた保健、医療、福祉、教育、労

働、法律等の関係機関・関係団体のネットワークを

構築するなど継続的なケアができる体制の整備を一

層進めることなどにより、退院後の家族や知人等の

身近な支援者による見守りへの支援を充実する。

【厚生労働省】 

また、諸外国の実証研究において、家族等の支援

を受けた自殺未遂者本人の自殺関連行動や抑うつ

感、自殺未遂者の家族自身の抑うつや自殺念慮が改

善したとの報告があることを踏まえ、自殺未遂者の

日常的な支援者としての家族や知人等、自殺未遂者

のことで悩んでいる家族や知人等の支えになりたい

と考える者を対象とした研修を開催するとともに、

身近な人を支えるための傾聴スキルを学べる動画等

を作成して一般に公開し、自殺予防週間や自殺対策

強化月間等の機会を捉えて啓発を行う。【厚生労働

省】 

 

（（６６））学学校校、、職職場場等等ででのの事事後後対対応応のの促促進進  

学校、職場で自傷行為や自殺未遂を把握した場合

に、その直後の周りの人々に対する心理的ケアが的

確に行われるよう自殺未遂後の職場における対応マ

ニュアルや学校の教職員向けの資料の普及等によ

り、適切な事後対応を促す。【文部科学省、厚生労

働省】 

また、学校においては、自殺未遂に至った事例に

ついて関係者による再発防止に向けた検討の実施を

促す。【文部科学省】 

 

９９．．遺遺さされれたた人人へへのの支支援援をを充充実実すするる  

基本法では、その目的規定において、自殺対策の

総合的推進により、自殺の防止を図ることととも

に、自殺者の親族等の支援の充実を図ることが掲げ

られている。自殺により遺された人等に対する迅速

な支援を行うとともに、全国どこでも、関連施策を

含めた必要な支援情報を得ることができるよう情報

提供を推進するなど、支援を充実する。また、遺族

の自助グループ等の地域における活動を支援する。 

 

（（１１））遺遺族族のの自自助助ググルルーーププ等等のの運運営営支支援援  

地域における遺族の自助グループ等の運営、相談

機関の遺族等への周知を支援するとともに、精神保

健福祉センターや保健所の保健師等による遺族等へ

の相談体制を充実する。【厚生労働省】 

 

（（２２））学学校校、、職職場場等等ででのの事事後後対対応応のの促促進進  

学校、職場で自殺があった場合に、その直後の周

りの人々に対する心理的ケアが的確に行われるよう

自殺後の職場における対応マニュアルや学校の教職

員向けの資料の普及等を行い、遺族の声を聞く機会

を設ける等により遺族等の意向を丁寧に確認しつ

つ、遺族等に寄り添った適切な事後対応を促す。

【文部科学省、厚生労働省】 

 

（（３３））遺遺族族等等のの総総合合的的なな支支援援ニニーーズズにに対対すするる情情報報提提

供供のの推推進進等等  

遺族等が全国どこでも、関連施策を含めた必要な

支援情報を得ることができるよう、指定調査研究等

法人を中心に取り組む。また、遺族等が総合的な支

援ニーズを持つ可能性があることを踏まえ、必要に

応じて役立つ情報を迅速に得ることができるよう、

一般的な心身への影響と留意点、諸手続に関する情

報、自助グループ等の活動情報、民間団体及び地方

公共団体の相談窓口その他必要な情報を掲載したパ

ンフレットの作成と、遺族等と接する機会の多い関

係機関等での配布を徹底するなど、自殺者や遺族の

プライバシーに配慮しつつ、遺族等が必要とする支

援策等に係る情報提供を推進する。【厚生労働省】 

遺族等が必要とする遺族の自助グループ等の情報

や行政上の諸手続及び法的問題への留意事項等をと

りまとめ「生きることの包括的な支援」として作成

された「自死遺族等を支えるために～総合的支援の

手引き」（平成30 年11 月）の活用を推進するとと

もに、必要な見直しや情報の整理及び提供を行う。

【厚生労働省】 

 

（（４４））遺遺族族等等にに対対応応すするる公公的的機機関関のの職職員員のの資資質質のの向向

上上  

警察官、消防職員等の公的機関で自殺に関連した

業務に従事する者に対して、遺族等からの意見も踏

まえつつ、遺族等に寄り添った適切な遺族等への対

応等に関する知識の普及を促進する。【警察庁、総

務省】【再掲】 

 

（（５５））遺遺児児等等へへのの支支援援  

地域における遺児等の支援活動の運営、遺児等や

その保護者への相談機関の周知を支援するととも

に、児童生徒と日頃から接する機会の多い学校の教

職員を中心に、スクールカウンセラーやスクールソ

ーシャルワーカー、児童相談所、精神保健福祉セン

ターや保健所の保健師等による遺児等に関する相談

体制を充実する。【文部科学省、厚生労働省】 

遺児等に対するケアも含め教育相談を担当する教

職員の資質向上のための研修等を実施する。【文部

科学省】【再掲】 

また、遺児の中には、ケアを要する家族がいる場

合、自身がヤングケアラーとならざるを得ない可能

性があるが、そうした場合に心理的なサポートに加

えて看護や介護等を含めた支援を受けられるよう、

適切な情報の周知や支援を強化する。【厚生労働

省】 
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1100．．民民間間団団体体ととのの連連携携をを強強化化すするる  

国及び地域の自殺対策において、民間団体は非常

に重要な役割を担っている。しかし、多くの民間団

体が、組織運営や人材育成、資金確保等の面で課題

を抱えている。そうした現状を踏まえ、平成28 年

４月、基本法の改正により、国及び地方公共団体

は、民間団体の活動を支援するため、助言、財政上

の措置その他の必要な施策を講ずるものとするとさ

れた。 

 

（（１１））民民間間団団体体のの人人材材育育成成にに対対すするる支支援援  

民間団体における相談の担い手や他機関連携を促

すコーディネーターの養成を支援する。【厚生労働

省】 

活動分野ごとのゲートキーパー養成のための研修

資材の開発や研修資材の開発支援、研修受講の支援

等により、民間団体における人材養成を支援する。

【厚生労働省】 

 

（（２２））地地域域ににおおけけるる連連携携体体制制のの確確立立  

地域において、自殺対策を行っている公的機関、

民間団体等の実践的な連携体制の確立を促すととも

に、連携体制が円滑に機能するよう優良事例に関す

る情報提供等の支援を行う。【厚生労働省】 

消費者トラブルの解消とともに自殺等の兆候の事

前察知や関係機関の連携強化等にも寄与するため、

トラブルに遭うリスクの高い消費者（高齢者、消費

者被害経験者等）の消費者被害の防止のための見守

りネットワークの構築を支援する。【消費者庁】 

 

（（３３））民民間間団団体体のの相相談談事事業業にに対対すするる支支援援  

民間団体による自殺対策を目的とした相談事業に

対する支援を引き続き実施する。【厚生労働省】 

また、相談員の人材育成等に必要な情報提供を行

うなどの支援を引き続き実施する。【厚生労働省】 

民間団体による電話相談窓口の支援を行うととも

に、多様な相談ニーズに対応するため、ＳＮＳや新

たなコミュニケーションツールを活用した相談事業

支援を拡充し、相談者が必要とするときに効果的な

対応が可能となるよう仕組みの構築を進める。【厚

生労働省】【再掲】 

 

（（４４））民民間間団団体体のの先先駆駆的的・・試試行行的的取取組組やや自自殺殺多多発発地地

域域ににおおけけるる取取組組にに対対すするる支支援援  

国及び地域における取組を推進するため、民間団

体の実施する先駆的・試行的な自殺対策や調査等を

支援する。【厚生労働省】 

また、民間団体が先駆的・試行的な自殺対策に取

り組みやすくなるよう、必要な情報提供等の支援を

行う。【厚生労働省】 

自殺多発地域における民間団体を支援する。【厚

生労働省】 

 

1111．．子子どどもも・・若若者者のの自自殺殺対対策策をを更更にに推推進進すするる  

我が国の自殺者数は、近年、全体としては低下傾

向にあるものの、小中高生の自殺者数は増えてお

り、令和３年には小中高生の自殺者数が過去２番目

の水準となった。また、若年層の死因に占める自殺

の割合は高く、若年層の自殺対策が課題となってい

る。さらに、基本法に学校におけるＳＯＳの出し方

に関する教育の推進が盛り込まれていることなどか

ら、特に若者の自殺対策を更に推進する。 

支援を必要とする若者が漏れないよう、その範囲

を広くとることは重要であるが、ライフステージ

（学校の各段階）や立場（学校や社会とのつながり

の有無等）ごとに置かれている状況は異なってお

り、自殺に追い込まれている事情も異なっているこ

とから、それぞれの集団の置かれている状況に沿っ

た施策を実施することが必要である。 

 

（（１１））いいじじめめをを苦苦ににししたた子子どどもものの自自殺殺のの予予防防  

いじめ防止対策推進法、「いじめの防止等に関す

る基本的な方針」（平成25 年10 月11 日文部科学

大臣決定）等に定める取組を推進するとともに、い

じめは決して許されないことであり、「どの子ども

にも、どの学校でも起こり得る」ものであることを

周知徹底し、全ての教育関係者がいじめの兆候をい

ち早く把握して、迅速に対応すること、またその

際、いじめの問題を隠さず、学校・教育委員会と家

庭・地域が連携して対処していくべきことを指導す

る。【文部科学省】 

子どもがいつでも不安や悩みを打ち明けられるよ

うな24 時間の全国統一ダイヤル（24 時間子供ＳＯ

Ｓダイヤル）によるいじめなどの問題に関する電話

相談体制について地方公共団体を支援するととも

に、学校、地域、家庭が連携して、いじめを早期に

発見し、適切に対応できる地域ぐるみの体制整備を

促進する。また、地方公共団体による取組を支援す

るなど、子どもに対するＳＮＳを活用した相談体制

の実現を図る。【文部科学省】【一部再掲】 

また、地域の人権擁護委員等が手紙のやりとりを

通じて子どもの悩みに寄り添う「子どもの人権ＳＯ

Ｓミニレター」などの子どもの人権を守る取組を引

き続き実施する。【法務省】 

いじめが人に与える影響の大きさへの理解を促す

ため、いじめを受けた経験のある人やいじめを苦に

自殺で亡くなった子を持つ遺族等の体験談等を、学

校において、子どもや教育関係者が聴く機会を設け

るよう努める。【文部科学省】 

 

（（２２））学学生生・・生生徒徒等等へへのの支支援援のの充充実実  

児童生徒の自殺は、長期休業明け前後に多い傾向

があることから、長期休業前から長期休業期間中、

長期休業明けの時期にかけて、児童生徒向けの自殺

予防の取組に関する周知徹底の強化を実施したり、

ＧＩＧＡスクール構想で配布されているＰＣやタブ

レット端末の活用等による自殺リスクの把握やプッ

シュ型の支援情報の発信を推進したりするなど、小

学校、中学校、高等学校等における早期発見・見守

り等の取組を推進する。【文部科学省】【再掲】 

保健室やカウンセリングルーム等をより開かれた

場として、養護教諭等の行う健康相談を推進すると

ともに、スクールカウンセラーやスクールソーシャ

ルワーカー等の配置及び常勤化に向けた取組を進め

るなど学校における相談体制の充実を図る。また、

相談の際にプライバシーが守られる環境を整備する

とともに、これらの教職員の資質向上のための研修
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を行う。さらに、大学等においては、学生の心の問

題・成長支援に関する課題やニーズへの理解を深

め、心の悩みを抱える学生を必要な支援につなぐた

めの教職員向けの取組の推進を図る。【文部科学

省】【再掲】 

児童生徒の精神不調等の早期発見や、児童生徒の

自殺の実態解明について、ＩＴツールの活用を通じ

た取組を検討する。【文部科学省】 

自殺リスクが高い子どもがいる場合、迅速かつ適

切に対応できるよう、子どもの自殺危機に対応して

いくチームとして学校、教育委員会、地方公共団体

の自殺対策担当者、児童相談所、福祉施設、医療機

関、警察等の関係機関及び地域の支援者等が連携し

て子どもの自殺対策にあたることができる仕組みの

設置や運営に関する支援を行うとともに、自殺リス

クが高い子どもへの緊急対応について教職員等が専

門家や関係機関へ迅速な相談を行えるような体制を

構築する。【厚生労働省、文部科学省】 

いじめ防止対策推進法、「いじめの防止等に関す

る基本的な方針」等に定める取組を推進するととも

に、いじめは決して許されないことであり、「どの

子どもにも、どの学校でも起こり得る」ものである

ことを周知徹底し、全ての教育関係者がいじめの兆

候をいち早く把握して、迅速に対応すること、また

その際、いじめの問題を隠さず、学校・教育委員会

と家庭・地域が連携して対処していくべきことを指

導する。【文部科学省】【再掲】 

子どもがいつでも不安や悩みを打ち明けられるよ

うな24 時間の全国統一ダイヤル（24 時間子供ＳＯ

Ｓダイヤル）によるいじめなどの問題に関する電話

相談体制について地方公共団体を支援するととも

に、学校、地域、家庭が連携して、いじめを早期に

発見し、適切に対応できる地域ぐるみの体制整備を

促進する。また、地方公共団体による取組を支援す

るなど、子どもに対するＳＮＳを活用した相談体制

の実現を図る。【文部科学省】【再掲】 

また、地域の人権擁護委員等が手紙のやりとりを

通じて子どもの悩みに寄り添う「子どもの人権ＳＯ

Ｓミニレター」などの子どもの人権を守る取組を引

き続き実施する。【法務省】【再掲】 

不登校の子どもへの支援について、学校内外にお

ける居場所の確保を含めた早期からの支援につなが

る効果的な取組等を、民間団体を含めた関係機関等

と連携しながら推進するとともに、学校内外におけ

る相談体制の充実を図る。【文部科学省】 

高校中途退学者及び進路未決定卒業者について、

中途退学、卒業後の状況等に関する実態の把握及び

共有に努め、ハローワーク、地域若者サポートステ

ーション、学校等の関係機関が連携協力し、効果的

な支援を行う。【文部科学省、厚生労働省】 

 

（（３３））ＳＳＯＯＳＳのの出出しし方方にに関関すするる教教育育等等のの推推進進  

学校において、体験活動、地域の高齢者等との世

代間交流及び心理・福祉の専門家や自殺対策に資す

る取組を行う関係団体との連携などを通した児童生

徒が命の大切さ・尊さを実感できる教育や、ＳＯＳ

の出し方に関する定期的な教育を含めた社会におい

て直面する可能性のある様々な困難・ストレスへの

対処方法を身に付けるための教育、精神疾患への正

しい理解や適切な対応を含めた心の健康の保持に係

る教育を更に推進するとともに、自尊感情や自己有

用感が得られ、児童生徒の生きることの促進要因を

増やすことを通じて自殺対策に資する教育の実施に

向けた環境づくりを進める。【文部科学省】【再

掲】 

児童生徒と日々接している学級担任、養護教諭等

の教職員や、学生相談に関わる大学等の教職員に対

し、ＳＯＳの出し方を教えるだけではなく、子ども

がＳＯＳを出しやすい環境を整えることの重要性を

伝え、また、大人が子どものＳＯＳを察知し、それ

をどのように受け止めて適切な支援につなげるかな

どについて普及啓発を実施するため、研修に資する

教材の作成・配布等により取組の支援を行う。 遺

児等に対するケアも含め教育相談を担当する教職員

の資質向上のための研修等を実施する。また、自殺

念慮の割合等が高いことが指摘されている性的マイ

ノリティについて、無理解や偏見等がその背景にあ

る社会的要因の一つであると捉えて、教職員の理解

を促進する。【文部科学省】【再掲】 

 

（（４４））子子どどももへへのの支支援援のの充充実実  

貧困の状況にある子どもが抱える様々な問題が自

殺のリスク要因となりかねないため、子どもの貧困

対策の推進に関する法律に基づき実施される施策と

自殺対策との連携を深める。【内閣府、厚生労働

省】 

生活困窮者自立支援法に基づく、生活困窮世帯の

子どもを対象に、学習支援や居場所づくりに加え、

生活習慣・育成環境の改善に関する助言等を行う学

習・生活支援事業を実施するとともに、親との離

別・死別等により精神面や経済面で不安定な状況に

置かれるひとり親家庭の子どもを対象に、悩み相談

を行いつつ、基本的な生活習慣の習得や学習支援等

を行う居場所づくりを推進する。【厚生労働省】 

児童虐待は、子どもの心身の発達と人格の形成に

重大な影響を与える。児童虐待の発生予防から虐待

を受けた子どもの自立支援まで一連の対策の更なる

強化を図るため、市町村及び児童相談所の相談支援

体制を強化するとともに、社会的養護の充実を図

る。【厚生労働省】【再掲】 

また、社会的養護の下で育った子どもは、施設な

どを退所し自立するに当たって、保護者などから支

援を受けられない場合が多く、その結果、様々な困

難を抱えることが多い。そのため、子どもの自立支

援を効果的に進めるために、例えば進学や就職など

のタイミングで支援が途切れることのないよう、退

所した後も引き続き子どもを受け止め、支えとなる

ような支援の充実を図る。【厚生労働省】【再掲】 

 

（（５５））若若者者へへのの支支援援のの充充実実  

「地域若者サポートステーション」において、地

域の関係機関とも連携し、若年無業者等の職業的自

立を個別的・継続的・包括的に支援する。【厚生労

働省】【再掲】 

保健、医療、福祉、教育、労働等の分野の関係機

関と連携の下でひきこもりに特化した第一次相談窓

口としての機能を有する「ひきこもり地域支援セン

ター」において、本人・家族に対する早期からの相
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談・支援等を行い、ひきこもり支援を推進する。こ

のほか、精神保健福祉センターや保健所、児童相談

所において、医師や保健師、精神保健福祉士、社会

福祉士等による相談・支援を、本人や家族に対して

行う【厚生労働省】【再掲】 

性犯罪・性暴力の被害者の精神的負担軽減のた

め、被害者が必要とする情報の集約や関係機関によ

る支援の連携を強めるとともに、カウンセリング体

制の充実や被害者の心情に配慮した事情聴取等を推

進する。【内閣府、警察庁、厚生労働省】【再掲】 

また、自殺対策との連携を強化するため、自殺対

策に係る電話相談事業及びＳＮＳ相談事業を行う民

間支援団体による支援の連携を強めるとともに、オ

ンラインでの取組も含めた居場所づくりの充実を推

進する。【厚生労働省】【再掲】 

さらに、性犯罪・性暴力被害者等、困難な問題を

抱える女性への支援を推進するため、婦人相談所等

の関係機関と民間支援団体が連携したアウトリーチ

や居場所づくりなどの支援の取組を進める。【厚生

労働省】【再掲】 

思春期・青年期において精神的問題を抱える者、

自傷行為を繰り返す者や被虐待経験などにより深刻

な生きづらさを抱える者について、地域の救急医療

機関、精神保健福祉センター、保健所、教育機関等

を含めた保健、医療、福祉、教育、労働等の関係機

関・関係団体のネットワークの構築により適切な医

療機関や相談機関を利用できるよう支援するなど、

精神疾患の早期発見、早期介入のための取組を推進

する【厚生労働省】【一部再掲】 

 

（（６６））若若者者のの特特性性にに応応じじたた支支援援のの充充実実  

若者は、自発的には相談や支援につながりにくい

傾向がある一方で、インターネットやＳＮＳ上で自

殺をほのめかしたり、自殺の手段等を検索したりす

る傾向もあると言われている。そのため、自宅への

訪問や街頭での声掛け活動だけではなく、ＩＣＴ

（情報通信技術）も活用した若者へのアウトリーチ

策を強化する。【厚生労働省】【再掲】 

支援を必要としている人が簡単に適切な支援策に

係る情報を得ることができるようにするため、イン

ターネット（スマートフォン、携帯電話等を含

む。）を活用した検索等の仕組みや検索連動広告及

びプッシュ型の情報発信など、支援策情報の集約、

提供を強化する。【厚生労働省】【再掲】 

若年層の自殺対策が課題となっていることを踏ま

え、若者の自殺や生きづらさに関する支援一体型の

調査を支援する。【厚生労働省】【再掲】 

 

（（７７））知知人人等等へへのの支支援援  

若者は、支援機関の相談窓口ではなく、個人的な

つながりで、友人等の身近な者に相談する傾向があ

ると言われている。また、悩みを打ち明けられ、相

談を受けた身近な者が、対応に苦慮して自らも追い

詰められていたり、希死念慮を抱えていたりする可

能性がある。そのため、民間団体の活動に従事する

人や、悩みを抱える者を支援する家族や知人、ゲー

トキーパー等を含めた支援者も含む自殺対策従事者

について、相談者が自殺既遂に至った場合も含めて

心の健康を維持するための仕組みづくりを推進する

とともに、心の健康に関する知見を生かした支援方

法の普及を図る。【厚生労働省】【一部再掲】 

 

（（８８））子子どどもも・・若若者者のの自自殺殺対対策策をを推推進進すするるたためめのの体体

制制整整備備  

令和５年４月１日に設立が予定されているこども

家庭庁と連携し、喫緊の課題として子ども・若者の

自殺対策を更に強化するため、子ども・若者の自殺

対策を推進するための体制整備を検討する。【厚生

労働省、文部科学省】 

 

1122．．勤勤務務問問題題にによよるる自自殺殺対対策策をを更更にに推推進進すするる  

（１）長時間労働の是正 

長時間労働の是正については、「働き方改革を推

進するための関係法律の整備に関する法律」（平成

30 年法律第71 号）による改正後の労働基準法にお

いて、事業場で使用者と過半数労働組合等が労働基

準法第36 条第１項に基づく労使協定を結ぶ場合

に、法定労働時間を超えて労働者に行わせることが

可能な時間外労働の限度を、原則として月45 時間

かつ年360 時間とし、臨時的な特別の事情がなけれ

ばこれを超えることはできないこととすること等を

内容とする罰則付きの時間外労働の上限規制等を導

入した。【厚生労働省】 

また、労働時間の延長及び休日の労働を適正なも

のとするため、労働基準法に根拠規定を設け、新た

に、「労働基準法第36 条第１項の協定で定める労

働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事

項等に関する指針」（平成30 年厚生労働省告示第

323 号）を定めた。【厚生労働省】 

これらを踏まえ、いわゆる過労死・過労自殺を防

止するため、過重労働による健康障害の防止に向

け、長時間労働が行われている事業場に対する監督

指導の徹底など労働基準監督署による監督指導を引

き続き徹底していくとともに、これらの制度が円滑

に施行されるよう、働き方改革推進支援センターや

都道府県、労働局等において、相談・支援を行う。

【厚生労働省】 

また、働く者が生活時間や睡眠時間を確保し、健

康な生活を送るため、勤務間インターバル制度の導

入促進を図る。【厚生労働省】 

加えて、労働時間の適正な把握を徹底するため、

「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき

措置に関するガイドライン」の周知を行う。【厚生

労働省】 

コロナ禍で進んだテレワークの適切な運用を含

め、職場のメンタルヘルス対策を更に推進する。

【厚生労働省】 

さらに、過労死等がなく、仕事と生活を調和さ

せ、健康で充実して働き続けることのできる社会の

実現のため、「過労死等の防止のための対策に関す

る大綱」に基づき、調査研究等、啓発、相談体制の

整備等、民間団体の活動に対する支援等の過労死等

の防止のための対策を推進する。【厚生労働省】

【再掲】 

昨今増加している副業・兼業を行う方について

は、「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の

周知を行う。【厚生労働省】 
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（（２２））職職場場ににおおけけるるメメンンタタルルヘヘルルスス対対策策のの推推進進  

過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で

充実して働き続けることのできる社会の実現のた

め、「過労死等の防止のための対策に関する大綱」

に基づき、調査研究等、啓発、相談体制の整備等、

民間団体の活動に対する支援等の過労死等の防止の

ための対策を推進する。【厚生労働省】【再掲】 

また、職場におけるメンタルヘルス対策の充実を

推進するため、引き続き、「労働者の心の健康の保

持増進のための指針」の普及啓発を図るとともに、

労働安全衛生法の改正により平成27 年12 月に創設

されたストレスチェック制度の実施の徹底を通じ

て、事業場におけるメンタルヘルス対策の更なる普

及を図る。あわせて、ストレスチェック制度の趣旨

を踏まえ、長時間労働などの量的負荷のチェックの

視点だけではなく、職場の人間関係や支援関係とい

った質的負荷のチェックの視点も踏まえて、職場環

境の改善を図っていくべきであり、ストレスチェッ

ク結果を活用した集団分析を踏まえた職場環境改善

に係る取組の優良事例の収集・共有、職場環境改善

の実施等に対する助成措置等の支援を通じて、事業

場におけるメンタルヘルス対策を推進する。【厚生

労働省】【再掲】 

加えて、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイ

トにおいて、総合的な情報提供や電話・メール・Ｓ

ＮＳ相談を実施するとともに、各都道府県にある産

業保健総合支援センターにおいて、事業者への啓発

セミナー、事業場の人事労務担当者・産業保健スタ

ッフへの研修、事業場への個別訪問による若年労働

者や管理監督者に対するメンタルヘルス不調の予防

に関する研修等を実施する。【厚生労働省】【再

掲】 

小規模事業場に対しては、安全衛生管理体制が必

ずしも十分でないことから、産業保健総合支援セン

ターの地域窓口において、個別訪問等によりメンタ

ルヘルス不調を感じている労働者に対する相談対応

等を実施するとともに、メンタルヘルス対策等の取

組に対する助成措置等を通じて、小規模事業場にお

けるメンタルヘルス対策を強化する。【厚生労働

省】【再掲】 

また、「働き方改革実行計画」や「健康・医療戦

略」に基づき、産業医・産業保健機能の強化、長時

間労働の是正、法規制の執行の強化、健康経営の普

及促進等をそれぞれ実施するとともに、それらを連

動させて一体的に推進する。【経済産業省、厚生労

働省】【再掲】 

 

（（３３））ハハララススメメンントト防防止止対対策策  

パワーハラスメント対策については、引き続き、

ポータルサイトや企業向けセミナー等を通じて、広

く国民及び労使に向けた周知・広報を行うととも

に、労使の具体的な取組の促進を図る。【厚生労働

省】【再掲】 

さらに、全ての事業所においてパワーハラスメン

ト、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産等に

関するハラスメントがあってはならないという方針

の明確化や、その周知・啓発、相談窓口の設置等の

措置が講じられるよう、また、これらのハラスメン

ト事案が生じた事業所に対しては、適切な事後の対

応及び再発防止のための取組が行われるよう都道府

県労働局雇用環境・均等部（室）による指導の徹底

を図る。【厚生労働省】【再掲】 

 

1133．．女女性性のの自自殺殺対対策策をを更更にに推推進進すするる  

我が国の自殺死亡率は、近年、全体としては低下

傾向にあるものの、女性の自殺者数は令和２年に２

年ぶりに増加し、令和３年も更に前年を上回った。

女性の自殺対策は、妊産婦への支援を始め、女性特

有の視点も踏まえ、講じていく必要がある。 

 

（（１１））妊妊産産婦婦へへのの支支援援のの充充実実  

予期せぬ妊娠などにより身体的・精神的な悩みや

不安を抱えた若年妊婦等が、相談支援等を受けられ

るようにする支援等を含め、性と健康の相談センタ

ー事業等により、妊娠初期の方や予期せぬ妊娠をし

た方等の支援を推進する。【厚生労働省】 

妊娠期から出産後の養育に支援が必要な妊婦、妊

婦健診を受けずに出産に至った産婦といった特定妊

婦等への支援の強化を図るため、関係機関の連携を

促進し、特定妊婦や飛び込み出産に対する支援を進

める。【厚生労働省】 

また、出産後間もない時期の産婦については、産

後うつの予防等を図る観点から、産婦健康診査で心

身の健康状態や生活環境等の把握を行い、産後の初

期段階における支援を強化する。【厚生労働省】

【再掲】 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問す

る、「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん

事業）」において、子育て支援に関する必要な情報

提供等を行うとともに、産後うつの予防等も含めた

支援が必要な家庭を把握した場合には、適切な支援

に結びつける。【厚生労働省】【再掲】 

産後に心身の不調又は育児不安等を抱える者等に

対しては、退院直後の母親等に対して心身のケアや

育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てが

できる支援体制を確保する。【厚生労働省】 

 

（（２２））ココロロナナ禍禍でで顕顕在在化化ししたた課課題題をを踏踏ままええたた女女性性支支

援援  

やむを得ず職を失った方への支援として、ハロー

ワークにおける非正規雇用労働者等に対する相談支

援や、マザーズハローワーク事業として、子育て中

の女性等を対象にきめ細かな就職支援を実施する。

【厚生労働省】 

コロナ禍において女性の雇用問題が深刻化し、各

種支援策が十分に届いていない状況があるとの指摘

を踏まえ、コロナ禍に限らず日頃から、政府が実施

している雇用に関する支援策の効果的なＰＲ方法等

も含めて、困難な問題を抱える方々に必要な支援が

十分に行き渡るように取組を推進する。【厚生労働

省】 

配偶者等からの暴力の相談件数が高水準で推移し

ていることも踏まえ、多様なニーズに対応できる相

談体制の整備を進めるなど、被害者支援の更なる充

実を図る。【内閣府】 

また、新型コロナウイルスの感染拡大による望ま

ない孤独・孤立で不安を抱える女性や解雇等に直面

する女性を始め様々な困難・課題を抱える女性に寄
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り添ったきめ細かい相談支援等の地方公共団体によ

る取組を支援する。【内閣府】 

 

（（３３））困困難難なな問問題題をを抱抱ええるる女女性性へへのの支支援援  

性犯罪・性暴力被害者等、困難な問題を抱える女

性への支援を推進するため、婦人相談所等の関係機

関と民間支援団体が連携したアウトリーチや居場所

づくりなどの支援の取組を進める。【厚生労働省】

【再掲】 

なお、令和６年４月から「困難な問題を抱える女

性への支援に関する法律」が施行されることも踏ま

え、今後策定する「困難な問題を抱える女性への支

援のための施策に関する基本的な方針」に基づき、

必要な取組を推進する。【厚生労働省】 

 

第第５５  自自殺殺対対策策のの数数値値目目標標  

平成28 年４月、基本法の改正により、誰も自殺

に追い込まれることのない社会の実現を目指して対

処していくことが重要な課題であるとされた。した

がって、最終的に目指すべきはそうした社会の実現

であるが、前大綱において、当面の目標として、先

進諸国の現在の水準まで減少させることを目指し、

令和８年までに、自殺死亡率を平成27 年と比べて

30％以上減少させることとされた。本大綱において

も、引き続き、同様の数値目標を設定することとす

る。 

なお、できるだけ早期に目標を達成できるよう努

めるものとし、目標が達成された場合は、大綱の見

直し期間にかかわらず、そのあり方も含めて数値目

標を見直すものとする。 

 

注）先進諸国の自殺死亡率は、ＷＨＯ Mortality 

Database および各国の国勢調査によると、米国

14.9（2019）、フランス13.1（2016）、カナダ11.3

（2016）、ドイツ11.1（2020）、英国8.4

（2019）、イタリア6.5（2017）となっており、日

本においては16.4（2020）である。 

平成27 年の自殺死亡率は18.5 であり、それを

30％以上減少させると13.0 以下となる。我が国の

総人口は、国立社会保障・人口問題研究所の中位推

計（平成29 年推計）によると、令和７年には約１

億2300 万人になると見込まれており、目標を達成

するためには自殺者数は約１万6000 人以下となる

必要がある。 

 

第第６６  推推進進体体制制等等  

１１．．国国ににおおけけるる推推進進体体制制  

大綱に基づく施策を総合的かつ効果的に推進する

ため、自殺総合対策会議を中心に、必要に応じて一

部の構成員による会合を機動的に開催するなどし

て、厚生労働大臣のリーダーシップの下に関係行政

機関相互の緊密な連携・協力を図るとともに、施策

相互間の十分な調整を図る。 

さらに、同会議の事務局が置かれている厚生労働

省において、関係府省が行う対策を支援、促進する

とともに、地域自殺対策計画策定ガイドラインの改

訂版を作成し、地方公共団体の地域自殺対策計画の

策定及び見直しを支援し、国を挙げて総合的な自殺

対策を実施していく。特異事案の発生時等の通報体

制を整備するとともに、関係府省緊急連絡会議を機

動的に開催し、適切に対応する。 

また、国を挙げて自殺対策が推進されるよう、

国、地方公共団体、関係団体、民間団体等が連携・

協働するための仕組みを設ける。 

さらに、保健、医療、福祉、教育、労働、男女共

同参画、高齢社会、少子化社会、青少年育成、障害

者、犯罪被害者等支援、地域共生社会、生活困窮者

支援その他の関連施策など関連する分野とも緊密に

連携しつつ、施策を推進する。 

また、指定調査研究等法人は、関係者が連携して

自殺対策のＰＤＣＡサイクルに取り組むための拠点

として、精神保健的な視点に加え、社会学、経済

学、応用統計学等の学際的な視点から、国がＰＤＣ

Ａサイクルを回すためのエビデンスに基づく政策支

援を行い、併せて地域レベルの取組を支援する視点

から、民間団体を含む基礎自治体レベルの取組の実

務的・実践的支援の強化及び地域が実情に応じて取

り組むための情報提供や仕組みづくり（人材育成

等）を行う。 

 

２２．．地地域域ににおおけけるる計計画画的的なな自自殺殺対対策策のの推推進進  

自殺対策は、家庭や学校、職場、地域など社会全

般に深く関係しており、総合的な自殺対策を推進す

るためには、地域の多様な関係者の連携・協力を確

保しつつ、地域の特性に応じた実効性の高い施策を

推進していくことが重要である。 

このため、国は地域自殺対策計画策定ガイドライ

ン、自殺実態プロファイルや政策パッケージを作

成・提供するとともに、都道府県や政令指定都市に

おいて、地域自殺対策推進センターにより管内の市

町村の地域自殺対策計画の策定・進捗管理・検証等

が行われるよう支援する。また、都道府県及び政令

指定市において、様々な分野の関係機関・団体によ

って構成される自殺対策連絡協議会等の自殺対策の

検討の場の設置と同協議会等による地域自殺対策計

画の策定・見直し等が推進されるよう、積極的に働

きかけるとともに、情報の提供等適切な支援を行う

こととする。また、市町村においても自殺対策の専

任部署の設置や、自殺対策と他の施策等とのコーデ

ィネート役を担う自殺対策の専任職員の配置がなさ 

れるよう、積極的に働きかける。さらに、複数の地

方公共団体による連携の取組についても、情報の提

供等適切な支援を行うこととする。また、これらの

地域における取組への民間団体等の参画が一層進む

よう、地方公共団体に働きかける。 

 

３３．．施施策策のの評評価価及及びび管管理理  

自殺総合対策会議により、本大綱に基づく施策

の実施状況、目標の達成状況等を把握し、その効

果等を評価するとともに、これを踏まえた施策の

見直しと改善に努める。 

このため、厚生労働大臣の下に、中立・公正の

立場から本大綱に基づく施策の実施状況、目標の

達成状況等を検証し、施策の効果等を評価するた

めの仕組みを設けるとともに、ＩＣＴの活用によ

り効果的に自殺対策を推進する。 
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４４．．大大綱綱のの見見直直しし  

本大綱については、政府が推進すべき自殺対策の指

針としての性格に鑑み、社会経済情勢の変化、自殺を

めぐる諸情勢の変化、本大綱に基づく施策の推進状況

や目標達成状況等を踏まえ、おおむね５年を目途に見

直しを行う。 
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